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材から「選

ばれる日

本」に向け

て、外国人

材の適正

な受入及

び地域に

おける多

文化共生

社会の構

築を促進

する。その

際、JICA

海外協力

隊経験者、

国際協力

推進員、国

内拠点等

を通じた

地方自治

体、NPO、

民間企業

及び海外

拠点を通

じた開発

途上地域

の政府関

係機関等

との連携

を重視す

る。 

ウ 地方

自治体と

の連携 

国 際 協

力事業へ

の地方自

治体の参

画を促す。

その際、地

方自治体

の際、JICA

海外協力隊

経験者、国

際協力推進

員、国内拠

点等を通じ

た地方自治

体、NPO、

民間企業等

との連携及

び海外拠点

を通じた開

発途上地域

の政府関係

機関等との

連携に取り

組む。特に、

JICA 海外

協力隊経験

者の紹介、

国際協力推

進員（外国

人材・共生）

の配置、多

文化共生イ

ベントへの

支援や「責

任ある外国

人労働者受

入れプラッ

トフォーム

（ JP-

MIRAI）」

等を通じた

地 方 自 治

体、NPO、

民間企業等

との連携強

化、開発途

上地域にお

ける労働政

策を所管す

さらに帰国

隊員の社会

還元を推進

すべく、国

内の各種団

体等との連

携 を 強 化

し、グロー

カルプログ

ラム、奨学

金制度、無

料職業紹介

事業等を通

じたキャリ

ア支援の着

実な実施に

加え、資金

面から社会

還元を促進

するための

取組も拡充

する。 

・開発途上

地域での活

動に加え社

会還元を通

じて国内に

も貢献する

事業のあり

方と成果を

積極的に発

信し、広く

国民の理解

と支持を得

るべく取り

組む。また、

このあり方

も含め事業

の更なる改

善と合理化

に係る検討

を進める。 

○ JICA海外協力隊経験者の活躍：JICA海外協力隊経験者は異文化環境で鍛えられたグローバ

ル人材としての資質・能力を有しており、活動期間終了後は、国際協力人材としてのみなら

ず、国内各地域の国際化や多文化共生の推進、教育現場での開発教育の推進、インバウンド

観光振興、地域ブランドや地場産品の海外販路開拓、地域おこし等の多様な分野で活躍して

おり、国内各地の地方創生や多文化共生に貢献している。また、機構は、JICA海外協力隊経

験者の日本社会への還元を促進することを目的とし、在住外国人支援等多文化共生分野、地

方創生分野に資する地方自治体・公的団体・NPO等の求人を紹介する無料職業紹介事業の許

可を2020年12月に取得しており、コロナ禍で帰国直後の隊員が少なく実績も限定的となって

いるものの、2023年3月までに206団体から491の求人登録、138人からの求職登録を得て、8件

の就職成立の実績をあげた（うち2022年度は123団体から300の求人登録、51人からの求職登

録を得て、4件が成立した（地方創生関連2件、多文化共生関連2件））。 

○ 帰国隊員による社会還元の促進について：

LinkedInに公式「JICA海外協力隊」ページを開設し、帰国隊員同士のネットワーキングを促

進している。また、帰国隊員を対象に、「災害ボランティア」「社会還元」「社会起業・兼

業」といったグループの運用を開始し、JICAからの情報提供に加え、帰国隊員同士の情報共

有、意見交換の場として活用を始めている。また、JICA海外協力隊ウェブサイトに、特設サ

イト「帰国後の日本国内への社会還元」を新規設置し、リーフレット「日本も元気にするJICA

海外協力隊」の記事をスマートフォンホでも読みやすいウェブ記事化したほか、元隊員の著

書紹介ページや、クロスロードのOBOGの活躍を紹介するページへ誘導するなど帰国隊員の

社会還元を促進する環境を整備した。 

○ 国際協力人材の育成及びJICA海外協力隊員による社会還元を目的にJICA海外協力隊経験者

向け奨学金制度を導入した。各年度で10名程度を対象に奨学金を給付し、修士・博士の就学

を支援する。2022年度は8名が新規合格となった。

（2）SDGs達成に向けた貢献

幅広い分野での事業実施を通じ、あらゆる分野のSDGs達成に向けて貢献した。特に2022年度

は、SDGｓの17のゴールのうち、10のゴールに関連した8つの分野課題において、機構課題部が

知見や経験を基に、希望する隊員を支援する取組を開始した。例えば、ゴール11「住み続けられ

るまちづくりを」に関連し、廃棄物/環境管理の課題に即した環境教育・啓発活動、廃棄物や環

境汚染状況のデータ収集・分析等に取り組む「きれいな街推進隊」では、13か国22名の隊員によ

り、301回、8,384名に対し、環境教育セミナーやイベントが実施された。  

（3）事業上の課題及び対応方針

新型コロナウイルスの影響が残る中、2022年度は本格的な事業の再開に努めた。今後も、引き

続き特別登録者の赴任を推進するとともに、派遣中隊員数2,000名の達成に向け、海外拠点におい

て案件形成の促進や受入基盤整備、派遣地域の拡大等に取り組む。また、国内に向けては訴求力

のある広報を展開していく。加えて、外国人材受入・多文化共生において、隊員経験者への期待

が高まっていることを受け、派遣前・帰国後の人材育成プログラムを一層充実させていく。 

た。 

- 協力隊経験者

との連携とし

て、神奈川県、

長崎県諫早市、

大阪府八尾市、

愛知県豊田市、

富山県高岡市

等数多くの地

域で、教材開

発、通訳派遣・

翻訳支援、教師

と の 連 携 や

NPO 法人立ち

上げによる活

動に取り組ん

だ。

- これまでの支

援により開発

された良質な

教科書等をウ

ェブサイトで

公開。現時点で

6か国語（英語、

フランス語、ス

ペイン語、アラ

ビア語、日本

語、ポルトガル

語）の教材を発

信するととも

に、文部科学省

が運営する学

習支援情報サ

イトに掲載さ

れた。 

・名古屋出入国在留

管理局との連携によ

り、地方版FRESCを開

催し、入管との連携

で、全国で初となる地

方版FRESC等を実施

した。その他、札幌出
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が有する

地域活性

化・開発事

業への知

見、上下水

道や廃棄

物処理等

の技術や

人材育成

手法等を

活用し、多

様な開発

途上国の

協力ニー

ズに応え

る形での

自治体の

国際協力

事業の実

施、拡充を

重視する。 

 

エ 

NGO/CS

O との連

携 

NGO/C

SO の有す

る知見等

の強みや

アプロー

チの多様

性を国際

協力事業

に活かす

べく、連携

強化を目

指 し て

NGO/CS

O との対

話を強化

し、NGO

る省庁や教

育訓練機関

等の能力強

化や還流人

材活用の促

進に取り組

む。 

 

ウ 地方自

治体との連

携  

地方自治

体の行政の

知見、技術

等の資源を

活用し、開

発途上地域

が抱える課

題解決に資

する事業を

支援する。

その際、地

方自治体及

び国際交流

協会等との

連携を強化

し、国際協

力推進員等

を通じた地

域連携を促

進する。ま

た、地方自

治体間の開

発協力経験

の共有を支

援し、地方

自治体が推

進する海外

展開や開発

協力活動へ

の参入や拡

大にも貢献

 

イ 外国人

材受入・多

文化共生 

・外国人材

から「選ば

れる日本」

に向けて、

外国人材の

適正な受入

及び地域に

おける多文

化共生社会

構築に向け

た取組を積

極的に支援

する。その

際、JICA 海

外協力隊経

験者、国際

協 力 推 進

員、国内拠

点等を通じ

た地方自治

体、NPO、民

間企業等と

の連携及び

海外拠点を

通じた開発

途上地域の

政府関係機

関等との連

携に取り組

む。 

・日本国内

では、JICA

海外協力隊

経験者の紹

介、外国人

材・共生分

野に取り組

む国際協力

No.8-2 外国人材受入・多文化共生 

（1）業務実績 

◎ 外国につながりのある子どもへの教育を推進【①②③⑤】： 

 外国につながる児童・生徒が多数在籍する東海地域の学校現場では、国際理解教育に加え、

外国につながる児童に接する上で役立つ知識・スキルの向上が課題。それら情報の提供の場

として、多文化共生研修を実施した。中部センターでは「海外にルーツを持つ児童・生徒の

教育を考えるフォーラム2022」を教育委員会や学校、地域団体と協働して実施し、全国から

178名が参加した。 

 日系集住地域である島根県出雲市や横浜市鶴見区では、日系サポーター研修員を配置するこ

とにより教育現場の活動を支援している。横浜市鶴見区では、NPO法人ABCジャパン、かな

がわボランタリー活動推進基金21協働事業（神奈川県教育委員会高校教育課・子ども教育支

援課）との共催で、外国につながる児童・生徒・若者や保護者、学校教員を対象に、高校・

大学進学やキャリア育成のガイダンスを実施した。当日はJICA横浜を会場に約120名が参加、

希望者には海外移住資料館見学も実施された。また、神奈川県内の専門学校や大学によるブ

ース出展が行われ、参加者から進学について具体的な相談がなされる場となった。 

 協力隊経験者との連携として、神奈川県、長崎県諫早市、大阪府八尾市、愛知県豊田市、富

山県高岡市等数多くの地域で、教材開発、通訳派遣・翻訳支援、教師との連携やNPO法人立

ち上げによる活動に取り組んでいる。神奈川県では、県教育委員会、JICA海外協力隊経験者

の現役教師等と協力し、「外国につながりのある児童生徒支援を考える会」を立ち上げ、外

国につながりのある児童生徒の特別支援学校・学級での受入に関する事例集を取りまとめて

いる。 

 これまでに機構の支援で開発された良質な教科書等の教材を「国際公共財」と位置づけ、機

構のウェブサイトで公開。現時点で6か国語（英語、フランス語、スペイン語、アラビア語、

日本語、ポルトガル語）の教材を発信。途上国での活用のほか、国内における外国につなが

りのある子どもたちに向け、文部科学省の協力により、同省が運営する学習支援情報サイト

の「かすたねっと」に同リンクが掲載された。「かすたねっと」は外国につながる子ども向

けの情報検索サイトとしては国内最大であり、全国の教員及び日本語指導者が利用してい

る。同サイト掲載により、これら教員・指導者が教材へよりアクセスしやすくなった。今後

も、ウルドゥー語、ネパール語、ラオ語等といったアジア圏の教材を中心に各国実施機関か

ら使用許諾を取り付け次第掲載を予定している。近年、外国につながる児童生徒の母語の多

様化が課題になっており、多くの開発途上国で機構が開発を支援してきた教材が、これら児

童生徒の学習支援に活用されることが期待される。 

 

◎ 入管との連携で、全国で初となる地方版FRESC等を実施【①②③⑤】： 

 名古屋出入国在留管理局との連携により、全国で初となる地方版FRESC（外国人支援のワン

ストップサービス／合同相談会）を2022年12月に中部センターで開催したほか、2023年2月

に「外国につながる子どもたちの未来に向けた連携について」をテーマとした7県の基礎自

治体向けのフォーラムを実施し、50名が参加した。また、名古屋出入国在留管理局が定例開

催している、7県3市多文化共生担当者連絡会議にもオブザーバー参加し、機構の取組を自治

体向けに周知する機会を得た。 

 東北センターが2022年7月に東北の企業・団体向けに開催した、外国人材と地域社会との共

生を促すオンラインセミナーでは、仙台出入国在留管理局からも講師を招き44名が参加した

入国在留管理局との

連携も推進した。 

・群馬県、高崎市、釧

路・根室地域など地方

自治体と連携し様々

なイベント・セミナー

を開催し、・外国人材

受入支援の促進とし

て、以下の取組を推進

した。 

- JICA北陸では、草

の根技術協力事

業の実施団体に、

協力隊経験者が

複数名所属して

おり、地元農業高

校生とインドネ

シア現地農業高

校生との交流を

支援や、外国人材

受入を検討して

いる地元農家の

フォローを行う

など、同地域での

外国人材の受入

支援にも積極的

に取り組んだ。 

- ネパール政府との

間で、技術協力プ

ロジェクトに署名

し、ネパール人材

の渡航前、渡航中、

渡航後にわたっ

て、適時適切なキ

ャリア開発・起業

に資する情報やメ

ンタリングサービ

スを提供するプロ

グラム・体制を構

築、運営すること

で、ネパールの産

業振興に資する人
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と機構の

知見の共

有、連携の

促進に取

り組む。そ

の際、開発

途上地域

が抱える

多種多様

な課題に

対応して

いくため、

研修等を

通 じ た

NGO/CS

O の組織

基盤強化・

事業実施

能力向上、

海外拠点

等と連携

した情報

発信を重

視する。 

 

オ 大学・

研究機関

との連携 

開 発 途

上地域の

課題解決

や SDGs

の達成に

向け、国内

の大学・研

究機関と

の連携を

推進する。

その際、我

が国の開

発経験等

を学ぶ機

する。 

 

エ 

NGO/CSO

との連携 

NGO/CS

O と共に開

発課題に対

する知見を

深 め 、

NGO-

JICA 勉強

会 等 を 通

じ、連携強

化の促進を

図る。その

際 、

NGO/CSO

の有する強

みやアプロ

ーチの多様

性の活用を

重視する。

また、海外

拠点の現地

市民社会の

情報収集・

発信体制を

強化し、本

邦

NGO/CSO

の現地活動

の活性化、

案件形成の

促 進 を 図

る。さらに、

NGO 等活

動支援事業

において、

地域ネット

ワ ー ク

NGO の役

推進員の配

置、多文化

共生イベン

ト等への支

援や理解促

進に取り組

む。また、外

国人向け多

言語ポータ

ルサイト構

築・運用支

援や各種セ

ミナー、情

報提供、ネ

ットワーキ

ング機会の

提供を含め

て「責任あ

る外国人労

働者受入れ

プラットフ

ォーム（JP-

MIRAI）」等

を通じた地

方自治体、

NPO、民間

企業等との

連携強化に

取り組む。 

・開発途上

地域では、

労働政策を

所管する省

庁や教育訓

練機関等の

能力強化や

還流人材活

用の促進の

ため、各種

調査の実施

や技術協力

案件の形成

ほか、北海道センターでは2022年10月に主として道南地域の企業・団体等を対象に、適正な

外国人雇用と人材活用を考えるオンラインセミナーを札幌出入国在留管理局函館出張所か

らも講師を招き実施し、35 名が参加した。2022年6月と11月には釧路市及び中標津町での多

文化共生イベント「JICAfe2.0」において、札幌出入国在留管理局釧路港出張所による在住外

国人向け無料相談会を実施し、イベント全体で214名が参加した。2023年2月の帯広での「国

際フェスタ」でも同様の相談会を実施するなど、入管との連携が各地で展開されている。 

 札幌出入国在留管理局とは2022年12月に釧路市、帯広市、機構による行政懇談会を実施、そ

の後2023年2月には入管、帯広市、機構による「帯広市における外国人材受入・多文化共生に

かかる意見交換会」を開催し、市の在留外国人の状況について共有し、関係機関を巻き込み

つつ、３者で連携する方策を検討している。 

• 入管全職員向けに同庁が発行している広報誌「にゅうかん TIMES３月号」にて、札幌出入国

在留管理局釧路港出張所と北海道センターによる連携の取組や効果が紹介され、機構との相

互連携が入管全体として促進されている。 

 

◎ 地方自治体との連携で外国人材支援・多文化共生社会を推進【①②③⑤】： 

 群馬県では、「多文化共生・共創推進条例」を2021年4月に施行後、その実現を目指しており、

同年12月には県と機構との間で包括連携協定を締結した。2022年度に実施された県知事と機

構理事長の対談では、県知事より、途上国と日本の違いをODAや人材交流などの活動を通じ

て把握し、成果を上げてきた機構のノウハウに大いに期待する旨述べられた。現在は、国際

協力に関する従来からの連携に加え、群馬県の多文化共生・共創社会の実現に向け、①多文

化共生・共創の促進、②双方職員、関係者、県民の人材育成促進、③県の知見をいかした技

術協力の促進、④県内中小企業の海外展開の促進、の4つを柱とした活動に取り組んでいる。

これら同県との包括連携協定に関わる活動の中で、2022年8月に機構・県の職員が参加し、国

際協力と地域活性化の相互促進に資する施策の検討と双方の人材育成を目的とした政策交

流会を実施した。2023年2月には本交流会の成果として機構・群馬県共催により外国人介護

人材の受入準備オンラインセミナーを実施した。このセミナーは、「多文化共生・共創社会

の実現」を標ぼうする県知事のイニシアティブのもと、不足している介護人材の積極的な受

入れを促進することを狙ったものであり、外国人材の受入れを検討している群馬県内の介護

事業者・関係者を含む、70以上の団体・個人が参加した。 

 高崎市との共催により、親日国で若年人口が多いウズベキスタン人材の魅力を紹介するセミ

ナーを実施した。ハイブリッド形式で130名、対面で80名が参加し、会場は満席となった。高

崎市はオリンピック・パラリンピックでウズベキスタン新体操チームのホストタウンだった

が、新たな角度からの交流の拡充を機構から提案した。具体的には、ウズベキスタンは、日

本政府が技能実習生や特定技能人材の来訪促進のための覚書を2019年に新たに締結した国

のひとつであり、二重内陸国である同国の売りでもある「人材」の育成に貢献しつつ、これ

まであまり知られてこなかった「新たな国」としてウズベキスタンの人材を紹介することで、

少子高齢化の日本が優良な働き手を得る可能性を広げる旨を提起した。また、JICA 東京高

崎分室もメンバーである群馬大学の「グローカル・ハタラクラスぐんま」プロジェクトでは、

外国人留学生の県内定着及びグローカルな人材育成を目指すインターンシッププログラム

を実施し、機構も受入先となった。群馬大学および高崎経済大学の留学生 9 名を含む計 12 

名の学生が参加し、学生たちはJICA民間連携事業を受託した県内中小企業の高い技術力や県

の活性化と途上国への貢献・還流の具体的な取組に加え、責任ある外国人労働者受入れプラ

材育成に寄与し

た。 

・JP-MIRAI では、外国

人への情報発信を目

的とした「JP-MIRAI

ポータル」のほか、外

国人相談・救済パイロ

ット事業「JP-MIRAI

アシスト（相談窓口）」

を開設し、来日中の外

国人への支援を拡大

した。 

 

３．地方自治体との連携 

【指標 8-3】地方自治体と

の連携に係る取組の促進

状況 

 中期計画の取組を着実

に実施したことに加え、以

下の特筆すべき実績が認

められた。 

・連携協定や人材交流

等を拡大・推進とし

て、以下の取組を行っ

た。 

- 北海道名寄市、岩

手県陸前高田市、

島根県海士町、熊

本県、千葉県に職

員を出向させ、機

構の事業と地方

自治体の取組の

連携を推進する

ことにより、各地

方自治体の国際

協力や草の根技

術協力実施の支

援、国際人材の育

成等に貢献した

ほか、当該地方自

治体の課題解決・

活性化に取り組
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会の提供

を通じた

親日派・知

日派リー

ダーの育

成及び科

学技術協

力を通じ

た新たな

知見や技

術の獲得

を重視す

る。 

 

カ  開発

教育 

我 が 国

の開発協

力の担い

手の裾野

拡大、地域

活性化及

び多文化

共生を促

進するた

め、開発教

育を推進

する。その

際、教育関

係機関と

の積極的

な連携、開

発教育の

取組を通

じた開発

協力への

理解及び

参加並び

に多文化

共生への

理解を重

視する。 

割強化を推

進する。 

 

オ 大学・

研究機関と

の連携 

大学・研

究機関の有

する専門的

知見、ネッ

トワークを

活用した事

業を実施す

る。特に、

科学技術協

力事業を通

じ、開発途

上国と日本

との地球規

模課題解決

への新たな

知見や技術

の獲得・発

展を推進す

る。また、

開発途上地

域の課題解

決や SDGs

達成に我が

国と共に取

り組む親日

派・知日派

のリーダー

を確保、育

成すべく、

国内の大学

と連携し、

大学の特性

や方針を踏

まえ、質の

高い就学機

会を確保・

に 取 り 組

む。 

 

ウ 地方自

治体との連

携 

・地方自治

体の行政の

知見、技術

等を活用し

た支援に取

り組む。ま

た、開発途

上地域にお

ける事業の

質の向上及

び担い手の

裾野拡大を

目指し、自

治体連携事

業の優良事

例を蓄積・

発信すると

ともに、自

治体間で事

例や経験を

共有する機

会を提供す

る。 

・特に、自治

体の SDGs

計画策定支

援や草の根

技術協力事

業実施によ

る開発協力

活動及び地

域 の 国 際

化、海外展

開を後押し

す る こ と

で、国内外

ットフォーム（JP-MIRAI：Japan Platform for Migrant Workers towards Responsible and Inclusive 

Society）について学んだ。また受入企業側にとっても意欲の高い留学生や日本人学生と交流

できるよい機会となり、その様子は地元メディアで大きく報道された。 

 釧路・根室地域における外国人材支援・多文化共生社会推進を目的に「JICAfe2.0イベント（対

面2回／オンライン6回）」を地方自治体（両地域13自治体のうち6自治体で実施）、札幌出入

国在留管理局釧路港出張所、地方創生分野（観光振興、酪農等）で活躍する同地域在住のJICA

海外協力隊経験者や、公益社団法人北海道国際交流・協力総合センター（HIECC）、地元の

日本語学校等との連携により、外国人材向け生活相談及び外国人材と共生する地域社会の国

際化・多文化共生に資するトークセッション・パネル展等を実施した。連携団体からは「イ

ベント実施に向けた一連の協働プロセスを関係者間で共有できたことで、自治体を軸とした

外国人材受入支援及び多文化共生社会構築に向けた地域プラットフォーム形成の推進を図

ることができた。また、各関係団体の強みを活かし合い、弱みを補完し合える連携体制の構

築が促進された」等、社会参加に意欲のある外国人及び多文化共生に理解のある日本人の育

成、外国人と地域コミュニティ、地方自治体等との橋渡しに資する幅広い訴求効果（参加者

331名うち外国人50名、協働パートナー開拓54団体・個人、地方メディア掲載17回）を得た。 

 

◎ 外国人材受入支援の促進【①②③⑤】： 

 JICA北陸では、草の根技術協力事業「技能実習生の帰国後就農・起業支援を通じた人材還流

促進プロジェクト」において、実習生を送り出しているインドネシアの農業訓練センター

（ICAT）の行政官を5名招へいし、関東と福井の実習生受入れ機関（農家）や監理団体を訪

問した。ICAT行政官が現場を見学し、農家や監理団体、実習生と意見交換することで課題を

認識し、研修プログラムの改善を見込んでいる。本事業の実施団体には、インドネシアをは

じめとする協力隊経験者が複数名所属しており、協力隊の活動経験を活かして草の根技術協

力事業に従事するとともに、地元農業高校生とインドネシア現地農業高校生との交流を支援

するなど、両国をつなぐコーディネーターとしての役割も果たしている。また、実施団体が

有するノウハウを自社のウェブサイトで外部公開し、外国人材受入を検討している地元農家

のフォローを行うなど、同地域での外国人材の受入支援にも積極的に取り組んでいる。現在

実施中の「官民協力による農産物流通システム改善プロジェクト（フェーズ2）」では、技能

実習生が目的意識を持って実習に挑み、帰国後の将来像を明確にするための支援として、

ICATが実施する派遣前研修で補完的な研修・講義を行っており、同講義で草の根事業実施団

体が講師として参画している。同活動はICATの講師・トレーナーに対する技能実習生へのビ

ジネスアイデア（ビジネスプラン）作成支援に係る技術移転・能力強化を目的としており、

技術協力プロジェクトと草の根技術協力事業の親和性は高く、同連携による相乗効果が期待

されている。 

 宮崎大学、宮崎市、県内民間企業等での日本語研修や企業インターンシップを通じ、バング

ラデシュ若手ICT技術者の宮崎への戦略的導入を推進するB-JET（Bangladesh-Japan ICT 

Engineers’ Training Program）事業を継承し、宮崎大学と現地大学が共同で「Post B-JET事業」

を推進（同事業の予算は啓林館から寄附講座の形で確保）。2022年度は、草の根技術協力事

業「宮崎-バングラデシュ-ICT人材育成事業（B-MEET）」（2022年4月開始）にて、バングラ

デシュ側での受皿人材（宮崎県内企業のビジネスパートナーとなる人材）の育成体制及び両

国経済団体の交流体制の構築を支援した。B-JET/Post B-JET事業にて宮崎に受け入れてきた

高度外国人材を起点としつつ、バングラデシュ・宮崎間における人材の循環と両者間でのビ

んだ。 

- 全国の各都道府

県の国際協力協

会等に合計 65 人

の国際協力推進

員を配置し、自治

体が実施する国

際協力事業を共

に推進したほか、

JICA 地方センタ

ーの事業促進に

貢献した。 

- 愛媛県の地域創

生・多文化共生を

担う人材を育成

する「愛媛グロー

カル人材育成プ

ラットフォーム」

を立ち上げ、多文

化共生社会の実

現、地域活性化を

担う人材の確保・

育成に貢献して

いる。 

- 三陸地域の課題

解決のための三

陸地域 8自治体と

「さんりく連携」

（三陸連携プロ

グラム）を実施

し、機構は地域と

世界を直接つな

ぐ望ましいパー

トナーであると

の評価を得た。 

・地域の国際化や自治

体の戦略策定に関与

するなど、以下の取組

を行った。 

- JICA 沖縄 所長

が、伊平屋村第５

次伊平屋村総合
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キ  日系

社会との

連携 

中南米及

び国内日

系社会の

諸課題へ

の対応力

強化のた

め、我が国

と日系社

会を結ん

だ協力の

相乗効果

の追求、日

系社会を

核とした

親日派・知

日派との

関係強化、

日系社会

の持続的

発展の支

援を行う。

その際、多

文化共生

推進等の

今日的課

題にも留

意して、日

系社会を

核として

我が国の

良き理解

者となり

得る人々

を巻き込

んだ取組、

次世代人

材の育成、

日系アイ

提供する。

さらに、大

学・研究機

関による学

生や地域社

会への開発

協力の経験

の還元を支

援し、大学・

研究機関や

地域の国際

化にも貢献

する。 

カ 開発教

育 

児童生徒

や市民が世

界の多様性

や課題、我

が国と世界

との関係等

を理解し、

主体的に考

える力や、

課題の解決

に向けた取

組に参画す

る力を養う

こと、さら

には、開発

途上地域と

の結びつき

による地域

活性化や地

域社会にお

ける多文化

共生促進に

貢献するた

め、研修、

教材制作等

による学校

や地域社会

の SDGs 達

成の推進に

も 貢 献 す

る。 

 

エ 

NGO/CSO

との連携 

・NGO/CSO

が有する知

見等の強み

やアプロー

チの多様性

を活用し、

開発途上地

域のニーズ

に沿った事

業を実施す

る。また、事

業の質の向

上及び担い

手の裾野拡

大を目指し

て

NGO/CSO

との対話及

び能力強化

研修等を実

施する。 

・特に、コロ

ナ禍で被害

が深刻なぜ

い弱層への

支援事業の

形 成 に

NGO/CSO

と共に取り

組む。 

・コロナ禍

において引

き続き現地

渡航が困難

ジネス提携の促進を図る。  

• 日本での就労を検討・予定している方や外国人材の受入れを検討する企業向けの教材（9 本）

を YouTube で公開（URL:https://www.jica.go.jp/japancenter/document/index.html）した。日本セ

ンター事業における外国人材受入支援の一環として、特定技能試験を実施する 3 業種の業界

団体の協力も得つつ作成した。同教材は、10 か国語に翻訳して公開されており、総計 8,081

回の視聴を記録しているほか、モンゴルにおいては、同教材がテレビにて放映された（2023

年 3 月）。また、キルギス、モンゴル、カザフスタンの日本センターが共同で、経済産業省及

び国内４自治体等の登壇を得て「内陸アジア遊牧文化圏日本センター合同事業 日本留学後

の高度人材就職セミナー」（参加者 281 名）を開催した。加えて、モンゴル日本センター・茨

城県・JICA 筑波の連携で、日本からの帰国留学生と茨城県企業との意見交換会を開催し、県

内企業にはモンゴル人材を知る機会、モンゴル人材にはキャリア形成の一環として、日本の

中小企業で働く魅力を知る機会になるなど、相互にメリットある会合となった。その他、カ

ンボジア日本センター主催の就職フェアに横浜市及び日本貿易振興機構（JETRO：Japan 

External Trade Organization）が参画し横浜で働く魅力を伝える「Working and Living in Yokohama 

City, Japan」を開催するなど、日本センターと本邦関係機関（含：地方自治体）間の連携に基

づく取組が拡大している。 

• ネパール政府との間で、技術協力プロジェクト「海外就労者キャリア開発・起業家支援プロ

ジェクト」に関する討議議事録（R/D：Record of Discussions）に署名した。十分な給与水準

を満たす就労機会が少ないネパールで海外就労者が急増している状況の中、日本での就労を

終えて帰国する人材が日本での経験や知識を活かし就労や起業し、現地の産業振興に貢献す

ることが期待されている。ネパール人材の渡航前、渡航中、渡航後にわたって、適時適切な

キャリア開発・起業に資する情報やメンタリングサービスを提供するプログラム・体制を構

築、運営することで、ネパールの産業振興に資する人材育成に寄与することを目的にプロジ

ェクトを実施する。 

 

◎ JP-MIRAIを通じて来日中の外国人への支援を拡大【①②④⑤】：機構が共同事務局として

参画するJP-MIRAIでは、外国人への情報発信を目的とした「JP-MIRAIポータル」のアプリを

2022年6月にリリースしたほか、外国人相談・救済パイロット事業「JP-MIRAIアシスト（相

談窓口）」を2022年5月に開設した。2022年3月17日に開設したJP-MIRAIポータルの累計ペー

ジ閲覧数は20万、ユーザー登録者数は1,962名（いずれの数値も2023年3月時点）となった。

移住のあらゆる段階における外国人が、日本での労働・勉強・生活に関する正確で時宜にか

なう情報について、アクセスが容易で透明性が確保された状態で収集することができるよ

う、また、来日中の外国人が、労働・生活に係る困りごとを気軽に相談できるよう（JP-MIRAI

アシストの活用）、より多くの外国人本人や、送り出し・受入れ地域・団体等への普及に注

力している。相談窓口アシストにはこれまで約670件の相談が寄せられ、労働や在留、生活に

係る相談に専門的知見を有する相談員と共に丁寧に対応したほか、外国人の身近な存在で支

援者となり得る日本人向けの研修を北海道、石川県、徳島県、長崎県、沖縄県で実施した。

また、地方自治体との連携強化として、宮崎県、群馬県、及び岡山県美作市と連携して勉強

会を開催した。2022年12月9日のJP-MIRAI公開フォーラムでは内閣総理大臣補佐官（国際人

権問題担当）が、JP-MIRAIの相談・救済事業を通じて「ビジネスと人権」への理解が深まっ

ているとし、今後の活動によって、更にビジネスの変化が進むことを期待する旨言及があっ

た。 

計画の委員に就

任し、SDGs 推進

の視点や女性参

画の必要性など

から計画策定に

貢献した。また、

第 5次浦添市まち

づくり生涯学習

推進計画策定（素

案）においても、

国際交流・平和と

ともに、新たに

「多文化共生」が

加えられた。 

- JICA 東北 所長

が、宮城県が主催

する「みやぎ国際

戦略プラン」懇話

会の委員となり、

第 5 期「みやぎ国

際戦略プラン」

（ 2022 ～ 2024

年）のなかに、

「（6）国際交流・

国際協力の推進，

国際的な人材の

育成」や、「（4）外

国人材の受入と

多文化共生の推

進」がプラン内に

位置付けられた。

また、「山形県国

際戦略検証委員

会」の委員とな

り、「第 2 次山形

県 国 際 戦 略 」

（ 2020 ～ 2024

年）のなかに、「地

域の国際化」や

「JICA 海外協力

隊派遣の推進」と

して、多文化共生
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デンティ

ティを認

識しつつ

そのメリ

ットを感

じられる

ような活

動を重視

する。 

における開

発教育の促

進を支援す

る。その際、

学校や教育

委員会等の

教育関係機

関、NGO、

民間企業等

と連携して

効果的に事

業を推進す

る。また、

地球ひろば

を含む国内

拠点等を通

じて、開発

課題や国際

協力に対す

る 理 解 促

進、地域に

密着した国

際協力活動

の支援に取

り組む。 

 

キ 日系社

会との連携 

中南米及び

国内日系社

会の諸課題

への対応力

強化に貢献

するため、

日系社会と

の連携強化

に向けた取

組を支援す

る。日系社

会が外国人

材 受 入 支

援・多文化

な状況が継

続すること

から、案件

形成に資す

る現地情報

を調査・提

供すること

により、各

NGO/CSO

の事業継続

を 支 援 す

る。 

 

オ 大学・

研究機関と

の連携 

・大学・研究

機関の有す

る専門的知

見、ネット

ワークを活

用した事業

を 実 施 す

る。 

・コロナ禍

における人

の国際的な

移動の制限

はあるもの

の、政府と

の調整を行

い JICA 留

学生の来日

を 実 現 さ

せ、学びの

機会を確保

するととも

に、大学や

研究機関の

国際化にも

貢献する。 

・特に、科学

 

○ 政府政策への貢献、政府・国際機関との連携： 

 2022年6月に新たに策定された「外国人との共生社会の実現に向けたロードマップ」では、機

構に関連する施策として、「社会参加に意欲のある外国人等への支援等」（多文化共生社会

構築に向けて外国人地域リーダーの育成、国際協力推進員等の活動推進など）が記載された。

「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（令和4年度改訂）」では、令和2年度より

機構が実施する5つの施策が明記されており、これらの5施策を維持しつつ、うち3施策に「日

本語教育に係るボランティア事業」「送出国の実態把握・法令等の調査」「社会参加に意欲

のある外国人及び多文化共生に理解のある日本人の育成、外国人と地域コミュニティ、地方

公共団体等との橋渡し、外国人向けの日本理解を促進する講座や日本語教育の支援などによ

り、外国人・日本人の双方が共生社会の担い手となるような体制構築支援」等新たな取組が

拡充された。ロードマップ及び総合的対応策に掲げられた施策に基づき、2022年度は国際協

力推進員（外国人材・多文化共生）を追加配置しながら、「外国人材受入れ・多文化共生社

会構築」に向けた多岐に亘る取組を着実に推進した。 

 日本経済団体連合会（経団連）、公益財団法人日本国際交流センター（JCIE）、機構がそれ

ぞれ外国人材受入れに関する調査研究・提言を行ったことを契機に 、「『選ばれる国』にな

るために‐共生社会実現へのアジェンダ」と題したオンラインセミナー形式のシンポジウム

を共催、民間企業、省庁、自治体、大学、NPO 等幅広い層から計321名（うちメディア7社10

名）が参加した。経団連副会長、前法務大臣からの挨拶、機構理事長による基調講演の後、

パネルディスカッションが行われ、共生社会実現に向けた各組織の取組、課題、今後の方向

性が述べられた。 

 国際機関との連携として、2023年1月6日にILO駐日事務所と、企業活動における人権侵害を

防ぐ「ビジネスと人権」の促進を目的とした協力覚書を締結した。「ビジネスと人権」分野

の包括的な協力覚書を交わすのは機構・ILO 駐日事務所いずれにとっても初であり、今後双

方の専門性や知見を活かしながら、ビジネスと人権の取組をより効果的に促進することを目

指し、連携を強化していく予定。 

 

○ 防災：関西では、国内地域の防災担い手である「防災士」を育成する日本防災士機構、日本

防災士会と協働のもと、防災士を対象の中心とした多文化共生防災セミナーを 2023 年 2 月

に開催。防災研究の専門家や防災の活動経験を持つ協力隊経験者等を講師に迎え、在住外国

人を含む地域防災推進の重要性を参加者に伝えた。セミナーには防災士のほか、自治体、国

際化協会や NPO/NGO 団体の参加もあり、それぞれの取組を理解する良い機会となった。セ

ミナー後に実施したアンケートでは、平時から日本人住民と外国人住民の関係性構築によっ

て外国人住民の持つ防災力が引き出され、地域全体の防災力向上につながるという多文化共

生防災の考え方への賛同や、機構・防災士会・その他防災関係団体との連携を期待するコメ

ント等があり、セミナーを開催することで、外国人を含む地域防災体制強化に取り組む自治

体や国際化協会と、各地域で防災活動に取り組む防災士の連携を考えるきっかけとなったと

言える。 

 

○ JICA四国では、NGO等提案型プログラムとして、基礎自治体と連携し在住外国人への防災啓

発活動を実施した。2022年7月に徳島県海陽町で開催した防災ワークショップに続き、2023

年2月に高知県黒潮町でも開催した。黒潮町では、技能実習生と高校生が、被災時に共助の存

の推進や国際交

流の促進が位置

付けられた。 

- JICA 北海道（帯

広）が、「2050 年

ゼロカーボン」計

画策定に向け、帯

広市環境モデル

都市推進協議会

構成員向けの意

見交換会（実務者

級）に出席し、現

状分析、削減目標

（案）、施策（案）

等に対するイン

プットを行った。 

・岩手県釜石市や陸前

高田市、岩手県遠野

市、島根県海士町、熊

本県人吉球磨地域（八

代市、芦北町、玉東町）

において、JICA 海外

協力隊候補者による

地域密着型 OJT によ

り地域活性化に貢献

した。 

 

４ ． NGO/CSO （ Civil 

Society Organization）と

の連携 

【指標 8-5】NGO/CSO 連携

や事業実施能力の強化に

係る取組の促進状況 

 中期計画の取組を着実

に実施したことに加え、以

下の特筆すべき実績が認

められた。 

・イランで初めて草の

根技術協力事業「イラ

ンのバリアフリー支

援事業」を実施し、バ

リアフリーの推進事
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共生社会構

築や地方活

性化等の今

日的な国内

の課題解決

においても

重要なパー

トナーであ

ることを踏

まえ、我が

国と日系社

会を結んだ

協力の相乗

効 果 の 追

求、日系社

会を核とし

た親日派・

知日派との

関係強化、

日系社会の

持続的発展

の後押しに

取り組む。

その際、日

系社会を核

として我が

国の良き理

解者となり

得る人々の

巻き込みや

次世代人材

の育成・日

系アイデン

ティティ維

持に留意し

つつ、地方

自治体（特

に移民送出

県や日系人

集住都市）

や企業等が

進める事業

技術協力事

業を通じ、

開発途上地

域と日本と

の地球規模

課題解決へ

の新たな知

見や技術の

獲得・発展

を 推 進 す

る。 

カ 開発教

育 

・児童生徒

や市民が世

界の多様性

や課題、我

が国と世界

との関係等

を理解し、

主体的に考

える力や、

課題の解決

に向けた取

組に参画す

る力を養う

こと、さら

には開発途

上地域との

結びつきに

よる地域活

性化や地域

社会におけ

る多文化共

生促進に貢

献 す る た

め、研修、教

材制作等に

よる学校や

地域社会に

おける開発

教育の促進

在になることを目指し、町内の高校において、同町在住のベトナム、ミャンマー及びカンボ

ジア人の技能実習生13名並びに同高校生徒17名のほか、四国内のNGO・自治体関係者等合計

70名の参加者が集まり、津波被害を想定した防災ワークショップを開催した。本ワークショ

ップは、一度の行事で「防災」「多文化共生」「開発教育」という三つの異なる行政課題に

対応するとともにNGOのネットワーク化推進の観点も加味し、相乗効果を目指したもの。次

年度に香川県小豆島町・愛媛県西条市でも同様の活動を実施する予定。南海トラフ沖地震の

発生が予測される中、四国に在住する災害の少ない国からの技能実習生は不安を抱えてお

り、より安心して日本で生活できるための支援を心がけている。 

 

○ 北海道内の自治体と連携しながら取組推進の礎とすべく、「多文化共生と防災」の取組を共

有するオンライン勉強会を2022年7月に開催した。阪神・淡路大震災や胆振東部地震の経験

を踏まえた取組事例を関西センター、北海道センターから共有し、地域の防災力向上を通じ

た共生社会の実現に向けて何が出来るかを考える場となった。 

 

○ トルコ事務所では、2022年11月に防災・災害×外国人に係る知見共有セミナーを開催し、主

にトルコで難民や外国人への支援を行っているローカルNGO、国際NGO、国際機関、二国間

ドナーのトルコ事務所や、防災関連の専門家であるトルコ人の学者等合計50名を超える参加

があった。現地のNGOの中には難民支援の一環として防災・災害対応も手掛ける機関が増え

ており、後日、情報交換として個別面談の依頼があるなど、日本の防災・災害対策の知見へ

の大きな期待を得られたとともに、「誰も取り残さない」防災・災害対策支援の重要性が再

確認された。 

 

（2）SDGs達成に向けた貢献 

外国人材受入・多文化共生事業では、「教育（SDGsゴール4）」、「経済成長と雇用（SDGsゴール

8）」「平和で包摂的な社会の促進（SDGsゴール16）」の達成に貢献する自治体等と連携した事業

が多数展開された。 

また、機構が設立に関与したJP-MIRAIは、ぜい弱な外国人労働者の人権の保護を促進し、「人

間の安全保障」の考え方を主導するプラットフォームの一つとして、セミナーや勉強会、国内外

への発信を通じ、「誰一人取り残さない」というSDGsの理念と一致する活動に取り組んだ。 

 

（3）事業上の課題及び対応方針 

機構が設立に関与している「JP-MIRAI」の運営が持続可能なものとなるよう、自立性・透明性

を高めていくとともに、政府や民間セクター、国際機関、自治体等と機構の外国人材受入・多文

化共生事業の取組の連携を促進していく。 

 

No.8-3 地方自治体との連携 

（1）業務実績 

◎ 連携協定／人材交流等を拡大・推進【①②④⑤】： 

• 機構は、北海道名寄市、岩手県陸前高田市、島根県海士町、熊本県、千葉県に職員を出向さ

せ、開発途上国における協力事業や研修事業、JICA ボランティア事業等において、機構の事

業と地方自治体の取組の連携を推進することにより、各地方自治体の国際協力や草の根技術

協力実施の支援、国際人材の育成等に貢献したほか、開発途上国において地域の活性化に取

業が、結果として障害

者の尊厳回復にも効

果をもたらすことが

できた。 

・ベトナムにおける草

の根技術協力事業の

公益財団法人が、地域

資源をフル活用した

コミュニティ・ベース

ド・ツーリズムサイト

を構築した好事例に

ついて、ベトナム国内

のみならず、ASEAN

諸国の国際会議等に

多数出席し、積極的に

発信した。 

・ギニア向けの草の根

技術協力事業のカウ

ンターパート機関で

あるエンガ州保健局

は、村落保健育成や地

域保健・健康啓発のた

めの年間予算を追加

した。さらに、他郡へ

事業展開するために

海外ドナーからの資

金調達を行った。 

 

５．大学・研究機関との連

携 

【指標 8-6】開発途上国の

研究機関と共同で新たな

知見や技術の獲得に向け

た研究の推進状況 

 年度計画の取組を着実

に実施した。 

 

６．開発教育 

 中期計画の取組を着実

に実施したことに加え、以

下の特筆すべき実績が認

められた。 
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との連携強

化、日本語

教育支援、

海外移住資

料館の運営

体制強化等

に 取 り 組

む。 

を 支 援 す

る。 

・特に、高等

学校で 2022

年度から導

入される新

学習指導要

領を十分に

考慮し、学

校や教育委

員会等の教

育 関 係 機

関、NGO、民

間企業等と

連携して効

果的に事業

を 推 進 す

る。 

・多文化共

生の推進に

向けて、各

地域の外国

につながる

児童生徒の

状況を踏ま

え、これま

での取組も

参考にして

効果的な取

組を引き続

き行う。 

・また、地球

ひろばを含

む国内拠点

等 を 通 じ

て、開発課

題や国際協

力に対する

理解促進、

地域に密着

した国際協

力活動の支

り組んだ経験・知見を持つ機構職員が、当該地方自治体の課題解決・活性化に取り組んだ。 

• 全国の各都道府県の国際協力協会等に合計 65 人（2023 年 3 月末時点）の国際協力推進員を

配置し、自治体が実施する国際協力事業を共に推進したほか、JICA 東京（群馬・高崎分室）・

JICA 中部・JICA 関西・JICA 中国・JICA 東北・JICA 四国に地域連携アドバイザーを配置し、

所管地域の全体の結節点として、機構内外のリソースを活用した事業促進に貢献した。 

 北海道更別村への職員派遣（2019年10月開始）を継続し、村内の学校や福祉施設での国際理

解教育・イベントを通じて地域の国際化、SDGsを推進したほか、同村の農業・デジタル化の

取組をいかしてラオス青年研修を実施した。 

 2022年6月に愛媛県と連携覚書を締結し、愛媛県の地域創生・多文化共生を担う人材を育成

する「愛媛グローカル人材育成プラットフォーム」を立ち上げた。愛媛県の産学官民の連携

によるJICA海外協力隊への参加促進とともに、県内への就学、就職、移住促進等に係る情報

発信を通じ協力隊志望者の増加、帰国後の県内定着と、愛媛県の多文化共生社会の実現、地

域活性化を担う人材の確保・育成を目指す。 

 2022年11月に沖縄県と連携協定を更新し、沖縄県‐パラオ連携覚書（MOU）締結へ向けた支

援を行った。 

 三陸地域8自治体を一つの地域とみなし、機構が有する国内事業の複数の援助手法により、

三陸地域の課題解決のための「 グローカル」人材育成と「関係人口」作りを行う「さんりく

連携」（三陸連携プログラム）を実施。2023年1月には岩手県遠野市と連携覚書を締結し、遠

野市長からは、機構は地域と世界を直接つなぐ望ましいパートナーであるとの発言があっ

た。 

 帯広地域では、釧路・根室地域の多様なアクター（出入国在留管理局、協力隊経験者、地域

おこし協力隊、在住外国人等）を結ぶ「地方創生×国際協力」をテーマにしたリレー形式のオ

ンラインイベントを開催。再生可能エネルギー、教育、酪農、海洋環境保全等をテーマにし

た各種取組を紹介するとともに、地域のネットワーク化を推進した。 

 タイ外務省国際協力局（TICA）による初の日本派遣となるボランティア（Friends From 

Thailand：FFT）が北海道釧路市に派遣され、地域の雄大な自然やアイヌ文化等の魅力をタイ

人の目線から SNS 等で発信するとともに、タイ人向け旅行商品を開発しインバウンド創出

に寄与し、釧路市から、外国人初となる釧路市観光大使に任命された。国際協力推進員が釧

路市や阿寒湖温泉地区関係者との間に入って側面支援を実施し、釧路市より謝意が示され

た。同受入れは、地元紙でもたびたび取り上げられるとともに東京新聞夕刊一面に紹介され

るなど、インパクトの大きな取組となった。 

 

◎ 自治体の戦略策定に関与し、地域の国際化や多文化共生を推進【①②⑤】： 

 JICA東京は2022年8月末に群馬県・機構双方の職員合同政策交流会を実施した。3分野（IT、

介護、養蚕）を取り上げ県内の企業等を視察し、同分野における外国人材受入・海外展開・

機構との連携可能性について、双方職員が意見交換を行った。 

 JICA沖縄所長が、伊平屋村第５次伊平屋村総合計画の委員に就任し、SDGs推進の視点や女

性参画の必要性などから計画策定に貢献した。また、JICA沖縄市民参加協力課長が第5次浦

添市まちづくり生涯学習推進計画策定に係るまちづくり生涯学習推進協議会の委員を務め、

同基本計画（素案）における基本13施策において、国際交流・平和とともに、新たに「多文

化共生」が加えられた。 

 JICA東北所長が、宮城県国際政策課が主催する「みやぎ国際戦略プラン」懇話会の委員とな

・国際協力と SDGs へ

の地域の窓口「なごや

地球ひろば」総来館者

数が 100 万人を達成

した。高校の探究学習

や夏季休暇期間中の

課題に取り組む児童・

生徒の主体的な学習

に活用され、地域の学

校現場への開発教育

に大きく貢献した。 

・JICA 北海道（帯広）

の施設を大規模改装

し、360 度カメラで撮

影した映像により開

発途上国の現場を疑

似体験できる3Dスク

リーンや、ゲーム感覚

で SDGs を学べるな

ど体験型展示を導入

し、デジタル技術を活

用した体感型・体験型

の開発教育を推進し

た。 

 

７．日系社会との連携 

 中期計画の取組を着実

に実施したことに加え、以

下の特筆すべき実績が認

められた。 

・ボリビアのオキナワ

移住地と沖縄県との

経済交流プロジェク

トの一環として、ウチ

ナーンチュ大会を沖

縄県と初めて共催し

た。本大会では、ボリ

ビア在住の日系青年

の代表者 2 名がビジ

ネスシンポジウムで

アイデアを発表する

など、多数のメディア
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援にデジタ

ル技術を効

果的に活用

して引き続

き 取 り 組

む。 

 

キ 日系社

会との連携 

・中南米及

び国内日系

社会の諸課

題への対応

力強化に貢

献 す る た

め、日本と

日系社会を

結んだ協力

の相乗効果

の追求、日

系社会を核

とした親日

派・知日派

との関係強

化、日系社

会の持続的

発展の後押

しに取り組

む。また、日

系社会を核

として日本

の良き理解

者となり得

る人々を巻

き込み、次

世代人材の

育成、日系

アイデンテ

ィティを認

識しつつそ

のメリット

を感じられ

り、概ね年1回開催される懇話会に出席、席上で「戦略プラン」作成に資する意見表明や機構

事業で得られた知見・経験の共有等を実施。その結果、第5期「みやぎ国際戦略プラン」（2022

～2024年）のなかに、「（6）国際交流・国際協力の推進，国際的な人材の育成」が位置付け

られ（「JICA国際協力事業等を活用した国際協力を実施」と明記）、「（4）外国人材の受入

と多文化共生の推進」もプラン内に位置付けられた。また、同所長は山形県みらい企画創造

部が主催する「山形県国際戦略検証委員会」の委員となり、「山形県国際戦略」への意見表

明や機構事業で得られた知見・経験の共有等を実施した。その結果、「第2次山形県国際戦

略」（2020～2024年）のなかに、「地域の国際化」として、多文化共生の推進や国際交流の

促進が位置付けられるとともに、同戦略の取組内容として「JICA海外協力隊派遣の推進」も

盛り込まれた。 

 JICA四国所長がローカルSDGs四国の共同代表を務め、四国における地域循環型共生圏の実

現に寄与した。 

 JICA北海道（帯広）道東業務課長が、「2050年ゼロカーボン」計画策定に向け、帯広市環境

モデル都市推進協議会構成員向けの意見交換会（実務者級）に出席し、現状分析、削減目標

（案）、施策（案）等に対するインプットを行った。 

 

◎ JICA海外協力隊候補者による地域密着型OJTにより地域活性化に貢献【①②④⑤】：機構と

連携協定／覚書を締結している岩手県釜石市や陸前高田市、岩手県遠野市、島根県海士町、

熊本県人吉球磨地域（八代市、芦北町、玉東町）でJICA海外協力隊の本格訓練前の地域密着

OJT（グローカル・プログラム）を実施。「訓練生が地域に入って活動することで地域も刺

激を受けてWin-winの関係が築けている」「地域側もメリットを享受しており訓練生の受入

は効果的である」「将来的に訓練生が移住者として戻ってくれることを期待する」といった

意見が出された。 

 

○ 熊本県人吉・球磨の復興・地域おこしのための官民連携を促進する「ひごラボ」の原型であ

る「よこらぼ」を展開する埼玉県横瀬町副町長及び職員が熊本を訪問し、自治体職員に「よ

こらぼ」の成果や教訓を共有した（熊本県と横瀬町には機構職員と国内専門家がそれぞれ派

遣）。 

 

○ 地方自治体の行政の知見、技術等を活用した支援 

 滋賀県は草の根技術協力の実施を通じ、ベトナムにて「琵琶湖モデル（多様な主体が協力し

て水環境の保全と経済発展を両立）」のノウハウを活用し、水環境の課題を抱えるカットバ

島、ひいてはハロン湾域の保全を目指す協力事業を開始した。現地研修や来日研修を通じ、

排水処理施設の運営・管理、産官民連携といった知識や技術を提供した。 

 四日市市の公害経験に基づく環境汚染管理、中京工業地帯を形成する製造業を中心とした中

小企業振興、愛知用水からの上水道による生活改善など地域の発展過程で蓄積されたノウハ

ウを活用した研修を実施した。 

 JICA九州では、「福岡方式」という環境（廃棄物埋立）技術を途上国の研修員が習得し、各

国での展開を図ることを目的とした課題別研修「準好気性埋立（福岡方式）処分場の設計・

維持管理」を実施。2022年度は福岡市が同様に国内技術者向けに予定している福岡方式に係

る研修との合同研修を実施し、海外の研修員と国内の技術者がチームを組み、ディスカッシ

ョン、最終処分場での実習、成果発表等を行った（海外研修員8名、国内技術者5名）。海外

で取り上げられた。 

・海外移住資料館の開

館 20 周年にあたり展

示手法の改善と展示

内容の充実化や各種

教育ツールの拡充や

教育プログラムの改

善を図った。また、

JICA 横浜と山梨県立

大学との連携により、

「多文化共生対応人

材育成プログラム」と

して授業と組み合わ

せた講座を開催した。 

・日本で生活する中南

米日系人が直面する

様々な課題の解決に

貢献する「日系サポー

ター」事業により、日

本国内の日系人集住

地域を中心に国内の

多文化共生推進に貢

献した。 

 

（結論） 

 以上により、年度計画

において予定されていた

取組を着実に実施してい

るほか特筆すべき定性的

な成果が多数見られる一

方、定量指標４項目のう

ち、３項目は 120%を超え

ているものの、残り１項目

は 120％以上には至ってお

らず、目標設定の時点では

困難度が「高」とされてい

なかったが、今次評価に当

たり、ポストコロナ等の状

況を踏まえ、目標・計画の

達成及び進捗状況の把握

の結果、本項目について今

回は困難度が高いもので



130 

る活動に取

り組む。海

外移住資料

館では、資

料の収集と

国内外への

知識普及を

継続し、ネ

ットワーク

の強化や、

教育的な機

関としての

機能化を図

り日本国内

における多

文化共生社

会の実現に

向けた活動

に 取 り 組

む。 

・特に、日本

社会の国際

化・活性化

に貢献する

ため、中南

米日系人が

日本国内の

日系人集住

都市での研

修に参加し

ながら、在

日日系人コ

ミュニティ

が抱える課

題に触れ、

その解決に

貢献し、異

文化理解、

多文化共生

構築を推進

する「日系

サ ポ ー タ

の研修員にとっては日本の技術者の知見を吸収し、日本の技術者にとっては海外の実態を把

握する機会となった。海外の研修員からは「国内技術者との交流から解決への糸口が見つけ

られた」、日本の技術者からは「様々な国の問題点を知れたことが有意義だった」、「海外

業務を実施していく上で、相手国とのコネクションを作る良い機会になる」といった意見が

出され、双方にとって単独研修では得られないメリットがあった。途上国技術者と日本の若

手技術者による合同形式での実施は、将来の国際協力人材の開発（専門家養成）にも繋がり、

また、自治体側にとっては「地域の名前を配した看板技術」を正確かつ適切に世界に発信で

きる日本人技術者の養成が期待される。 

 名古屋市とメキシコ市の姉妹都市提携が2022年度に45周年を迎えるにあたり、名古屋市長が

メキシコを訪問し、両市間での独自の協力覚書を締結。機構はこれらの取組を支援したほか、

JICA地球ひろばでメキシコ関係の展示を実施した。名古屋市上下水道局はメキシコ市水道局

に対し、草の根技術協力「メキシコ市における上下水道震災対策強化プロジェクト」で協力

している。 

 

○ 2022年度に行われた草の根技術協力事業（地域活性型）の募集では11件の応募があり、4件 

を採択した。教育・環境・水の浄化処理・産業振興分野の案件が採択された。 

 

（2）SDGs達成に向けた貢献 

• 草の根協力事業では、「健康と福祉（SDGsゴール3）」、「質の高い教育（SDGsゴール4）」、「水

と衛 

• 関西SDGsプラットフォームの事務局を務めるJICA関西は、兵庫県総合政策課SDGs推進班

を事務局とする「ひょうごSDGs Hub」の設立（2022年10月）に際し、分科会設立に向けた

コンサルテーションを行った。 

• 関西SDGsプラットフォーム会員であるJICA関西とダイドードリンコ株式会社がSDGs参加

型イベントを協働実施。3会場のうちイオンタウン姫路では、姫路市地方創生室・SDGs推進

室、他市内学校や県内銀行等も参加し、産官学による協働イベントにより対象地域におけ

るSDGs理解促進に貢献した。 

• 沖縄県SDGs推進本部とJICA沖縄が運営事務局を担う「おきなわ国際協力プラットフォー

ム」でフォトコンテストを共催し、沖縄県内におけるSDGsの理解促進に貢献した。また、

沖縄センター所長が専門委員を務め議論した「おきなわSDGsアクションプラン」では、39

の目標の進捗を測る指標に機構事業に関連した数値を含められた。 

 

（3）事業上の課題及び対応方針 

2022年度はコロナ禍による渡航制限も緩和され、草の根技術協力事業を受託する自治体の従事

者の現地渡航を再開してきた。渡航が制限された期間においては、オンラインツール等により遠

隔での活動等を継続してきたが、現地活動が中断していた案件や開始できなかった案件もあるた

め、それらの案件の活動が軌道に乗るよう現地事務所等を通じて支援する。 

 

No.8-4 NGO/CSO（Civil Sociey Organization）との連携 

（1）業務実績 

◎ イランで初めて草の根技術協力事業を実施【②④】：イランで初めて実施した草の根技術協

力事業「イランのバリアフリー支援事業」（実施団体：イランの障害者を支援するミントの

あったと認められるとこ

ろ、評定を一段階引き上げ

て「A」評定とする。 

具体的には、ポストコ

ロナにおける本格的な事

業再開として、JICA 海外

協力隊への応募者はコロ

ナ前の水準に回復し、66

か国 613 名の新規隊員派

遣を実現し、ルワンダの隊

員が DX を活用した活動

を実施するなど、JICA is 

Back のアピールにつなが

っている。また、NGO/CSO

との連携強化として、イラ

ン初の草の根技術協力事

業である障害者の尊厳回

復の効果が見込まれる取

組を実施した。その他、地

方自治体との連携強化と

して、外国人材受入・多文

化共生の取組を進めると

ともに、地方自治体の戦略

策定にインプットするな

ど、地方の国際化に貢献し

ている。加えて、日系社会

との連携や、地方還元の取

組で協力隊のグローカル・

プログラムなどの取組は

評価できる。これらの成果

は、国内の多様な担い手と

の連携による開発課題の

解決に寄与するとともに、

地方創生等の我が国が抱

える国内の課題解決につ

なげるなど、所期の目標を

上回る成果が得られた。 

 

 ＜指摘事項、業務運営上

の課題及び改善方策＞ 

  上記評価を踏まえ、多

様な開発課題や開発現場



131 

ー」の本格

実施、海外

移住資料館

の各種教育

ツールの拡

充や教育プ

ログラムの

改善、沖縄

復帰 50周年

の年に行わ

れる各国在

住の沖縄県

系の方々が

集う「世界

のウチナー

ン チ ュ 大

会」に関連

した活動を

沖縄県と協

働して取り

組む。 

会）では、新型コロナウイルスの流行により渡航できない期間も、市民向け、子ども向けバ

リアフリー啓発のビデオ教材の制作を行うなど臨機応変に活動を実施した。現地での普及活

動は本邦研修に参加したイラン人を中心として進められた。キャラジ市では、歩道の改修な

どの工事を進める際に障害者配慮のためのヒアリングを行っている。スロープのほか、ノン

ステップバスの導入、昇降機の設置などバリアフリーの推進事業が、結果として障害者の尊

厳回復にも効果をもたらした。行動範囲が広くなり、家族への貢献範囲が増えたと喜んでい

る車いす利用者や、キャラジ市民からは「バリアフリー整備したところは歩きやすくなった」

という喜びの声が報告されている。 

 

◎ 草の根事業の従事者がカウンターパート機関と協力してASEAN域内に知見を展開【③④】：

ベトナムにおいて草の根技術協力事業「クァンナム省山岳少数民族地域における地域資源を

活用した持続的な農村産業促進のための基盤構築事業」を実施した公益財団法人国際開発救

援財団（FIDR）は、ベトナム観光総局等から特別に招待され、ベトナム内、あるいはASEAN

諸国の国際会議等に多数出席している（カンボジア・シェムリアップで開催された「第6回

ASEAN諸国観光大臣会合」等）。同草の根事業は、クアンナム省の地域住民が主体となり官

民連携の下、地域資源をフル活用したコミュニティ・ベースド・ツーリズムサイトを構築し

た事例であり、同事例をこれらの会議等で紹介。ASEAN諸国からは、地域の人々が伝統文化

や自然・社会環境を守り活用し、持続的な観光運営を通して、地域力や結束力、アイデンテ

ィティを高めていることなどが高く評価されている。 

 

◎ 草の根事業成果をカウンターパート機関が独自予算・他ドナー予算で展開【②】：パプアニ

ューギニア向け草の根技術協力事業「山岳地域の女性が元気に暮らせる村づくりプロジェク

ト」を実施した特定非営利活動法人HANDSは、カウンターパート機関であるエンガ州保健局

とともにパプアニューギニアのエンガ州ライガム郡にて、保健医療施設から遠く離れた農村

地に住む人々に適切な保健医療サービスを届ける事業を実施した。村落保健さ（VHV）育成

ガイドラインを作成し、毎月VHVの活動やモバイルクリニックの実施状況をモニタリングす

る仕組みを構築した。同保健局は、VHV育成や地域保健・健康啓発のための年間予算を追加

した。さらに、他郡へ事業展開するために海外ドナーからの資金調達を行った。アジア開発

銀行(ADB：Asian Development Bank)によるコミュニティヘルスポストの建設や、UNICEFの

支援によるVHV育成研修の実施とモバイルクリニックシェルターの建設が行われた。 

 

○ 草の根技術協力（草の根協力支援型）、草の根技術協力（草の根パートナー型）の推進：多

様なパートナーとの連携・参加促進を実施するための草の根技術協力事業では、2022年度の

募集では草の根協力支援型に21件、草の根パートナー型に46件の応募があり、それぞれ9件、

11件の案件を採択した。うちNGO/市民社会組織（CSO：Civil Society Organization）の実施案

件が支援型では5件（56％）、パートナー型では9件（82％）の採択となった。 

 

○ NGOと機構が連携を促進する協議会を2回実施（参加者数は193名）したほか、地域における

協議会も横浜、中部、関西、九州、沖縄で開催した。これらの協議会により、外国人材支援

の取組、グローバル・アジェンダの推進、NGO等活動支援事業の在り方等について議論を深

めた。また、これらの協議会とは別に、NGOと機構間の勉強会を8回実施し、累計895名が参

加。NGO・機構双方が必要としている情報や知識をタイムリーに共有した。加えて、NGO・

の様々なニーズ等に応じ

た迅速で柔軟な対応を確

保するため、地方自治体、

NGO/CSO、ボランティア、

大学・研究機関等との連携

を強化し、それぞれが有す

る強みや経験を活用し事

業を推進することを期待

する。 

 具体的には、新型コロナ

ウイルスの影響が残る中、

派遣中隊員数 2,000 名の

達成に向け、案件形成の促

進や受入基盤整備、派遣地

域の拡大等に取り組むこ

とを期待する。また、国内

に向けの効果的な広報の

展開や、隊員経験者の活用

が期待されるところ派遣

前・帰国後の人材育成プロ

グラムの充実化を期待す

る。 

 加えて、草の根技術協力

事業に関し、コロナにより

現地活動が中断していた

案件や開始できなかった

案件について、現地事務所

等を通じ、それらの案件の

活動が軌道に乗るような

支援を期待する。 

新型コロナの影響によ

り事業縮小していた開発

教育支援事業について、

2022 年度行政事業レビュ

ーでの指摘を踏まえ、事業

規模の拡大（リーチ先の拡

大など）と質の向上を図る

ことを期待する。 

 

 ＜その他事項＞ （有識者

からの意見聴取等） 

・国内の課題に貢献する
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機構双方が連携を考えていく上での気づきとなるテーマでの勉強会「『NGOデータブック

2021』から見える日本のNGOの現状と課題」、「草の根技術協力事業：より良い案件実施の

ための勉強会」等を実施。NGOが自組織のポテンシャルを再発見する機会を提供し、参加者

から大きな反響があった。さらには、NGO等提案型プログラムにおいては、当初想定してい

た研修受講者数を大幅に上回る530名が参加した。「地域住民の自立と経済的発展を目的と

したコミュニティ開発のためにアウトプットと費用対効果の向上をめざしたNGOスキルア

ップ研修」（実施団体名：有限会社人の森）では、コロナ禍において一時帰国している協力

隊員にも受講してもらい、現地で活動していく上での重要な示唆を得たとの反響があるなど

市民参加協力事業の意義の一つである「国際協力の担い手の育成支援・能力強化」、若手か

ら専門家まで多様な属性の人が集まったネットワーク構築につながった事例となった。 

 

○ 現地渡航が困難なコロナ禍において、NGO-JICAジャパンデスクにおいて、各NGO/CSO向け

に案件形成に資する現地情報の提供を行った。①ルワンダにおいては本邦団体向けセミナー

を開催、②モンゴルはNGOハンドブックや草の根事業紹介動画を作成、④ペルーは現地NGO

リストを作成して本邦NGOに情報共有、⑤ベトナムにおいては「ベトナムにおける参加型コ

ミュニティ開発～現地に根付く持続可能な手法～」と題して研修会を開催し、59名の日越草

の根事業関係者が参加。⑥ウガンダ、ザンビア、ルワンダは合同で「アフリカ×NGO×JICAセ

ミナー これだけは知っておきたい！アフリカでの活動の失敗とコツ」をテーマに勉強会を

開催し、166名が参加した。 

 

○ 合理的配慮に係る経費の保障による支援の拡大を図った。国際協力事業に障害者が関わる場

合、合理的配慮（介助者・情報保障等）を必要とするが、従来は合理的配慮に係る経費を事

業費で賄う必要があったため障害者が参加しにくく、効果的な事業が出来ないという課題が

あった。2021年度より合理的配慮に係る経費を事業費とは別建てで計上できる制度が導入さ

れたことにより、DPI日本会議や全国自立生活センター協議会（JIL）、メインストリーム協

会等の障害者団体が実施する事業で、障害者の参画がしやすくなった。これら団体により、

課題別研修、草の根技術協力事業、NGO等提案型プログラムにおいて包括的な障害者支援が

推進されている。 

 

○ スタートアップNGOを支援するJICA基金活用事業に係る2022年度募集を実施した。18件の応

募があり10案件を採択した。「インド・ビハール州における雇用創出による女性のための糸

紡ぎの技術支援・就労支援事業」では、インドのカーストの中でも最も貧しいといわれる人々

が暮らすビハール州ハティヤール村で、女性たちがカディ（インドの手紡ぎ・手織りの布の

こと）の糸を作る技術を習得することにより、女性の雇用創出と自立支援に貢献した。 

 

（2）SDGs達成に向けた貢献 

2021年度同様に「健康と福祉（SDGsゴール3）」、「質の高い教育（SDGsゴール4）」、「水と衛生

（SDGsゴール6）」の達成に貢献する事業を多く実施した。また、障害者支援分野での取組が増え

てきており、「人や国の不平等をなくそう（SDGsゴール10)」にも貢献している。 

 

（3）事業上の課題及び対応方針 

2022年度後半はコロナ禍による渡航制限も緩和され、現地活動は活発化しつつある。一方で、

事業展開「グローカル・プ

ログラム」：この試みは大

変重要。国際協力は「国内

の国際問題」にも関連する

重要課題として取り上げ、

この種のプロジェクトを

強化・推進して欲しい。プ

ロジェクト実施における、

環境変化と修正を明確に

記述することが不可欠。こ

れ か ら は 、 ICLEI 

（ https://japan.iclei.o

rg/ja/：持続可能な都市と

地域を目指す自治体協議

会）及びシティーネット

（ https://citynet-

ap.org/）との協力関係も

考慮されたい。 

・援助協調(マルチ・バイ)

に 関 し て 、

UNDP,UNHCR,UNICEF

、世銀グループ等の国連機

関の名称は出てくるが、

JICA の貢献の具体的な例

が乏しい。特に政府機関、

NGO、その他のドナーを

含む他の利害関係者と協

力して活動する場合、調整

と調和の取り組みが必要。 

・緒方研究所の調査によ

れば、日本における外国人

労働者 172 万人に（2020

年）対して、2040年には約

4倍の 674万人が必要との

調査報告が出されている。

現時点で、このような日本

社会の外国人材の受け入

れ環境は全く整っていな

い。その上で、これまでの

JICAの経験を踏まえ、最終

的に人材の出身国の経済

社会の発展につながるよ

https://japan.iclei.org/ja/
https://japan.iclei.org/ja/
https://citynet-ap.org/
https://citynet-ap.org/
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オンラインによる研修等が定着してきたことにより、対面とオンラインの適切な使い分けは事業

を推進する上で必要不可欠である。また、多様な担い手が国際協力や外国人支援に参画しやすい

ような工夫や連携促進にも取り組んでいく。 

 

No.8-5 大学・研究機関との連携 

（1）業務実績 

○ JICA開発大学院連携に賛同し、機構・大学の事務合理化を推進するための新たな留学生受

入方式による覚書を締結した大学は、2021度末の94大学から100大学に拡大した。また、覚

書締結済みの大学のうち59大学の参加を得て、JICA開発大学院連携のプログラムの質の向

上と、大学との連携体制の強化方策を促進するためのJICA開発大学院連携に関する第5回連

絡協議会を開催し、JICA開発大学院連携構想の進捗や各大学におけるプログラムでの取組

の成果と今後の方向性をテーマに、機構及び大学における優良事例を共有し、意見交換を

行った。連絡協議会に参加した大学教員より、JICA開発大学院連携は日本人学生に対する

インパクトも大きく、日本人学生、留学生の双方にとって良いプログラムとなっていると

のコメントがなされた。また、JICA開発大学院連携に参画している大学教員へのインタビ

ューにおいて、「JICA開発大学院連携のプログラムの一環で実施するフィールドスタディ

は、留学生が日本の発展の過程を現場で学べることに加えて、留学生から多数の質問を受

けることで、日本の開発経験がいかに貴重なものなのか、訪問先の企業や自治体が改めて

知る機会となっている。JICA開発大学院連携は関係する全員にとってWin-Winのプログラム

である」とのコメントがなされた。 

 

○ 地球規模課題対応国際科学技術協力（SATREPS：Science and Technology Research Partnership 

for Sustainable Development）で開発された知見・技術の社会実装を更に推し進めることを目

的とした科学技術実装型技術協力プロジェクトを新たに整備し、2022年度は2案件（タイ、エ

チオピア）を形成し、採択された。 

 

○ SATREPS「ブータンにおける組積造建築の地震リスク評価と減災技術の開発」（2023年3月

終了）により、ブータン国内225か所の震度観測網が稼働し、有感地震の情報が防災局に共有

された。相手国に必要な技術移転がなされたことで、現場での静的実験や振動台実験等が可

能になり、本研究で提案した耐震工法の現行法規への反映が期待されている。加えて一般に

対しても活断層マップやハザードマップが公開された。 

 

○ 国内外のSATREPS事業に興味を持つ大学・研究機関対象に個別セミナーを実施したほか、

SATREPS応募予定者に対する事前コンサルテーションを実施し、本事業の更なる理解深化を

促した。 

 

（2）SDGs 達成に向けた貢献 

各国の発展を担う人材として多様な分野での活躍が期待されるJICA留学生の受入れを実施し、

SDGsのあらゆる分野の達成に貢献した。SATREPSにおいても、SDGsにおける幅広い分野のゴー

ルに貢献しており、2022年度新規事業12件は、SDGsゴール1（貧困削減）に貢献するものが2件、

ゴール2（飢餓）1件、ゴール3（保健）2件、ゴール6（安全な水）3件、ゴール11（都市）2件、ゴ

ール13（気候変動）1件、ゴール14（海の豊かさ）1件である。 

う、必要であれば「機構法」

を改正して、さらなる取り

組みを行うべきである。こ

れも「脱援助モデル」の時

代の国際協力である。 
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（3）事業上の課題及び対応方針 

本邦の大学と連携し、JICA開発大学院連携プログラムの一層の質の向上に向けて、引き続き対

応していく。 

 

No.8-6 開発教育 

（1）業務実績 

◎ 国際協力とSDGsへの地域の窓口「なごや地球ひろば」総来館者数が100万人を達成【②③④

⑤】：2022年10月になごや地球ひろば総来館者数が100万人を達成し、記念式典及び子ども向

け参加型イベントを実施した。式典に参加した県立高校国際理解コースの高校生から、「な

ごや地球ひろばは世界の課題や国際協力の取組をよく理解できる場所である」という発言が

あり、式典の様子とともに新聞報道された。国際協力とSDGsを学ぶ体験型展示は、授業で

SDGsを扱う学校向け団体訪問プログラムのみならず、高校の探究学習や夏季休暇期間中の

課題に取り組む児童・生徒の主体的な学習に活用され、地域の学校現場への開発教育に大き

く貢献した。 

 

◎ デジタル技術を活用した体感型・体験型の開発教育【③⑤】：JICA北海道（帯広）の施設を

大規模改装し、360度カメラで撮影した映像により開発途上国の現場を疑似体験できる3Dス

クリーンや、ゲーム感覚でSDGsを学べるなど体験型展示を導入した。この施設で、帯広市が

実施する「おびひろ市民学」の授業と連携した帯広市内全中学校の生徒のほか、一般センタ

ー訪問・職業体験を合わせて57件、約1,800名に対する開発教育が実施された。3Dスクリーン

には、開発途上国で活動するJICA海外協力隊や職員が撮影した最新の映像を投影しており、

臨場感あふれる映像から開発途上国の様子や社会課題を体感できるだけでなく、映像をよく

観察する中で「社会課題」を発見する活動が行われるなど、児童・生徒へ高い教育効果が見

られた。これら取組は、帯広市のみならず、鹿追町、幕別町等の十勝地域や北見市、東川町

等全道の様々な地域からのセンター訪問の申込みが増加するといった北海道全域への波及

が見られたほか、北海道新聞や十勝毎日新聞の１面記事など報道でも取り上げられた。 

 

○ 開発教育の担い手の裾野拡大を図るため、全国の教員等の教育関係者や学生などの幅広い層

を対象に、多彩なゲストを招き、多文化共生や総合的な学習（探究）等、学校教育の最新動

向を踏まえた年6回のオンラインセミナーを新たに実施し、計500名が参加した。中でも第3

回は教育評論家／法政大学名誉教授の尾木直樹氏が登壇してエッセイコンテストの受賞者

や校長との鼎談を行い（180名が参加）、セミナーの様子は高校生新聞でも取り上げられた。 

 

○ 教員を対象に本部及び各国内拠点で多文化共生研修を実施し、それぞれの学校や地域におけ

る多文化共生の現状と課題を共有し、外国につながる児童生徒と日本人児童生徒がお互いを

理解するための取組について議論を深めた。本部で開催した研修では全国から20名の教員が

参加し、研修成果として学校に「多文化共生の文化」を作るための取組に関する冊子を作成。

JICA北海道（札幌）では、参加者7名の内、3名が多文化共生を考える教材を、1名が新学習指

導要領において必修となった地理総合における教材を作成し、授業を実践した。JICA横浜で

は計6名の教員に対し、全7回の研修を開催した。 
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○ JICA中部では、教員への情報提供、先進的な取組アイデアの共有、担当者間の関係構築を目

指し、「海外にルーツを持つ児童・生徒の教育を考えるフォーラム2022」を実施した。2022

年度は3回目にあたり、愛知県教育委員会と教員現場の問題意識である「進学、就職、キャリ

ア教育」に着目して開催した。参加者は178名（対面38名、オンライン140名）、NHK名古屋

による取材も行われた。参加者からは「具体的な支援を知り励みになった」「JICA海外協力

隊経験者のある教員の活躍が誇らしい」「日系サポーター研修員のロールモデル経験談への

賞賛」等、中部地域の先行知見の共有と機構の国内事業への期待の声が寄せられた。 

 

○ JICA北海道（札幌）では、児童生徒が開発途上国の課題解決に向けて主体的にアクションを

考える「小学生～高校生向けの国際協力体験プログラム」を3回開催した。カンボジアからの

研修員やカンボジアで活動中のJICA海外協力隊員と、対面とオンラインとのハイブリッドで

交流して保健医療の課題について考えるプログラムや、外部講師を招いた食料問題の解決策

を考えるプログラムを提供した。参加者からは「楽しかった、またやりたい」という声が上

がったほか、研修員と「オークン（クメール語でありがとう）」とやり取りするといった様

子が見られた。また、事後アンケートでは「知っていることよりももっと深いことを知るこ

とができた」「途上国に限らず、食品ロスは世界全体の問題であり、一人ひとりの意識の変

化が世界を変える一歩になる」といった感想が寄せられ、児童生徒の理解促進に貢献した。 

 

（2）SDGs達成に向けた貢献 

2022年度も教員向け研修や国際協力出前講座、各種イベント・セミナー等で積極的にSDGsを取

り上げ、学校教育の動きと連動した取組を実施した。SDGsの浸透とともに、学校現場のみならず

民間企業や自治体等においてもSDGsの理解促進や取組を図る動きが活発化しており、機構に対

する研修や講演などの要望が寄せられている。こうした動きを踏まえ、開発教育の事業メニュー

を活用しつつ、民間企業や自治体向けにSDGsに係る講習等を実施し、SDGsの理解促進に貢献し

た。また、市ヶ谷及び名古屋の体験型展示施設「地球ひろば」では、それぞれ企画展示「SDGsの

コト、本気で考える展」と基本展示「SDGs－未来につながる17の約束－」を開催し、SDGsの目

標達成に向けた具体的なアクションを来館者一人ひとりが考え、取り組んでもらうための機会を

提供した。 

 

（3）事業上の課題及び対応方針 

2022年度は、新型コロナの影響により休止や延長、事業縮小を余儀なくされていた開発教育支

援事業について、教師海外研修のエジプト派遣やエッセイコンテスト受賞者へのマレーシア海外

研修を実施するなど、再開に取り組んだ。展示施設への来館者数も復調している。2023年度は、

対面の事業をさらに再開・拡充するとともに、定着しつつあるオンラインやデジタルを活用した

研修・イベントの実施も効果的に織り交ぜていきながら、事業効果の最大化を見据えた実施方法

や実施内容を継続検討し、より効果的な取組・改善を進める。また、2022年度行政事業レビュー

での指摘を踏まえ、開発教育支援事業のより一層のリーチの拡大と質の向上を図るべく、在外オ

ンラインも含めた出前講座の拡充や教育委員会連携の推進、大学向けのアプローチ等を進める。

加えて、JICAボランティア事業、研修員受入事業、外国人材受入支援事業といった機構の他の事

業との効果的な連携を図りつつ、事業を推進する。 

 

No.8-7 日系社会との連携 
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（1）業務実績 

◎ 第7回世界のウチナーンチュ大会を沖縄県と初めて共催【④⑤】：ボリビアのオキナワ移住地と

沖縄県との経済交流を目指す「オキナワ to 沖縄」プロジェクトの一環としてオンラインで2022

年8月に開催されたビジネスワークショップ等を受け、2022年10～11月に第7回世界のウチナーン

チュ大会を沖縄県と初めて共催した。本大会では、ボリビア在住の日系青年の代表者2名がビジ

ネスシンポジウムでアイデアを発表するなど、現地企業や団体の関心を引いた。本大会は沖縄県

知事、駐日ボリビア臨時代理大使、ボリビア沖縄県人会会長、前述のボリビア代表者らも参加し

たほか、海外移住資料館の協力を得て移住企画展も実施。同時期に日系社会研修実施や市町村子

弟研修生受入れを行い、県内自治体との連携を強化した。機構の事業は新聞、テレビ、ラジオで

多数取り上げられ（計34件。一例：沖縄タイムス2022年10月30日付社会面の記事タイトルで「国

際協力事業をPR JICA沖縄 33団体が出展」）、存在感を示した。また、約8,000人が参加した閉会

式の知事挨拶では、沖縄県と機構の連携が言及された。 

 

◎ 海外移住資料館をリニューアルオープン【⑤】：海外移住資料館の開館20周年にあたり展示手法

の改善と展示内容の充実化を目的とし、2022年4月26日にリニューアルオープンした。これを受

け、各種教育ツールの拡充や教育プログラムの改善を図った。具体的には、教育機関等向け案内

資料作成、教育ツール改善に係る学術研究プロジェクトの開始。またJICA横浜と山梨県立大学と

の連携（2022年3月に連携覚書締結）に基づき、大学側の「多文化共生対応人材育成プログラム」

において資料館訪問と大学での授業実施を組み合わせた講座を開催した。 また、沖縄返還50周

年に合わせて沖縄移民に関する企画展示（“雄飛ふたたび”）を開催した。2023年1月には秋篠宮皇

嗣同妃両殿下並びに悠仁親王殿下が来館され、熱心に展示をご覧になられた。2023年2月には在

日パラグアイ共和国大使も来訪され日系社会が「二国間関係において極めて重要」との発言もあ

った。 

 

◎ 「日系サポーター」事業により、日本国内の日系人集住地域を中心に国内の多文化共生推進に貢

献【⑤】：2020年度から開始した日系社会研修制度を活用し、日本国内の日系人集住地域で研修

員を受け入れ、同地域で生活する中南米日系人が直面する様々な課題の解決に貢献する「日系サ

ポーター」事業について、2022年度は国内有数の多文化共生推進団体や日系人集住地域の自治体

から17コースが提案・採択され、13コース16名が来日し実施中であり、国内の多文化共生推進に

貢献している。例えば、外国人児童向け日本語教授方法習得のコースでは、研修員が教授方法を

学べるだけでなく、両国・両言語を知る研修員が児童の兄姉かのように気持ちに寄り添って教え

るなど、日本人指導者には成し得ないことを実現しており、受入団体にとっても得るものが多く

なっている。2023年1月には、日系サポーターの一人が地方局に1か月にわたり取材を受け夕方ニ

ュース番組内で10数分取り上げられた。 

 

○ 日本国内における多文化共生の推進に関し、オンラインセミナー「多文化共生・日本社会を考え

る」連続シリーズを2021年7月から開催。2022年度は12月までに9回開催し、延べ1,808人が参加し

た。国内日系社会の実情を様々な視点で発信し、自治体・一般の方々に今後の日本社会を考える

きっかけやヒントを多く与えている。アンケートでは満足度が90％以上で、「講師の話に感銘を

受けた。日本側でも多文化共生を推進していくために、社会の仕組みとして取り入れていかない

といけないと思った」等の好意的な反響を多く得られている。 
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（2）事業上の課題及び対応方針 

日本の日系社会は 30 年以上の歴史があり、国内の多文化共生の優良事例が多数存在している。

他方で、マスコミや映画では日系人・外国人の悪い面が多く描かれており、一般にそのイメージ

を変えていく広報から必要な状態となっている。それと同時に、日系人児童の教育が大きな課題

となっているため、日系サポーター等小規模で局地的ではあるが効果的な事業の継続も必要とな

っている。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.9 事業実施基盤の強化 

業務に関連する政策・施

策 

- 

 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人国際協力機構法第 13 条 

当該項目の重要度、困難

度 

- 

 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和 5 年度政策評価、行政事業レビューシート番号は未定 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成 

目標 

基準値 

（目標値） 

2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 2026 年度   2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 2026 年度 

【指標9-1】プレスリリース等を通じ

た広報により掲載された国内メディ

ア及び海外主要メディア報道件数 

650 件 130 件 547 件     

 予算額（千円） 

6,711 

    

【指標 9-2】SNS アカウント（日

本語・英語）エンゲージメント数 
171 万件 34.2 万件 251.9 万件     

 決算額（千円） 
5,879 

    

【指標 9-3】総合的・横断的な事業

評価・分析の実施件数（横断的

分析・詳細分析、定量分析、定

性分析等の実施開始件数） 

25 件 5 件  5 件     

 経常費用（千円） 

6,109 

    

【指標 9-4】国際協力キャリア総

合情報サイト(PARTNER)新規

登録人数 

4 万人 7,200 人22 11,664 人     

 経常利益（千円） 

△1,195 

    

【指標 9-5】能力強化研修の参加

人数 
2,185 人 437 人 554 人     

 行政コスト（千円） 
6,109 

    

【指標 9-6】研究成果の発刊件数 300 件 60 件 87 件      従事人員数 142     

【指標 9-9】参加・発信した国際会

議の数 
700 件 140 件 278 件     

        

【指標 9-11】不正腐敗を防止する

ための機構関係者への啓発に係

る実施状況（職員向け研修、専

門家向け研修、機構内外向けセ

ミナーの参加人数） 

600 人 120 人 401 人     

        

 

 

 

 

 

 

 
22 第5期中期計画期間前半の国際協力キャリア総合情報サイト(PARTNER)開発を踏まえて後半年度の目標値を増加させ、中期目標期間全体の目標値4万人を達成する予定。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 3．（9）事業

実 施 基 盤

の強化 

多様化、

複雑化、広

範 化 す る

開 発 課 題

に 戦 略 的

に 対 応 す

るため、特

に 以 下 の

取 組 を 通

じ て 事 業

実 施 基 盤

の 強 化 を

促進する。 

 

ア 広報 

国 際 社

会 に お け

る 我 が 国

の 開 発 協

力 へ の 理

解 及 び 信

頼 等 の 向

上、開発途

上 国 を 含

む 国 際 社

会 に お け

る 課 題 設

定 や 議 論

の 潮 流 形

成 へ の 貢

献拡大、国

内 に お け

る 開 発 途

上 地 域 の

課 題 及 び

開 発 協 力

2．（5）事業

実施基盤の

強化 

ア 広報 

我が国の

開発協力と

その成果に

ついて積極

的 に 発 信

し、国内外

の市民やオ

ピニオンリ

ーダーとい

ったターゲ

ット層の理

解や共感を

獲得するた

め、ターゲ

ット毎に有

効な広報媒

体を複合的

に活用して

より戦略性

の高い広報

を行う。そ

の際、事業

及び組織運

営への信頼

を高めるた

め、分かり

やすく透明

性の高い広

報を行う。

また、広報

効果の向上

を 図 る た

め、国内外

拠点間が連

携し、日本

年度計画 

（9）事業実

施基盤の強

化 

ア 広報 

・広報重点

テーマを中

心に、国内

外における

機構の活動

及 び 成 果

を、国内外

のイベント

等の機会も

活 用 し つ

つ、ターゲ

ット層に応

じて有効な

広報媒体を

利用して国

内外に発信

する。 

・特に、2021

年から着手

した国内で

社会に影響

力のあるオ

ピニオンリ

ーダー向け

の広報を一

層強化し、

機構及びそ

の活動の価

値について

理解と信頼

を高める。 

・ TICAD8

の機会を活

用し、国内

＜主な定量的指標

＞ 

（定量的指標及び

実績は上記２．参

照） 

 

＜その他の指標＞ 

【指標9-7】緊急援

助の対応体制強化

に係る取組の推進

状況 

【指標9-8】JICAグ

ローバル・アジェン

ダ（課題別事業戦

略）に基づく多様な

開発パートナーと

の連携状況 

【指標 9-10】環境

社会配慮ガイドラ

インの適切な運用

状況 

 

＜評価の視点＞ 

＜主要な業務実績＞ 

No.9-1 広報 

国内外の市民やオピニオンリーダー等からの理解や共感を獲得すべく、各ターゲット層に

対して、オンラインを含む多様な広報媒体やメディアを複合的に活用し、機構が実施する開

発協力とその成果を積極的に発信し、効果的な広報を展開した。特に、ロシアによるウクラ

イナへの侵略や、トルコ・シリアで発生した大地震など、国民の関心が高い時勢を踏まえ、

機構の取組みに係る情報を迅速かつ効果的に発信するとともに報道につなげた。また、コロ

ナ禍で制約のあったメディアとの関係の再構築に注力し、プレスリリース78件の発信や記者

勉強会13件の実施等、2021年度を大幅に上回るメディアへの能動的な情報発信を通じて547

件の国内メディア報道及び海外主要メディア報道件数を達成した。 

 

（1）業務実績 

◎ 人間の安全保障【①③】：「人間の安全保障」の理解を深め国際協力に対する関心を高

めるべく、主に若年層をターゲットに発信を強化した。2022年7月には主に大学生向け

にアフリカを中心とした人間の安全保障に関するオンラインセミナーを実施し、213名

が参加した。また、2022年11月には「緒方貞子シンポジウム」を開催し、緒方氏の遺し

た言葉等を活用した広報により、オンラインで当日約4,200名が参加するとともに、事後

視聴も3,000回以上を記録した。いずれのイベントでも、若年層を中心とする参加者より、

人間の安全保障に係る理解が深まるとともに、自身のキャリア・生き方を考える契機と

なったとの声が多く寄せられた。加えて、2022年3月末に開設した緒方貞子メモリアル

ギャラリーのプレスツアーを国内メディアに対して行い、読売新聞及び産経新聞で報道

された。 

 

◎ ウクライナ支援【③】：緊急経済復興開発政策借款に係るL/A調印、ウクライナ避難民

に係る緊急人道支援・保健医療分野協力ニーズ調査団のモルドバへの派遣、がれき処理

セミナー、地雷除去支援、発電機供与を含む越冬支援等の機会を捉え、プレスリリース、

空港やオンラインでの記者会見、外務省との合同記者勉強会等メディアへの積極的な情

報発信を実施した。とりわけ地雷除去セミナーは約100件の国内報道、全世界で約400件

の報道につながるとともに、セミナーの様子をまとめた動画をSNSやYouTubeにて発信

し、計9万回以上閲覧された。また、ウクライナ支援に関し、機構のウェブサイトで取材

記事を6件掲載した。 

 

◎ トルコ・シリア大地震【③】：国際緊急援助隊の結団式や解団式、帰国後の隊員へのイ

ンタビューなど、メディアへ積極的に取材案内や取材依頼への対応を行い、日経新聞や

読売新聞、朝日新聞等の主要紙、共同通信や時事通信等の主要通信社、NHK等の主要テ

レビ局による多数の報道を含め、4,446件の国内報道があった。国際緊急援助隊の出発や

帰国、現場での活動の様子を動画や写真とともにSNSにて積極的に広報した結果、日本

語Twitterでの11件の発信で計1,510万回以上表示された。また、国内外の読者より、被災

者への見舞いや派遣される隊員への激励に加えて、日本への感謝や、東日本大震災でト

＜評定と根拠＞ 

評定：S 

根拠：評価指標の目標水準を大幅

に上回る成果を上げていることに

加え、以下 4．業務実績のとおり、

「独立行政法人の評価に関する指

針」（平成 26 年 9 月 2 日総務大臣

決定）及び「外務省所管独立行政

法人の業務実績の基準について」

（平成 27 年 3 月外務省）に掲げ

られた S 評価の根拠となる質的な

成果（法人の自主的な取組による

創意工夫、目標設定時に想定した

以上の政策実現に関する寄与等）

を満たしており、当該事業年度に

おける中期計画の所期の目標を上

回る顕著な成果が得られていると

認められる。 

 

＜課題と対応＞ 

(1-1) 前年度評価時指摘事項１ 

上記評価を踏まえ、引き続き、戦

略的な国内外への情報発信を通じ

て我が国の開発協力に対する国民

及び国際社会の理解を促進すると

ともに、多様な開発課題に対応す

る開発協力人材の養成・確保、事

業の効果向上に向けた事業評価や

研究成果の事業への一層の活用促

進等、事業実施基盤の強化が図ら

れることを期待する。また、国際

緊急援助隊についても、適切な体

制整備・強化に努めることを期待

する。開発協力人材の養成・確保

に努めること。 

知的基盤の強化に関しては、開

発協力の実施機関による研究活動

という特性を踏まえ、研究成果の

事業へのフィードバックだけでな

評定 Ｓ 

＜評定に至った理由＞ 

 

（定量的実績） 

【指標 9-1】プレスリリース等を

通じた広報により掲載された国内

メディア報道及び海外主要メディ

ア報道件数及び【指標 9-2】SNS

アカウント（日本語・英語）エン

ゲージメント数、【指標 9-4】国

際協力キャリア総合情報サイト

(PARTNER)新規登録人数、【指

標 9-5】能力強化研修の参加人

数、【指標 9-6】研究成果の発刊

件数、【指標 9-9】参加・発信し

た国際会議の数、【指標 9-11】不

正腐敗を防止するための機構関係

者への啓発に係る実施状況（職員

向け研修、専門家向け研修、機構

内外向けセミナーの参加人数）の

７項目については達成度が目標値

の 120%以上、【指標 9-3】総合

的・横断的な事業評価・分析の実

施件数（横断的分析・詳細分析、

定量分析、定性分析等の実施開始

件数）の１項目については目標値

の 100%以上となっており、着実

に目標を達成している。 

 

（定性的実績） 

１． 広報 

国内外の市民やオピニオンリー

ダー等からの理解や共感を獲得す

べく、各ターゲット層に対して、

オンラインを含む多様な広報媒体

やメディアを複合的に活用し、開
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に 関 す る

納 税 者 の

理 解 向 上

と 支 持 の

拡 大 を 目

的とし、国

内、国際社

会 に お い

て 我 が 国

の 開 発 協

力 と そ の

成 果 に つ

い て 積 極

的 に 発 信

する。 

 

イ  事 業

評価 

PDCA

サ イ ク ル

に沿って、

事前評価、

モ ニ タ リ

ング、事後

評 価 を 確

実 に 実 施

し、結果を

公 開 し て

国 民 へ の

説 明 責 任

を果たす。

その際、過

去 の 事 業

評 価 の 結

果 か ら 得

ら れ た 教

訓・提言等

を 事 業 形

成 や 実 施

時 に 活 用

す る こ と

で、事業費

政府・政府

機関、企業、

教育機関、

市民団体等

とのパート

ナーシップ

を強化しつ

つ広報を行

う。 

 

イ 事業評

価 

PDCA サ

イクルに沿

って、事前

評価、モニ

タリング、

事後評価を

確実に実施

し、評価結

果を迅速に

分かりやす

く公開・発

信すること

で、国民へ

の説明責任

を果たす。

また、事業

評価の結果

から得られ

た教訓・提

言等を、事

業の形成や

実施時に活

用すること

で、事業費

の積算及び

事業期間の

設定をより

適切なもの

にすること

を含め、事

外のオピニ

オンリーダ

ーや広く一

般市民向け

にアフリカ

と日本のつ

ながり、日

本の開発協

力事業の意

義や成果に

ついての広

報を強化す

る。 

・公式ウェ

ブ サ イ ト

は、掲載す

る情報の優

先度を精査

し、より視

覚的に分か

りやすく、

かつ、必要

な情報にア

クセスしや

すいレイア

ウトやデザ

インへの改

善、また、デ

ータ管理の

効率化等を

目的とした

リニューア

ルに向けた

取組を引き

続 き 進 め

る。 

 

イ 事業評

価 

・ PDCA サ

イクルに沿

って、事前

ルコが日本に救助隊を派遣したことを引き合いに国際社会での相互支援に関するコメ

ントが多く寄せられ、国際協力の意義に対する理解や共感の深化を得た。 

 

◎ 第8回アフリカ開発会議（TICAD8：the 8th Tokyo International Conference on African 

Development）における広報実績【①③】：国内メディアに向けた日本記者クラブでの

記者会見や記者勉強会、海外メディアへのプレイベントやブリーフィング等、国内外の

メディアに向けた情報発信を積極的に行い、前回のアフリカ開催だったTICAD VI（海外

43件、国内94件）を大幅に上回る機構関連の報道件数を達成した（海外87件、国内196件

（ウェブ記事も含めると250件））。機構関連報道は、例えばコロナ禍でガーナの野口記

念医学研究所が中心的な役割を果たしたこと（朝日新聞）、脱食料危機においてアフリ

カ稲作振興のための共同体（CARD：Coalition for African Rice Development）によるコメ

増産に期待が寄せられていること（産経新聞）を報じるなど、機構の開発協力の理念や

付加価値、オーナーシップを尊重した長年の協力の特長を踏まえた個別事業を前向きに

報じるものが多くを占め、量・質ともに成果があった。また、機構による長年の支援の

成果について機構広報誌での特集やSNSでの関連記事により集中的に発信することで、

国民の関心・理解を促進した。 

 

◎ トップ広報【③】：理事長の就任記者会見（1回）、取材対応（日経、読売、毎日、共同

等）、寄稿（読売、毎日、Japan Times等）、メディア懇談会（2回）等、積極的なトップ

広報を通じて複合的危機下の国際秩序において日本の果たすべき役割、ODAの意義や必

要性を積極的に発信した。加えて、Financial TimesによるTICAD関連の特集において理事

長の発言が複数回引用されるなど、グローバルメディアによる積極的な発信も実施した。

特別顧問も多くの取材（朝日、中央公論等）や寄稿（読売、新潮フォーサイト等）に対

応し、JICAチェアを通じたひとづくりを含む機構の活動や途上国の現状・課題を広く発

信した。また、理事長個人名でのLinkedInアカウントを2022年6月22日に開設し、9か月で

フォロワー約7,700人を獲得した。 

 

○ 新たな発信媒体・メディアリレーションの開拓：機構の活動、開発途上国の課題等に関

心を持つ人の裾野を拡大するため、NHKラジオ「ちきゅうラジオ」、日経新聞「やさし

い経済学」、朝日小学生新聞の連載等、影響力があり、かつ定期的に発信が可能な報道

媒体を新たに開拓し、発信を強化した。また、日経新聞やNHK等に加えハフポストとの

関係強化を目的とした意見交換を行い、メディアリレーションの開拓・強化を行った。

新たな媒体による発信及び新たな記者との関係構築により、メディアを通じたより多く

の国民への情報発信につながっている。 

 

○ グローバルメディアへのアプローチ：TICAD8の機会を通じた計12件の機構関連報道の

ほか、Financial Timesによる「みんなの学校」の成果に関する報道、トルコ震災対応の報

道など、グローバルメディアへのアプローチについて一定の成果を得た。特にトルコ震

災対応の報道においては、BBC等による複数の国際報道につながった。また、在京海外

メディアが参画している日本外国特派員協会やフォーリン・プレスセンターとも関係を

強化し、当該組織と協力したグローバルメディアへの情報発信を実施した。 

 

く、対外発信に努めるとともに、

顕著な成果として結実することを

強く期待する。 

 

(1-2) 対応 

国民及び国際社会の理解を促進

するために、対象とするターゲッ

ト層に応じた発信内容や媒体、タ

イミングを戦略的に選択し、日本

の開発協力の成果や意義について

積極的かつ分かりやすく発信し

た。また、そのために必要なメデ

ィアリレーションの強化や発信方

法の改善などに取り組んだ。 

また、多様な開発課題に対応す

る人材を開拓し、国際協力への関

心を高めてもらうために、国内外

の社会開発課題「多文化共生」

「DX」に着目したキャリアフォー

ラムを実施した。また、多様なバ

ックグラウンドを持つ人材の国際

協力業界への参入を促進するため

に、バックオフィススキルや安全

管理、特殊言語技能を持つ人材に

もアプローチを行った。さらに、

人材の裾野を拡大するために、大

学生対象のセミナーを実施するこ

とにより若年層の開発協力に関す

る関心の拡大と参加促進に貢献す

るとともに、今後国際協力業界で

活躍が見込まれるJICA海外協力隊

訓練生や機構有期職員へのキャリ

アガイダンス等を強化した。 

人材の養成・確保の観点では、多

様な分野の開発協力人材の養成を

目的として能力強化研修において

計20コースを実施し、さらに将来

を見据えた人材の養成の観点から

機構及び開発コンサルタントにお

いて119名のインターンを受け入

れた。 

事業評価に関しては、事業の効

発協力の成果を積極的に発信し、

効果的な広報を展開した。特に、

国民の関心が高い時勢を踏まえ、

機構の取組みに係る情報を迅速か

つ効果的に発信するとともに報道

につなげるなど、年度計画の取組

を着実に実施したことに加え、以

下に特筆すべき実績が認められ

た。 

・「人間の安全保障」の理解を深

め国際協力に対する関心を高

めるべく、主に若年層をター

ゲットに発信を強化した。大

学生向けにオンラインセミナ

ーを実施するなど、参加者よ

り、人間の安全保障に係る理

解が深まるとともに、キャリ

ア・生き方を考える契機とな

ったとの声が多く寄せられ

た。 

・ウクライナ支援に関し L/A 調

印、緊急人道支援・保健医療

分野協力ニーズ調査団のモル

ドバへの派遣、地雷除去支援、

発電機供与を含む越冬支援等

の機会を捉え、プレスリリー

ス、空港やオンラインでの記

者会見、外務省との合同記者

勉強会等メディアへの積極的

な情報発信を実施した。 

・トルコ南東部を震源とする

地震に関し、国際緊急援助隊

の結団式や解団式、帰国後の

隊員へのインタビューなど、

メディアへ積極的に取材案内

や取材依頼への対応を行い、

4,446 件の国内報道があっ

た。 

・TICAD8 における広報実績と

して、国内外のメディアに向

けた情報発信を積極的に行

い、前回を大幅に上回る機構
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の 積 算 及

び 事 業 期

間 の 設 定

を よ り 適

切 な も の

に す る こ

とを含め、

事 業 内 容

の 質 の 向

上 及 び 事

業 の 進 捗

管 理 方 法

の 改 善 に

つ な げ る

こ と を 重

視する。 

 

ウ  開 発

協 力 人 材

の育成 

開 発 課

題 の 多 様

化、複雑化

に 対 応 す

るため、中

長 期 的 な

視 点 を 持

っ て 開 発

協 力 人 材

の 育 成 に

取り組む。

その際、若

年 層 を 中

心 と す る

人 材 の 裾

野 拡 大 及

び 重 要 分

野 に お け

る 人 材 養

成 を 重 視

する。 

 

業内容の質

の向上及び

事業の進捗

管理方法の

改善につな

げることを

重視する。

特に、事後

評価におい

ては、外部

専門家の評

価を取り入

れる等、客

観性を担保

するととも

に、多様な

主体との連

携促進や専

門的な分析

を強化し、

評価の質の

向上に取り

組む。加え

て、機構の

事業マネジ

メントに的

確に対応す

る事業評価

を新たに推

進し、必要

な評価制度

の構築に取

り組む。 

 

ウ 開発協

力人材の育

成 

開発課題

の多様化、

複雑化に対

応する開発

協力人材の

評価、モニ

タリング、

事後評価、

フィードバ

ックを着実

に 実 施 す

る。評価結

果はウェブ

サイトにて

迅速かつ分

かりやすく

公開・発信

するほか、

事業評価か

ら得た知見

を対外発信

する。 

・事業改善

や効果向上

のため、事

業評価や総

合的・横断

的分析、評

価手法改善

の取組から

得られる教

訓・提言を

次の事業の

形成や実施

時に活用す

ることで、

事業費・事

業期間のよ

り適切な設

定を含む、

事業内容の

質の向上及

び事業の進

捗管理方法

の改善を図

る。 

・事業評価

○ 若年層向け広報：「グローバルフェスタJAPAN」に出展した。2日間で、会場・オンライ

ンで延べ2万人以上が参加・視聴した。主に若年層を対象に、人間の安全保障やSDGs、

開発課題や機構の取組に関するトークショーや参加型イベントなどを実施し、対象層が

分かりやすい形で理解の深化を図った。また、機構が実施した事業の成果やヒューマン

ストーリーを題材に、若年層が理解しやすい漫画（6テーマ、それぞれ和文・英文）を制

作した。一部の巻は、国内・海外拠点や大学などを通して約2,500部を配布するとともに、

機構のウェブサイトでも公開した。 

 

○ ウェブサイトリニューアルに向けた取組：機構公式ウェブサイトは、情報公開や告示・

公告だけでなく、知見の共有をとおして組織の経験を社会へ還元するための重要な媒体

であるため、閲覧者にとってより使いやすく魅力的なサイトとするため、10 年ぶりの全

面リニューアルを準備中である。2023 年 6 月末の公開に向け、意匠デザインの刷新、サ

イト構成の見直し、多言語での展開、迅速性の向上などを実現するための作業を進めた。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

広報の対象となるターゲット層の理解や共感をより深めるために、それぞれの層の特

性に応じて発信の内容や媒体、タイミングを不断に見直すとともに、新しい媒体や手法

を取り入れていく必要がある。日本国民の幅広い層に対し、単に事業の内容や成果を示

すだけでなく、日本国内への裨益・還元も含めた協力の意義について、引き続き写真や

動画等も活用しつつ分かりやすい言葉で発信し、ODAに対する理解や共感を深化させ

る。加えて、海外メディアとの連携をさらに強化し、機構及び機構が実施する開発協力

に対する国際社会の理解や信頼の向上を図る。 

 

No.9-2 事業評価 

（1）業務実績 

◎ 衛星データを活用した評価【③】：タイにおいて、都市高速鉄道（MRT）導入によるMRT

沿線の経済開発の状況を、衛星データによる沿線周辺夜間光変化の比較や、Googleマッ

プを活用した建築物の高さ変遷等の比較を用いることで、これまで収集が困難であった

経済開発へのインパクトとして評価し、学会（アジア評価週間、日本開発学会）を通じ

て説明した。また、機構内外を対象として衛星データの利活用に係るセミナーを開催し、

一層の促進を図った。 

 

◎ 新興国の評価能力向上支援【③④】：機構が継続的に実施してきた事業評価の質の向上

に係る取組が注目され、マレーシア及びサウジアラビアから依頼があり、機構における

事業評価の在り方についての講義を実施。マレーシア外務省次官補から機構の評価制度

等が高く評価されるとともに、継続的な協力に対する期待が寄せられた。また、韓国国

際協力団（KOICA）と事業評価の在り方及び手法に関する情報・意見交換、今後の事業

評価における機構・KOICA間の連携協議を実施した。 

 

○ 開発途上国政府の事業評価能力の向上を図り、事業改善、効果向上に寄与すべく、課題

別研修「質の高い事業評価のデザイン、実施及び制度構築のための能力強化」を実施し

た。 

果向上に向けて、事業評価・テー

マ別評価・教訓の導出を通じて評

価の質向上を図りつつ、日本評価

学会等各種学会、OECD-DAC等を

通じた機構内外の最新の動向に対

応して実施した評価の結果や導出

された教訓を活用するほか、学会

発表、事業年次報告書内容の改善、

フィードバックセミナーの強化等

の本年度の取組を踏まえ改善を検

討した。 

国際緊急援助に関しては、救助

チームにおいては国際認証の受検

準備を通じて体制強化を図り、過

去最高の評価で再認定を受け、そ

の能力を実証した。医療チームに

おいて野外病院の運用を想定した

訓練を3年ぶりに実施したほか、感

染症チームにおいても、3年ぶりに

導入研修を実施するなど、新型コ

ロナウイルスの影響に鑑み近年実

施できていなかった訓練・研修を

実施することにより体制整備・強

化に努めた。 

知的基盤の強化に関しては、コロ

ナ後に定着したリモート環境を有

効活用したオンラインセミナーの

開催や動画や SNS 等の多様な媒

体を通じた戦略的な発信を通じ、

研究成果の国内外での認知度向

上、援助潮流形成への貢献に努め

た。また、研究成果は、リサーチ・

ペーパー、ディスカッション・ペ

ーパー、ポリシー・ノート、書籍・

報告書、査読付学術ジャーナル等

の多様な媒体で発刊するととも

に、セミナー、学会、大学での講義

等を通じて、多様な関係者に発信

した。特に、フラッグシップ・レポ

ート「今日の人間の安全保障」の

内外関係者への積極的な発信を通

じ、複合的リスクを抱える経済社

関連の報道件数を達成した。

機構の開発協力の理念や付加

価値、オーナーシップを尊重

した長年の協力の特長などを

報じるものが多くを占め、量・

質ともに成果があった。 

・理事長の積極的なトップ広報

を通じて複合的危機下の国際

秩序において日本の果たすべ

き役割、ODA の意義や必要性

を 発 信 し た 。 加 え て 、

Financial Times に よ る

TICAD 関連の特集において

理事長の発言が複数回引用さ

れるなど、グローバルメディ

アによる積極的な発信も実施

した。 

 

２．事業評価 

 中期計画の取組を着実に実施し

たことに加え、以下の特筆すべき

実績が認められた。 

・タイにおいて、都市高速鉄道

（MRT）導入による MRT 沿

線の経済開発へのインパクト

として評価し、学会（アジア

評価週間、日本開発学会）を

通じて説明するなど、衛星デ

ータを活用した評価の一層の

促進を図った。 

・新興国の評価能力向上支援と

して、マレーシア及びサウジ

アラビアから依頼があり、機

構における事業評価の在り方

についての講義を実施した。

ま た 、 韓 国 国 際 協 力 団

（KOICA）と事業評価の在り

方及び手法に関する情報・意

見交換など、機構・KOICA 間

の連携協議を実施した。 

 

３．開発協力人材の育成 
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エ 研究 

事 業 の

質 の 向 上

と 開 発 協

力 を め ぐ

る 国 際 潮

流 の 形 成

に 向 け て

６ つ の 領

域（政治、

経済、人間

開 発 、 平

和、地球環

境、開発協

力）に関す

る 研 究 を

実施し、そ

の 成 果 の

積 極 的 な

発 信 を 行

う。 

 

オ  緊 急

援助 

国 際 緊

急 援 助 隊

の 対 応 能

力 強 化 を

通じ、大規

模 災 害 発

生 時 に 迅

速 か つ 適

切 な 緊 急

援 助 実 施

を 可 能 と

す る 基 盤

を 強 化 す

る。 

 

カ  事 業

の 戦 略 性

強 化 や 制

発掘・育成

に貢献する

ため、若年

層を中心と

した人材の

裾野拡大及

び重要分野

における人

材養成に取

り組む。そ

の際、国際

キャリア総

合情報サイ

ト

「 PARTN

ER」の利用

者を拡大す

る と と も

に、キャリ

ア関連情報

の発信や提

供を行うこ

とで、開発

協力人材の

キャリア形

成を促進す

る。加えて、

インターン

シップ等、

若年層に対

する実務機

会の提供及

び研修の実

施を通じて

能力強化・

向上に取り

組む。 

 

エ 研究 

事業の質

の向上と開

発協力をめ

の質の向上

のため、大

学等の外部

有識者の助

言を取り入

れ、多様な

主体と連携

した評価の

実施・分析

を 推 進 す

る。特に、

2021年度か

ら適用され

た新評価基

準 に 基 づ

き、「Leave 

no one 

behind（誰一

人取り残さ

ない）」や

「 Human 

well-Being

（人々の幸

福）」等の要

素を適切に

加味した外

部事後評価

レファレン

スの改定を

行う。 

・ 機 構 が

2022年度よ

り導入する

新たな事業

マネジメン

トに対応す

る事業評価

の手法を検

討・整理す

べく、機構

内関連部署

と協働し、

 

○ 協力金額2億円以上の事業207件の案件形成時の事前評価表の策定について事業部門へ

の支援を実施。また、事前評価表作成に資するナレッジ教訓、指標レファレンスの策定、

更新を実施した。 

 

○ 事後評価の実施：協力金額10億円以上の全ての事業及び10億円未満であっても有効な教

訓が得られる可能性の高い事業計67件の外部評価と、2億円以上10億円未満の事業64件

の内部評価を実施。 

 

○ PDCAサイクルに沿って事前評価、モニタリング、事後評価を実施しており、得られた

教訓等をセミナーを通じて機構全体にフィードバックした。2022年4月に公開した2021

年度評価年報においては、これらの評価サイクルや教訓等を全体的に俯瞰・把握しやす

くすることを目的として「at a Glance」のページを初めて設けた。 

 

○ 「Leave No One Behind（誰一人取り残さない）」「Human Well-Being（人々の幸福）」、

「紛争影響国・地域における事業評価」等について、学識経験者、民間団体、NGO、マ

スコミ、国際機関から構成される外部有識者委員会を通じて助言を得ることで多様な主

体と連携しつつ、評価要素として加味すべく外部事後評価レファレンスの改訂、「紛争

影響国・地域の事業評価の手引き」の策定を通じ、事業評価の質の向上を図った。 

 

○ 機構が2022年度から導入している新たな事業マネジメント（クラスター事業戦略）のう

ち「水道事業体」、「市場志向型農業振興アプローチ（SHEP）」、「母子保健」、「サ

ヘル地域の平和と安定」を対象として進められているモデルの構築に合わせ、案件の形

成、実施・モニタリング、評価等をクラスター単位で実施する「クラスター・マネジメ

ント強化」の検討を実施した。機構内横断的かつ、外部事後評価有識者委員会の助言も

得つつ、説明責任と事業の改善に資する検証を実施し、導入を推進した。 

 

○ 事業評価の質の向上及び適正な予算執行管理の推進により事業費・事業期間の適切な設

定を含む、技術協力の事業計画・進捗管理方法の改善を図った。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

SDGsへの認知度が高まる中で、機構の事業評価についてもSDGsへの貢献のため改訂され

たDAC新評価基準に基づく検討を進め、その骨子となる「Leave No One Behind（誰一人取り

残さない）」の視点を導入した。2022年度から当該基準に基づく事後評価結果の策定を進め

ており、2023年度以降は、本取組を更に推進するとともに、新旧評価基準での評価推移を継

続的に検証する。 

 

No.9-3 開発協力人材の育成 

開発における協力ニーズが多様化する中、不足する開発協力人材の養成・確保は喫緊の課

題である。2022年度は多様化するニーズに対応できる人材開拓を目指したキャリア情報提供

に加え、異業種での経験が活かせる国際協力業界の懐の深さをアピールした人材の裾野拡大

会においてますます重要となる人

間の安全保障の概念の周知、理解

の深化に大きく貢献した。 

 

（2-1）前年度評価時指摘事項２ 

上記評価を踏まえ、引き続き事

業の戦略性の向上及び制度の改善

に尽力するとともに、新規事業ア

イデアや現地リソース活用等の事

業、DX関係の取組については、そ

れらが試行的な位置付けのものに

留まらず、今後機構の本体事業に

おいて有効に活用され、具体的成

果に結実するよう適切に検討を進

めることを期待する。また、コロ

ナ禍の機動的な支援等、適時・適

切な協力を検討し実施していくこ

とを期待する。 

特に、2020年度に発生した無償

資金協力の支払前資金の管理問題

は、2021年度末で減少しているが、

継続して適切な管理に努め、機構

内の支払前資金の管理体制及び運

用の強化に留意されたい。 

また、各年度における目標値の

設定について、有識者からの意見

の通り、目標設定が恣意的でない

こと（期間中に達成すべき成果（ア

ウトカム）から目標値を設定する

こと）、特段の事情による目標値

の設定・変更に係る十分な説明を

付すこと、これら等に留意し、適

切な定量及び定性的な評価を実施

すること。 

 

（2-2）対応 

（新規事業アイデア） 

新規事業アイデア募集・実施に関

し、過去3回（2018～2020年度）の採

択案件（25件）のうち約半数の案件

（10件）（DXの推進に係る取組も含

む）が、2022年度時点でイノベーシ

 中期計画の取組を着実に実施し

た。 

 

４．研究 

 中期計画の取組を着実に実施し

たことに加え、以下の特筆すべき

実績が認められた。 

・日本経済新聞の「やさしい経

済学」において「複合リスク

下の途上国債務」をテーマに

11 回の連載を行い、途上国の

債務問題を発信した。これを

契機として、在米日系メディ

アに対する債務問題について

のブリーフ・意見交換や緒方

研究所主催のセミナーを実施

し、好評を得た。 

・マダガスカルにおける「みん

なの学校プロジェクト」が、

米国 RTI が行う国際調査研

究において、低・中所得国に

おける子どもの算数学習改善

を図った代表的な優良 6 事例

の一つとして選出されたほ

か、2022 年 9 月に Financial 

Times 誌にも取り上げられ

た。 

 

５．緊急援助 

【指標 9-7】緊急援助の対応体制

強化に係る取組の推進状況 

 中期計画の取組を着実に実施し

たことに加え、以下の特筆すべき

実績が認められた。 

・トルコ南東部を震源とする地

震に対し、発災から約 12 時

間後に国際緊急援助隊・救助

チームの第一陣が出発など、

過去に例がないスピードで派

遣した。翌日に出発した第二

陣も加えると救助チームは計

74 名となる。また、救助チー
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度改善 

我 が 国

の 持 つ 強

み や 機 構

が 有 す る

開 発 協 力

の リ ソ ー

スを蓄積・

活用し、開

発 途 上 地

域 の 経 済

社 会 の 発

展 及 び 平

和 と 安 定

に 最 大 限

貢 献 す る

とともに、

JICA 国別

分 析 ペ ー

パ ー や

JICA グロ

ーバル・ア

ジ ェ ン ダ

（ 課 題 別

事業戦略）

等を、方針

策 定 や 事

業 展 開 に

適 切 に 反

映する。そ

の際、民間

も 含 め た

様 々 な 開

発 パ ー ト

ナ ー が 有

する経験、

資 金 等 を

活 用 し た

連 携 と 学

び 合 う こ

と 並 び に

機 構 が 有

ぐる国際潮

流の形成を

通じて世界

の平和と開

発に貢献す

るため、6つ

の領域（政

治、経済、人

間開発、平

和、地球環

境、開発協

力）に関す

る研究を実

施し、研究

成果の積極

的な発信を

行うことに

より、JICA

緒方貞子平

和開発研究

所が内外の

開発・国際

協力研究の

拠点となる

ことを目指

す。研究実

施に当たっ

ては、国際

秩序の変化

や日本の経

験、各国の

歴史・文化

を踏まえ、

普遍的価値

の在り方を

柔軟に追究

し、その成

果を発信す

る。加えて、

情報社会へ

の転換、気

候変動等の

クラスター

事業戦略の

試行評価等

を 推 進 す

る。 

 

ウ 開発協

力人材の育

成 

・開発課題

の多様化、

複雑化に対

応する開発

協力人材の

発掘・育成

に貢献する

ため、若年

層を中心と

した人材の

裾野拡大及

び重要分野

における人

材養成に取

り組む。人

材の裾野拡

大について

は、特に若

年 層 の

PARTNER

登録・利用

の促進、キ

ャリア形成

支援に係る

情報発信の

強化、研修

コンテンツ

の 提 供 、

PARTNER

の登録団体

数の増加に

取り組む。

また、2023

とキャリア情報提供を行った。また、専門性を持つ人材の能力向上にも引き続き取り組んだ。 

 

（1）業務実績 

① 多様化するニーズに対応する開発協力人材の開拓 を目指したキャリア情報提供 

○ キャリアフォーラムの実施 

• 「withコロナ時代の多文化共生×国際協力キャリア」」（2回合わせて202人参加）：日本

国内において高まっている外国人支援人材の育成ニーズに呼応して、国際協力の現場経

験等を経て、農業分野と医療分野において多文化共生に貢献している講師2組にそのキ

ャリアパスについてお話しいただき、多文化共生分野での国際協力の経験活用に関する

知見の共有を実施した。参加者からは「地元でできる国際協力の形を模索していたので

勉強になった」「外国人支援に関連する分野でのキャリア形成を考えていたので勉強に

なった」という声があった。 

• 「国際協力におけるDXの取組と人材」（145人参加）：デジタル化への適応が各国の経

済社会の発展に不可欠となっている昨今、開発途上国でのデジタル化推進のための人材

及び産業の育成が国際協力においてもますます重要視されてきている中、デジタル業界

における国際協力への関心喚起や人材確保のために開催。参加者からはデジタル分野で

国際協力に携わる人に求められる資質や能力について学ぶことができたという声、デジ

タル技術を活用した事業の目的やビジョンに対して共感できる部分が多く良かった等

の声があった。 

• 「バックオフィススキルを活かして国際協力業界で活躍する！」（130人参加）：技術移

転に必要な専門性がないと自己判断して国際協力業界へのキャリアを諦めている人材

に対し、技術移転分野以外の専門性（事務、経理、企画、マーケティング、ファンドレ

イジング等）を活かして業界で活躍している方、国際協力業界に入ってから技術移転の

専門性を構築している方の事例を紹介し、多様なバックグラウンドを持つ人材の参加促

進を狙い開催した。 

 

② 裾野拡大のためのキャリア情報提供 

○ 各種JOBセミナーの実施： 

• 「スペイン語を活かして中南米で働く」（146人参加）：2021年度に実施したフランス語

編に続き、以前から人材が不足していると言われているスペイン語人材をターゲット

に、語学力を活かした国際協力キャリアの関心を高めるセミナーを実施。「登壇者が中

南米で働くようになった経緯や携わった幅広い分野のプロジェクトを知れて興味がわ

いた」等の声があった。 

• 大学生向けJICAキャリアイベント「実は、近い将来、『南国のビーチでまったり』が、

夢になるかもしれません。」（51人参加）：株式会社マイナビと協力し、気候変動枠組

条約（UNFCCC：United Nations Framework Convention on Climate Change）第27回締約国

会議（COP27）開催のタイミングと合わせて大学1-2年生をターゲットに、その世代で認

知度の高いSDGsのうち、特に関心の高い気候変動をテーマとして実施した。 

• 「安全管理の仕事に挑戦してみませんか？～経験者が語る多様なキャリアパス～」（67

人参加）：国際協力における安全管理について業務の実情や意義等を紹介し、異業種か

らの転進でも経験が活かせること、当該業種の経験を他業務にも活かせることを伝え、

国際協力における安全管理というキャリアへの関心を高めた。 

ョン推進のための予算からではな

く、通常の事業予算を使って各部署

の新機軸の事業として実施されて

いる。具体的成果に結実した例とし

て、カカオ産業の児童労働等の課題

解決に向けた企業等との共創・協働

の場を提供する「開発途上国におけ

るサステイナブル・カカオ・プラッ

トフォーム」の設立のほか、日本国

内の日系人集住都市に中南米から

日系人を機構の研修員として受入

れ、当該地域の多文化共生・地方創

生に貢献する「日系社会研修（多文

化共生推進／日系協力型）」（通称：

日系サポーター）の制度化等が挙げ

られる。 

（支払前資金） 

外務省から交付を受け、先方政府

に支払を行うまでの間の機構で管

理している無償資金協力資金（支払

前資金）について、2021年10月の財

政制度等審議会において適切な管

理を行うよう指摘を受けて以降、事

業の進捗促進をはじめとした支払

前資金の削減に資する取組を進め、

支払前資金を2020年度末1,960億円

から2021年度末1,783億円に削減し

た。2022年度末は2,181億円となった

が、年度末に閣議決定され資金交付

を受けたウクライナ「緊急復旧計画

フェーズ２」530.72億円 を除けば

1,650 億円となり、前年度より133 

億円削減した。 

なお、ウクライナ「緊急復旧計画

フェーズ２」の資金は、緊急的な支

払実行を要したため、2022年度内に

交付を受けたものであり、2023年5

月に支出済み。 

（目標設定） 

指摘を踏まえ、目標値設定の考え

方について、必要な箇所に説明を

付すよう対応する。なお、年度ご

ムに続き、医療チームを、

WHO が定める野外病院レベ

ルの規模として派遣し、１次

隊から 3次隊まで延べ 181 名

の医療関係者が現地にて約

2,000 名を診療するなど、迅

速かつ機動的に対応した。 

・モルドバにおいて緊急医療チ

ーム調整所（EMTCC）のウク

ライナ避難民に対する効率的

な運営に貢献し、モルドバ政

府及び WHO から高く評価さ

れた 

・国際緊急援助隊・救助チーム

は、国際捜索救助諮問グルー

プにより「ヘビー級」として

再認定を受けた。この認定に

より、高い能力を有するチー

ムとして認められ、他の様々

な救助チームよりも優先され

ることから、迅速な派遣、自

己完結型の活動、高度で安全

な救助、被災国政府との調整

等が可能となる。 

・医療チームの WHO における

議論等に参画し、日本がこれ

まで経験した知見・経験を基

に技術標準やガイドラインの

作成支援を行うなど、WHO

からも高い評価を得られた。 

・アフガニスタン、フィリピン、

トルコ・シリア地震被害や、

パキスタン洪水被害に対する

緊急援助として、迅速に物資

供与を行った。加えて、キュ

ーバ、ベリーズのハリケーン、

キリバス及びツバルの干害、

チリの森林火災、バヌアツ、

マラウイ、モザンビークのサ

イクロン被害等に対する緊急

援助物資供与などを 19 件実

施した。 
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す る 様 々

な 援 助 手

法 を 柔 軟

に 組 み 合

わ せ た 一

体 的 な 協

力 の 実 施

を 重 視 す

る。 

 

キ  国 際

的 な 議 論

へ の 積 極

的 貢 献 及

び 国 際 機

関・他ドナ

ー 等 と の

連携推進 

貧 困 撲

滅 と 持 続

可 能 な 開

発 と い う

国 際 的 合

意 の 実 現

に向けて、

国 際 的 な

開 発 協 力

の規範・潮

流 の 形 成

に 貢 献 す

る と と も

に、事業の

戦 略 的 推

進 に お け

る 相 乗 効

果 を 実 現

するため、

国 際 機 関

や 新 興 ド

ナ ー を 含

む 他 ド ナ

ー 等 と の

今日的な課

題や脅威に

も 留 意 す

る。また、機

構の事業現

場から得ら

れる知見や

我が国の開

発経験を活

用し、国内

外の研究者

等との連携

を通じて、

SDGs の戦

略的推進や

人間の安全

保障の実現

に資する知

識の共創に

取り組む。

研 究 成 果

は、事業に

フィードバ

ックすると

ともに、国

際社会にお

ける日本の

知的プレゼ

ンスを更に

強化するた

め、多様で

先進的な媒

体を通じて

内外の援助

実務者、研

究者や政策

立案者等に

広く発信す

る。また、機

構内の研究

人材育成に

も 取 り 組

年度稼働予

定 の 次 期

PARTNER

システムの

要件定義と

開発を進め

る。加えて、

国際協力に

関心を有す

る学生（大

学生・大学

院生）及び

社会人に対

してインタ

ーンシップ

の機会を提

供する。 

・重要分野

における人

材養成につ

いては、将

来にわたり

開発協力業

務に従事す

る意志を有

する個人に

対し、開発

ニーズが高

い分野にお

ける機構事

業の中核を

担う高度専

門人材の育

成を行うこ

と を 目 的

に、海外の

教育機関等

における学

位取得機会

を 提 供 す

る。また一

定の専門性

 

○ 訓練所キャリアガイダンス（4回150人参加）：国際協力を担う人材としてNGOや開発コ

ンサルタント業界からも期待が高いJICA海外協力隊の訓練生に対し、将来的な国際協力

業界でのキャリア形成に派遣前から関心を持ってもらうべく開催。訓練生からは国際協

力の仕事の全体像を知ることができてよかった、個別相談に乗ってもらえてよかった等

の声があった。 

 

○ 機構有期職制人員に対するキャリアワークショップ（2回で累計82人参加）：機構にお

いて知識と業務経験を積み、契約満了後に国際協力業界での活躍が期待できる機構の

有期職制人員に対し、国際協力業界で求められる資質を説明の上、各人のキャリアの

棚卸し（現状把握）を行うとともに、国際協力業界において目指す姿に向けて今後身

に付けるべき資質と能力を理解するワークショップを行った。  

 

③ 国際協力キャリア総合情報サイト「PARTNER」の充実と新規構築の準備 

○ 現行「PARTNER」のコンテンツ充実を目的とし、キャリア図鑑（20本）、PARTNER

コラム（21本）、ROOKIESコラム（11本）等コンテンツの定期的発信や、世界銀行、

一般社団法人 海外コンサルタンツ協会（ECFA：Engineering and Consulting Firms 

Association）、開発ジャーナル社、関西NGO協議会等関係団体との協働によるセミナ

ーなどを実施した。 

 

○ 次期「PARTNER」の構築：国際協力キャリアを志向する人材及び団体情報の一元化を目

指し、各登録者の志向に合わせたキャリア情報の発信を行う機能を持つ次期PARTNER

の要件定義を完了した。2023年度に開発を開始予定。 

 

④ 将来に向けた人材の養成・確保 

○ 能力強化研修の実施：能力強化研修は、2022年度は新規2コースを含む計20コースを実

施し、多様な分野の開発協力人材の養成に取り組んだ。特に、「栄養改善人材養成」、「学

びの改善アプローチ」、「民間セクター開発」、「気候変動対策と開発」等、SDGsゴールに

対応するコースを実施し、当該分野を担う開発協力人材の養成を行った。研修対象者は

一定の専門性を有する開発協力人材を主とし、機構の事業に参画することを前提に、実

践的な知識や技能の習得に重きを置いた研修内容とした。また、新型コロナウイルス感

染症予防に留意しつつ、対面又はオンライン若しくは両者のハイブリッドで実施し、オ

ンラインやハイブリッドでは遠隔地からも受講者を受け入れた。コースによっては、事

前に与えられた各国の情報を基にプロジェクトを推進するうえでの対応や留意点を考

えるためのインタビューを在外のプロジェクトに対して行い、紙面上の情報と併せて実

際の実務者から話を聞くことでより実践的な考察を得るワークショップを行うなど工

夫も行った。 

 

○ インターンシップ受入れ：将来の開発協力人材を養成するため、合計119名のインター

ンを機構本部及び国内拠点で受入れた。コロナ禍前は海外拠点での受け入れが過半であ

ったが、新型コロナウイルス感染症が拡大して以来最高の受入れ人数を国内ポストのみ

で達成した。オンラインも活用し、地方からの参加も促進された。 

との定量指標の目標値は、通期の

目標水準に加え、開発途上国を含

めた社会経済の変化やその予見、

予定されている外交イベントや国

際会議といった要素を勘案した上

で設定している。定量指標によっ

ては各年度の目標値が均等になら

ない場合もあるが、通期の目標水

準自体は維持しており、有識者が

懸念されるように恣意的に目標水

準の引き下げを行っているもので

はない。 

 

（3-1）前年度評価時指摘事項３ 

上記評価を踏まえ、引き続き、主

要国際会議への参加及び発信や、

開発資金に関する議論への参画を

通じた国際援助潮流の形成等に取

り組むとともに、国際機関、他ド

ナーとの連携による開発効果の最

大化に取り組むことを期待する。

その際、日本政府による分担金・

拠出金との相乗効果も念頭におい

たバイ・マルチ連携に向けた機構

の継続的な協力を期待する。 

 

（3-2）対応 

引き続き世界銀行、ADB、IDB 等

との協調融資に取り組みつつ、バ

イ・マルチ連携の更なる進展のた

め、日本政府における UNDP や

ICRC との政策協議における議論を

踏まえ、機構との連携可能性に関す

る協議を行った。 

また、世界銀行グループとの長年の

関係構築の成果として、ウクライナ

対応において機構は同行との協調

融資により迅速に緊急財政借款の

L/A を調印し、貸付を実行した。さ

らに、世界銀行グループの国際金融

公社（IFC）とは、2017 年に締結し

た MOC の協調投融資目標（5 年間

 

６．事業の戦略性強化や制度改善 

【指標 9-8】JICA グローバル・ア

ジェンダ（課題別事業戦略）に基

づく多様な開発パートナーとの連

携状況 

 中期計画の取組を着実に実施し

たことに加え、以下の特筆すべき

実績が認められた。 

・JICAグローバル・アジェン

ダに基づく案件形成を促進し

た。在外公館の経済協力担当

者及び機構海外拠点の事業担

当者向けの会議を外務省と共

催し、戦略的な案件形成を図

った。 

・ウクライナ及び周辺国支援の

迅速な実現として、分野横断

的かつ迅速な案件形成を行

い、切れ目のない支援の実施

につなげた。また、有償資金

協力を通じた世界銀行との協

調融資により迅速な財政支援

を実現、無償資金協力につい

ては一案件として過去最大規

模（224.4 億円）の無償資金協

力を形成するなど、日本政府

と共に、G7 をはじめとする国

際社会との連携強化に寄与し

た。 

・自然災害等の緊急事態に際し

ての中長期的な復旧・復興を

視野に入れた迅速な支援に資

する新たな制度として「災害

対応技術協力」を導入し、第

一号案件としてパキスタン洪

水対策案件を開始した。本制

度により、緊急的な支援要請

に迅速に対応可能となった。 

・機構内で実施している新規

事業アイデアに関し、「JICA-

高専オープンイノベーション
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連 携 を 推

進する。そ

の際、我が

国 が 重 視

す る 考 え

方 や 開 発

協 力 の 実

践 か ら 得

ら れ た 知

見・リソー

ス を 有 効

に 活 用 す

る こ と を

重視する。 

 

ク  環 境

社会配慮 

開 発 協

力 事 業 が

環 境 や 社

会 に 与 え

る 負 の 影

響を回避・

最小化・軽

減・緩和・

代 償 す る

ため、事業

の 各 段 階

で 適 切 な

環 境 社 会

配 慮 を 確

保 す る 取

組を行う。

また、開発

協 力 事 業

の 実 施 に

当たり、国

際 人 権 規

約 を 始 め

と す る 国

際 的 に 確

立 さ れ た

む。 

 

オ 緊急援

助 

大規模災

害等による

被災者救済

を迅速、効

率的かつ効

果的に実施

するため、

国際基準を

踏まえた研

修・訓練を

行い、国際

緊急援助隊

の能力強化

を行う。ま

た、国際水

準の資機材

整備等によ

る派遣体制

強化に当た

っては、航

空機の小型

化や新型コ

ロナウイル

スの感染拡

大等により

縮小した国

際航空貨物

輸送状況を

踏まえて携

行資機材の

輸送を迅速

かつ確実に

行うために

必 要 な 管

理・輸送体

制の見直し

を 行 う な

ど、迅速性

や実務経験

を有する開

発協力人材

に 対 し て

は、機構事

業への参画

を前提とし

た実践的な

知識や技能

の習得に重

きを置く能

力強化研修

を実施し、

SDGs の 達

成やJICAグ

ローバル・

アジェンダ

の実現等に

貢献できる

即戦力人材

の育成を行

う。 

 

エ 研究 

・「平和と開

発のための

実践的知識

の共創」と

いう機構緒

方貞子平和

開発研究所

ビジョンの

もと、事業

の質の向上

及び開発協

力をめぐる

国際潮流の

形成に資す

る国際的な

学術水準の

研 究 を 行

い、積極的

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

開発協力人材の不足という課題に対し、人材の裾野拡大とともに、人材が不足する分野で

の即戦力人材及び専門人材の養成が必要である。また、いずれも、機構の事業戦略と平仄を

合わせた形で実施されていく必要がある。人材の裾野拡大については、特に国際協力のキャ

リア構築には時間がかかることから、若年層に将来のオプションの一つとして認識してもら

うことが重要である。このため、若年層に対して国際協力キャリアの意識付けを実施するた

めに大学とイベント等での連携を検討していく。また、「PARTNER」に関しては、従来の登

録者に加え、機構の各種プログラムに応募した人材情報の一元化を行い、同情報を迅速に分

析・活用し、各人材の志向に合った情報を適時に適切に提供し中長期的なキャリア形成を促

進するための体制整備を行うため、次期システムの開発に着手する。人材が不足する分野等

での人材の養成については、グローバル・アジェンダ等戦略に基づいて実施する機構の事業

に携わる人材の戦略的な育成計画の策定を通し、既存の能力強化研修や開発協力人材育成事

業、ジュニア専門員制度等を通じて機構事業の中核を担う専門人材を引き続き養成してい

く。 

 

No.9-4 研究 

（1）業務実績 

◎ 人間の安全保障を広く発信【③】：2021年度発刊したフラッグシップ・レポート「今日

の人間の安全保障」創刊号を様々なイベントで紹介したほか、同レポート英文版の発刊

等を通じ、人間の安全保障の概念・実践について国内外に広く周知した。また、機構緒

方研究所内に開設した緒方貞子メモリアルギャラリーを通じて、プレスツアーや国内外

の大学生及び教員に対する説明・体験プログラムを実施するなど、故緒方貞子氏の功績

及び人間の安全保障についての取組を広く国内外、特に次世代に対して発信した。 

 

◎ 日本経済新聞に途上国の債務問題を発信【③】：日本経済新聞の「やさしい経済学」に

おいて「複合リスク下の途上国債務」をテーマに11回の連載を行った。開発協力事業と

学術研究の双方を行っている機構緒方研究所の独自の知見・考察をいかし、債務危機の

発生要因や債務負担能力に関する学術研究の紹介、最近の債務の動向、中国による融資

の諸課題、債務の透明性、重債務国への支援の在り方など幅広い論点を網羅し債務問題

の重要性についてタイムリーな発信を行った。債務問題について包括的に知ることがで

きたといった声もあったほか、これを契機として、在米日系メディアに対する債務問題

についてのブリーフ・意見交換や緒方研究所主催のセミナーを実施し、好評を得た。 

 

◎ インパクト評価に係る研究が外部機関により優良事例として選出【③④】：マダガスカ

ルにおける「みんなの学校プロジェクト」が、ゲイツ財団の資金面の支援を受けて米国

Research Triangle Institute Internationalが行う国際調査研究において、低・中所得国におけ

る子どもの算数学習改善を図った代表的な優良6事例の一つとして選出されたほか、

2022年9月にFinancial Times誌にも取り上げられた。同様に、エルサルバドルで機構が支

援した教科書開発事業についても優良6事例の一つとして選出された。マダガスカル及

びエルサルバドルにおいて、緒方研究所に所属する研究員が中心となって行ったインパ

クト評価により、子どもの学習成果への効果を厳密に測定し、得られたエビデンスをも

で 15 億ドル）を達成し、更に 5 年

間で同規模の協調投融資を目標に

MOC を更新した。加えて、UNDP と

の連携を通じた人間の安全保障の

理解促進、COP27 での気候変動対策

分野における JICA グローバル・ア

ジェンダの紹介、第 4 回アジア・太

平洋水サミットでの機構の協力方

針及び実績に関する発信など、国際

援助潮流の形成に貢献した。 

 

（4-1）前年度評価時指摘事項４ 

上記評価を踏まえ、女性のエン

パワメントとジェンダー平等推進

に繋がる活動に一層注力するとと

もに、引き続き環境社会配慮ガイ

ドラインを適切に運用しつつ改定

に向け取り組むこと、不正腐敗防

止に適切に取り組むことを期待す

る。 

 

（4-2）対応 

女性のエンパワメントとジェン

ダー平等推進に繋がる活動に関し

ては、１．No3.「普遍的価値の共有、

平和で安全な社会の実現」に記載

のとおり、開発途上国・地域にお

いて様々な支援を実施した。 

2022年1月4日に12年ぶりに改正

した「国際協力機構環境社会配慮

ガイドライン」及び「国際協力機

構環境社会配慮ガイドラインに基

づく異議申立手続要綱」の適切な

運用に向け、機構内向けの執務参

考資料及び環境社会配慮業務ポー

タルの整備等を行うとともに、助

言委員会等を通じた個別事業の適

切な環境社会配慮の確認に努め

た。 

不正腐敗防止については、不正腐

敗情報相談窓口及び外部通報受付

窓口等を通じて寄せられた情報に

チャレンジ」が、「第5回日本

オープンイノベーション大

賞」において、最優秀賞である

内閣総理大臣賞を受賞した。 

・制度改善として、経済社会開

発に取り組む現地スタートア

ップのためのファンドの組成

を支援するための新制度「民

間資金動員型無償」を導入し

た。 

 

７．国際的な議論への積極的貢献

及び国際機関・他ドナー等との連

携推進 

国際的な援助潮流の形成に参画

するため、日本政府の考え方を踏

まえて機構の取組や知見及び経験

等を発信した。特に、複数の機会

にわたって UNDP と連携し、新時

代における人間の安全保障の重要

性を発信したなど、国際的な議論

に積極的に貢献するなど、年度計

画の取組を着実に実施したことに

加え、以下の特筆すべき実績が認

められた。 

・世界銀行グループとの年次

協議を通じ、食料安全保障、

気候変動・エネルギー移行、

債務問題、トルコ・シリア震

災等の喫緊の課題への対応

や、2023年の主要な外交イベ

ントに向けて両機関で一層緊

密に連携していくことを確認

し、世界銀行グループとの連

携を拡大した。 

 

８．環境社会配慮  

【指標 9-10】環境社会配慮ガイド

ラインの適切な運用状況 

 2022 年 1 月 4 日に改正した環

境社会配慮ガイドラインの円滑な

運用に向けて、機構内での執務参
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人 権 基 準

を 尊 重 す

る 。 そ の

際、事業の

主 体 と な

る 開 発 途

上 地 域 の

政 府 等 の

取 組 を 支

援しつつ、

機 構 内 外

の 関 係 者

に 対 す る

研 修 等 を

通 じ て 理

解 の 向 上

を 重 視 す

る。 

 

ケ  不 正

腐敗防止 

開 発 事 業

に 対 す る

信 頼 を 確

保し、事業

が 適 切 に

実 施 さ れ

るために、

不 正 腐 敗

防 止 の 推

進 に 能 動

的 に 取 り

組み、各種

制 度 の 改

善 や 事 案

対 応 に 取

り 組 む と

ともに、不

正 行 為 等

が 認 め ら

れ た 場 合

は 厳 正 に

の確保とチ

ーム対応能

力の維持・

向上を重視

する。 

 

 

カ 事業の

戦略性強化

や制度改善 

開発協力

の外交政策

実現のため

のツールと

しての重要

性が一層増

していくこ

と を 踏 ま

え、戦略的

な事業展開

を行うため

に、JICA 国

別分析ペー

パ ー や

JICA グロ

ーバル・ア

ジェンダ等

の策定を通

じて、地域・

国・課題等

に関する開

発協力方針

の策定・改

訂に貢献す

る。また、こ

れ ら を 通

じ、我が国

の政策策定

に向けた情

報共有や意

見交換、開

発途上地域

に発信に取

り組む。 

・具体的に

は、民主主

義や法の支

配等のいわ

ゆる「普遍

的価値」、

FOIPをめぐ

る 国 際 政

治、新型コ

ロナへの対

応やUHC、

気候変動対

策、質の高

い イ ン フ

ラ、多文化

共生、平和

の持続等の

今日的な課

題や脅威に

関する研究

を行う。ま

た、日本の

開発経験や

開発協力の

知見の活用

や、開発政

策や事業の

効果検証と

いった観点

をもって、

SDGs の 戦

略的推進に

資する研究

を 継 続 す

る。加えて、

人間の安全

保障の実現

に資するた

め、研究の

成果を「今

とに事業関係者が活用したことが評価された。 

 

○ 研究成果を多様な手法で発信： 

• 「今日の人間の安全保障」創刊記念シンポジウム、ナレッジフォーラム（スティグリッ

ツ教授登壇の特別編を含む）、書籍発刊セミナー、他機関（世界銀行、AUDA-NEPAD、

国際大学等）との連携セミナー等のイベントを25件開催、参加者数は延べ約3,600人。こ

のほかにも学会での企画セッションや他機関等との共催イベントを14件開催し、様々な

発信に努めた。 

• 書籍紹介やセミナー等の動画コンテンツを29件発信、視聴者数は延べ約12,400人。 

• リサーチ・ペーパー3本、ディスカッション・ペーパー9本、査読付き学術ジャーナルへ

の論文投稿35本、書籍12冊報告書6冊、その他論文等22本（計87本）を発刊。プロジェク

トヒストリーについては、スペイン語版の発刊、漫画化も実現。 

• 新型コロナウイルスに係る研究の成果を学会等で発表したほか、国際シンポジウムにお

いてウガンダのコロナ禍におけるコロナ対策とその経験について報告・議論した。 

 

○ 中南米移住の研究の一環として「多文化理解講座-歴史から他者を理解する」という一般

向けセミナーを移住資料館と共催で7回開催した。100-150名が参加。様々な日系人や日

本への移住者を歴史的な視点で考察し、現在の課題を考えるという共通の視点で講座は

運営されており、各講座で国籍とアイデンティティが必ずしも同一ではないこと、そう

した移住者を含めた社会の多様性の在り方について考えさせられたという声が多数寄

せられた。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

コロナ禍、ウクライナ情勢を踏まえた複合的危機下における今日的な課題や開発ニーズ等

に柔軟かつタイムリーに対応するための取組が必要とされている。イノベーティブで分野横

断的な視点とスピード感を持った新規研究の立ち上げ、効果的な事業実施や国際援助潮流の

形成に寄与することが課題である。 

動画を含めた多様な発信媒体の活用、国内外の研究者とのより一層の連携等を図ること

で、研究成果のより効果的・積極的な発信に引き続き取り組む。 

さらに、事業の戦略・方針策定への寄与、案件形成への貢献を念頭に、事業部門や JICA 開

発大学院連携との連携強化と、事業と研究の一体的実施を図りつつ、引き続き研究成果の事

業へのフィードバックを促進する。 

 

No.9-5 緊急援助 

（1）業務実績 

◎ トルコ南東部を震源とする地震に迅速かつ機動的に対応【①②③】：2023年2月6日に発

生したトルコ南東部を震源とする地震に対し、地震発生直後からチーム派遣を想定した

情報収集と準備を開始し、発災から約12時間後に国際緊急援助隊・救助チームの第一陣

が出発、発災から約41時間後に厳寒の現地で活動を開始するなど、過去に例がないスピ

ードで派遣した。翌日に出発した第二陣も加えると救助チームは計74名となる。また、

救助チームに続き、医療チームを、国際認証取得後初めてWHO EMT（Emergency Medical 

Team）Type2（WHOが定める野外病院レベルの規模）として派遣し、１次隊から3次隊

対し、適切に対応するとともに、

関係者や職員に対し、不正腐敗防

止に係る研修や啓発活動を実施し

た。 

考資料や環境社会配慮ポータルの

整備等を行うなど、中期計画の取

組を着実に実施した。 

 

９．不正腐敗防止 

 中期計画の取組を着実に実施し

た。 

 

（結論） 

以上により、年度計画において

予定されていた取組を着実に実施

しているほか特筆すべき定性的な

成果が多数見られること、それら

成果には質的に顕著な成果が多く

認められることから中期計画にお

ける所期の目標を上回る顕著な成

果が得られていると認められる一

方で、定量指標８項目のうち、７

項目は 120%を超えているものの、

残り１項目は 120％以上には至っ

ておらず、目標設定の時点では困

難度が「高」とされていなかった

が、今次評価に当たり、ウクライ

ナ危機等の状況を踏まえ、目標・

計画の達成及び進捗状況の把握の

結果、本項目について今回は困難

度が高いものであったと認められ

るところ、評定を一段階引き上げ

て「S」評定とする。 

具体的には、広報に関し、「人間

の安全保障」の理解を深める取組

として若年層をターゲットにした

次世代への発信や、ウクライナ支

援やトルコ南東部を震源とする

地震などの迅速且つ積極的な情

報発信、TICAD8 に関して質・量

に充実した広報活動、理事長によ

るトップ広報など、効果的な広報

活動の取組は評価できる。研究分

野では、日本経済新聞「やさしい

経済学」による発信に加え、マダ

ガスカル「みんなの学校プロジェ
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対処する。

その際、不

正 事 案 の

未然防止、

対 応 、 改

善、再発防

止 の た め

の 取 組 を

重視する。 

の政府や民

間 を 含 む

様々な開発

パートナー

への発信や

学び合い等

にも取り組

む。さらに、

機構が有す

る様々な援

助手法を組

み合わせ、

SDGs への

貢献を明確

にする等の

戦略的なア

プローチを

推進し、事

業 の 予 見

性、インパ

クトの向上

を図る。併

せて、迅速

性の向上等

のニーズに

対応して制

度やその運

用方法を改

善する。 

 

キ 国際的

な議論への

積極的貢献

及び国際機

関・他ドナ

ー等との連

携推進 

国際的な

開発協力の

規範・潮流

の形成に貢

献 す る た

日の人間の

安全保障」

に取りまと

め、発信す

る。 

・研究成果

は、事業に

フィードバ

ックすると

ともに、国

際社会にお

ける日本の

知的プレゼ

ンスを更に

強化するた

め、論文、書

籍 等 に 加

え、オンラ

インセミナ

ーや動画コ

ンテンツ等

の多様な媒

体で発信す

る。特に、

TICAD8 等

の 国 際 会

議、学会、大

学の講義等

を通じて、

内外の開発

協 力 実 務

者、研究者

や政策担当

者 等 に 広

く、効果的

に研究成果

を 共 有 す

る。また、研

究に関する

機構内の情

報発信や事

業部門と研

まで延べ181名の医療関係者が現地にて約2,000名を診療した。加えて、トルコにおける

被災地の現場踏査とともに、トルコ政府の復旧・復興に向けた技術的な助言等を行う国

際緊急援助隊・専門家チームの派遣に続き、早期の復興・復旧に向けたニーズ調査・提

言を行うことを目的とした機構の専門家チームの派遣、トルコ・シリアに対し合わせて

3度にわたる物資供与を実施した。 

 

◎ ウクライナ避難民に対する効率的な医療に貢献【①③④】：ロシアによるウクライナへ

の侵略直後からモルドバにおいて開始した「緊急人道支援・保健医療分野協力ニーズ調

査」において、調査団の一員として国際緊急援助隊・医療チーム登録隊員を派遣し、現

地で必要とされる機材や技術協力等のニーズを調査するとともに、医療情報の収集・分

析により、緊急医療チーム調整所（EMTCC：Emergency Medical Team Coordination Cell）

の効率的な運営にも貢献し、モルドバ政府及びWHOから高く評価された。モルドバには、

紛争の発生直後から多くの国から医療チームが派遣されたものの、それらの医療チーム

が効率的に活動するためには、どこでどのような医療が必要になっているのかといった

情報収集・整理・体制の構築が課題となっていたことから、機構が策定を主導し、WHO

により国際標準として承認されている「災害医療情報の標準化手法」（MDS：Minimum 

Data Set）が活用されている。 

 

◎ 救助チームが国際捜索救助諮問グループ（INSARAG：International Search and Rescue 

Advisory Group）により「ヘビー級」再認証【①②③④】：国際緊急援助隊・救助チー

ムは、INSARAGによる検定試験を受検し、「ヘビー級」として再認定を受けた。INSARAG

の認証制度は、各国の国際捜索救助チームの能力を、高い順に「ヘビー級」「ミディア

ム級」「ライト級」に分類するものであり、外部評価による検定試験ではチームの能力

が170以上のチェック項目で評価され、グリーン、イエロー、レッドの3段階評価のうち、

一つでもレッド判定があると不合格となる。他方、「ヘビー級」の認定を受けると、高

い能力を有するチームとして認められ、他の様々な救助チームよりも優先されることか

ら、迅速な派遣、自己完結型の活動、高度で安全な救助、被災国政府との調整等が可能

となる。今回の再認証に向け、外務省、警察庁、総務省消防庁、海上保安庁、機構に登

録する医療従事者や構造評価専門家との協働により様々な訓練を実施した結果、過去最

高の評価水準での再認定となり、INSARAGの外部評価員からはベストプラクティスと

評された項目数も過去最多となった。 

 

◎ 医療チームのWHOにおける議論等への参画【②③④】：WHO EMT グローバル会合に

国際緊急援助隊・医療チーム関係者計7名が出席し、2030年に向けた国際緊急医療に係

る方向性について議論をするとともに、日本の知見の共有を行った。また、WHO EMT

事務局が設置するWorking Groupに参画し、日本がこれまで経験した知見・経験を基に技

術標準やガイドラインの作成支援を行うとともに、国際訓練において国際緊急援助隊・

医療チーム登録隊員が講師として参画し、WHOからも高い評価を得た。加えて、国際認

証の再認証プロセスが未確定である中で、再認証プロセスを検討するWHOのWorking 

Groupのメンバーである機構の国際協力専門員が、WHOによる災害派遣中の評価視察で

再認証の評価視察を代替することを提案し、トルコ派遣中に日本が世界で初めて再認証

の評価視察を受け、再認証の制度設計の議論をリードした。また、2020年1月以来3年ぶ

クト」が国際調査研究に係る米国

の外部機関より優良事例として選

定された。緊急援助では、ウクラ

イナ支援に加え、トルコ南東部を

震源とする地震にて迅速かつ機

動的に対応することで、現地政府

や国際機関等から高い評価を受け

るなど、外交上の大きな貢献であ

ったと評価できる。新規事業アイ

デアによる内閣総理大臣賞受賞や

新制度導入（災害対応技術協力・

民間資金動員型無償）など、機構

の自主的な取組による工夫も認め

られる。 

これらの成果は、国民及び国際

社会の理解を促進するとともに、

多様な開発課題に対応し、事業効

果の向上など、JICA 事業を下支

えする実施基盤の強化が図られる

ことで開発協力の効果発現に大き

く貢献するものである。また、開

発協力大綱に掲げる実施体制・基

盤の強化に貢献を通じ、政府公約・

政策実現に大きく貢献する等、所

期の目標を大きく上回る顕著な成

果が得られた。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及

び改善方策＞ 

上記評価を踏まえ、引き続き、戦

略的な国内外への情報発信を通じ

て我が国の開発協力に対する国民

及び国際社会の理解を促進すると

ともに、多様な開発課題に対応す

る開発協力人材の育成・確保、事

業の効果向上に向けた事業評価や

研究成果の事業への一層の活用促

進等、事業実施基盤の強化が図ら

れることを期待する。 

 特に、若年層などのターゲット

層の理解や共感をより深めるため

に、それぞれの層の特性に応じて
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め、規範・潮

流の形成に

影響がある

国際的な議

論の枠組み

や国際会議

等 に お い

て、我が国

の考え方を

踏まえ機構

の知見・経

験等を発信

する。また、

国際的な議

論への効果

的な共同発

信や、事業

の 共 同 実

施・補完等

の戦略的な

推進に向け

て、本部レ

ベルの協議

等を通じ、

国際機関・

他ドナー等

と連携を推

進する。さ

らに、国際

的な開発協

力の枠組み

のアウトリ

ーチを推進

するため、

新興ドナー

と の 連 携

（三角協力

を含む。）や

経験共有を

強化する。 

究部門の連

携を強化す

ることを通

じ、研究人

材育成にも

取り組む。 

 

オ 緊急援

助 

・国際緊急

援助隊救助

チームの能

力を国内外

に示すとと

もに、円滑

な被災地支

援を行うた

め、現在保

有している

国際認証の

維持・更新

が必要不可

欠となって

いる。新型

コロナウイ

ルスの影響

等で2022年

度に延期さ

れた国際救

助チーム再

認証受検に

向け、実践

的な研修・

訓練プログ

ラ ム を 策

定・実施し、

要員の能力

維持・向上

並びに実施

体制の強化

りとなる展開訓練23を2022年11月に2日間にわたり実施した。国際基準に則した、20床の

病棟、分娩・手術や各種治療等の機能を有する野外病院運用を想定し、夜間診療、野営、

浄水システムや発電機による水・電気の自己完結的供給機能の実証を含めた実動訓練を

実施した。 

 

◎ 物資供与を19件実施【②④】：2022年6月に発生したアフガニスタン地震被害に対する

緊急援助では、国際赤十字・赤新月社連盟（IFRC）を窓口とし、発災から2週間以内に

第一陣の物資配布を実施した。同支援に対しては、IFRCアフガニスタン代表より、日本

の迅速な支援に対する深い感謝の意が示された。また、2022年8月に実施したパキスタ

ン洪水被害に対する緊急援助では、国土の3分の1が水没したという甚大な被害に対して

迅速に物資供与を行った。同支援に対しては、パキスタン政府より、日本の迅速な支援

に対する深い感謝の意が示された。加えて、キューバ、ベリーズのハリケーン、チリの

森林火災、バヌアツ、マラウイ、モザンビークのサイクロン被害等に対する緊急援助物

資供与も実施した。なお、新型コロナにより世界の商用便運航が乱れ、国際緊急援助隊

派遣に必要な輸送力の確保が喫緊の課題となっていた中、2022年1月にトンガで発生し

た火山噴火を機にオーストラリアや米国との連携が強化され、ツバル及びキリバスでの

干ばつ被害に対する物資供与に際して、オーストラリアと連携した物資輸送を実施し

た。さらに、トルコ南東部で発生した地震に対しては、トルコ及びシリアに迅速に物資

を供与し、トルコに対しては追加的な物資供与支援も実施した。 

 

○ 今後の国際捜索救助分野における基準やルールを議論・決定するINSARAG の中心的

Working GroupであるTraining Working Groupにおいて、機構の国際協力専門員が共同議

長に任命された。2023年2月に、トルコへの救助チームの一員として派遣された際には、

こうした実績が買われ、日本チーム（同専門員）が救出活動にあたったカフラマンマル

シュ県にてSector Coordinatorとして、海外からの救助チームの活動を調整する任にあた

り、現地政府やINSARAG関係者からも高い評価を得た。また、UNDAC（United Nations 

Disaster Assessment and Coordination）  Advisory BoardのTORなどを検討する、Core 

Committee（TOR Revision Working Group）にアジア大洋州地域代表の一員として同専門

員を派遣し、同専門員は共同議長として選出されている。INSARAG地域会合（韓国）な

どの場でUNDAC地域会合を国連人道問題調整事務所（OCHA：United Nations Office for 

the Coordination of Humanitarian Affairs）と共同で企画・運営するなど、積極的な関与を

行った。 

 

○ 国際緊急援助隊・感染症対策チームでは、 2019年6月以来3年ぶりとなる導入研修をオ

ンライン形式で開催した。感染症対策チームの登録隊員数としては、日本政府が定める

「国際的に脅威となる感染症対策の強化に関する基本計画」の目標値（計200人）を上回

る、計274名（2023年3月1日時点）を確保している。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

懸案であった国際輸送については、トルコ地震ではこれまで協議を重ねた成果として、自

発信の内容や媒体、タイミングを

不断に見直すとともに、新しい媒

体や手法を取り入れるなど積極的

かつ効果的な広報を期待する。加

えて、海外メディアとの連携をさ

らに強化し、開発協力に対する国

際社会の理解や信頼の向上を図る

ことを期待する。 

加えて、開発協力人材の不足と

いう課題に対し、若年層を含む人

材の裾野拡大とともに、人材が不

足する分野での即戦力人材及び専

門人材の養成が必要である。また、

知的基盤の強化に関しては、研究

成果の事業へのフィードバックを

更に推し進めるとともに、イノベ

ーティブで分野横断的な視点とス

ピード感を持った新規研究の立ち

上げを含め、緒方研究所の戦略的

な活用を期待する。 

緊急援助隊について、トルコ地

震での教訓を踏まえるとともに、

今後は医療チームタイプ2の派遣

増が予想されるところ、物資供与

の強化・拡充を含め、その体制強

化に努めること。 

 

＜その他事項＞ 

事業実施基盤の強化（９－６） 

「2023 年度には政府による開発

協力大綱の改定が予定されてお

り、改定された大綱の下、機構の

役割を適切かつ十分に果たせるよ

う、制度改善含めた必要な対応を

進める」とある。既に公表された

新たな開発協力大綱では、実施体

制の中で、「外務省を始めとする政

府が政策を示し、JICA 等実施期

間はその政策に沿った案件を実施

することで、政策と実施の一貫性

 
23 実際に被災地において野外病院を設立し、医療を実施することを想定した実働訓練。160名を超える医師、看護師、薬剤師などが、実際に被災地に持っていく資機材やテントを使用し、緊急手術や透析を含む模擬診療活動を集中的に行う訓練。 
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ク 環境社

会配慮 

開発協力

事業が環境

や社会に与

える負の影

響を回避・

最小化・軽

減・緩和・代

償 す る た

め、世界銀

行等の他機

関と連携を

図りつつ、

第三者の関

与も得て、

JICA 環境

社会配慮ガ

イドライン

に基づき業

務運営を行

う。協力事

業の実施に

当たり、国

際人権規約

をはじめと

する国際的

に確立され

た人権基準

を 尊 重 す

る。また、国

内の機構内

外関係者及

び開発途上

国実施機関

職員等を対

象とした研

修・セミナ

ー等を通じ

て、より多

くの関係者

及び資機材

の更新を含

む救助チー

ムの基盤強

化 を 推 進

し、ヘビー

級の再認証

を受ける。 

・捜索・救助

及び災害医

療並びに感

染症対策に

関する国際

連携枠組に

参画し、日

本の緊急援

助の経験・

知見を発信

するととも

に、効果的

な協力体制

確 保 の た

め、国内外

の関係者と

のネットワ

ー ク を 維

持・強化す

る。具体的

には、国際

捜索救助諮

問グループ

（ INSARA

G: 

International 

Search and 

Rescue 

Advisory 

Group）の各

会合及び演

習の準備・

実 施 を 通

じ、アジア

衛隊機により医療チームの主要資機材が活動地の至近空港まで輸送された。今後も今回の実

績を踏まえて次回の輸送に向けた協議を行う。 

救助チーム・医療チームともに現地に携行した資機材を次回派遣に向けて再整備・補充す

ることが不可欠である。特に医療チームはタイプ2派遣として初めて携行した資機材が多く

含まれ、入念な再整備を行う。 

 

No.9-6 事業の戦略性強化や制度改善 

事業の戦略性強化のために、国・地域の課題の中期的な協力の方向性を示すJICA国別分析

ペーパー（JCAP：JICA Country Analysis Paper）を踏まえた事業展開を進めるとともに、JICA

グローバル・アジェンダに基づく取組を進め、その進捗や課題を年次でモニタリングするサ

イクルを導入した。また、世界が直面する複合的危機に全組織を挙げて対応するとともに、

「災害対応技術協力」「転換条項付き永久劣後融資」「民間資金動員型無償」等の新たな制度

の検討・導入も積極的に図った。共創と革新のために新規事業を募集・実施する取組も、具

体的な成果に繋がっている。 

 

（1）業務実績 

◎ JICAグローバル・アジェンダに係る取組の進展【③】： JICAグローバル・アジェンダ

に基づく案件形成を促進し、候補案件を事業計画作業用ペーパー（WP）に反映させた。

加えて、JICAグローバル・アジェンダによる案件形成及び目標達成の状況について、年

次でモニタリングを行い、必要に応じて戦略の軌道修正を行うサイクルを導入した。ま

た、在外公館の経済協力担当者及び機構海外拠点の事業担当者向けの会議を外務省と共

催し（2022年7月：全世界、2023年2月：アジア地域）、戦略的な案件形成やJICAグロー

バル・アジェンダの活用策についての理解を促進した。 

各JICAグローバル・アジェンダにおける重点的な取組についてクラスター事業戦略を

3件策定し、同戦略の一貫した開発シナリオに基づき、事業展開を開始した。また、外部

パートナーとの協働による、開発途上国におけるサステイナブル・カカオ・プラットフ

ォーム、JICAクリーン・シティ・イニシアティブ（JCCI）国際セミナーの開催等、20分

野のJICAグローバル・アジェンダにおいてプラットフォーム活動を推進している。 

 

◎ 組織的な対応によるウクライナ及び周辺国支援の迅速な実現【①③】：技術協力・無償

資金協力、フォローアップ協力、調査等各種スキームや補正予算を含めて総動員し、分

野横断的かつ迅速な案件形成を行い、切れ目のない支援の実施につなげている。また、

2022年3月11日に出されたG7共同声明に基づき、有償資金協力を通じた世界銀行との協

調融資により迅速な財政支援を実現（2022年5月L/A調印、2022年6月追加L/A調印）、無

償資金協力については一案件としては過去最大規模となる224.4億円の無償資金協力を

形成するなど、日本政府と共に、G7をはじめとする国際社会との連携強化に寄与した。 

 

◎ 災害対応技術協力の新設【①③】：自然災害や感染症の深刻度が増してきていることを

背景に、開発協力大綱（2015年）で重点課題や実施上の原則として挙げている、自然災

害等の緊急事態に際しての中長期的な復旧・復興を視野に入れた迅速な支援、外交政策

上の観点及び開発協力の効果・効率性の向上のための迅速性の向上、に資する新たな制

を一層強化する。特に、在外公館

と JICA 現地事務所の連携を促進

する。政府と実施機関の各々の能

力・体制整備・制度改善に一層努

める。」とある。今後、JICA と政

府が、具体的にどのような形で連

携を促進していくのか、その促進

はこれまでとどのように異なるア

プローチをとるのか、相互連携促

進のための仕組を時間軸をもって

しっかりとつくりこみ機能させる

ことが求められる。 

 

・グローバルな政策決定と合意形

成に影響力のある日本政府のイメ

ージが浅薄である。各国の国際会

議等に参加し、日本の考え方や機

構の知見・経験を発信しているよ

うだが、開発協力の規範・政策の

アジェンダ形成にどのような、影

響を与えているのか説明が必要。 
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の環境社会

配慮及びガ

イドライン

に関する理

解を促進す

る。透明性

と説明責任

を確保した

プロセスに

より改正し

たガイドラ

インの普及

とその運用

を行う。 

 

ケ 不正腐

敗防止 

開発協力事

業における

不正腐敗防

止を推進す

るため、不

正行為等に

対 し て 法

令、規程及

びガイドラ

インに基づ

き厳正な措

置をとると

ともに、不

正腐敗防止

関連の各種

制度整備等

及び関係者

への不正腐

敗防止に係

る啓発に取

り組む。 

太平洋地域

内の捜索救

助能力の向

上と協力体

制の強化に

貢献する。

また、WHO

緊急医療チ

ーム（EMT: 

Emergency 

Medical 

Team、以下

「EMT」と

いう。）イニ

シアティブ

の作業部会

等 へ 参 画

し、EMTと

いう国際連

携の枠組み

の強化に貢

献するとと

もに、医療

チームのリ

ソースの積

極的な活用

や技術協力

プロジェク

ト等を通じ

て、アジア

太平洋地域

各国とのネ

ットワーク

の強化と情

報発信に取

り組む。  

・医療チー

ムは、WHO 

EMT Type2

（野外病院

レベル）基

準を満たす

度として「災害対応技術協力」を導入し、第一号案件としてパキスタン洪水対策案件を

開始した。本制度により、災害時等の組織対応能力向上に係る緊急的な支援要請に迅速

に対応することが可能となった。 

 

◎ 新規事業アイデア発「JICA-高専オープンイノベーションチャレンジ」が「第5回日本オ

ープンイノベーション大賞」で内閣総理大臣賞受賞【③④】：機構内の公募により実施

している「新規事業アイデア募集」に関し、第2回（2019年度）に採択されたアイデアを

元に取り組んだ「JICA-高専オープンイノベーションチャレンジ」が、内閣府等が主催す

る「第5回日本オープンイノベーション大賞」において、最優秀賞にあたる内閣総理大臣

賞を受賞した（2023年1月）。 

「新規事業アイデア募集」では、SDGsの達成を見据え、時代とともに変化し続ける開

発途上地域の多様な支援ニーズに適切に応えるために、既存の考え方にとらわれない事

業アイデアの提案を機構内で募集・実施しており、機構のアクションである「共創」「革

新」を目的とした事業アイデアの発掘と人材育成の場となっている。2022年度（第4回）

は、31件の応募に対し9件が採択され、16件が奨励事業認定となった。 

 

○ 開発協力大綱の改定に向けて、機構理事長が「ODA大綱の改定に関する有識者懇談会」

にオブザーバー参加し、実施機関としての意見を伝えるなどして貢献した。また、外務

省が開催した大綱改定に関する意見交換会（計4回）には機構企画部・各国内拠点が実施

協力を行った。 

 

○ 国・地域ごとの課題に基づき、中期的な協力の方向性を分析するJCAPについて、14か国

を対象に改定。また、各国の協力プログラム及び事業計画を定める事業計画作業用ペー

パー（WP）について、137か国を対象に策定・改定を行った。2022年度の改定により、

JCAPは累計58か国・ 地域、WPは累計140か国に対して策定するに至った。外務省・機構

間の事業展開検討フローに基づき、協力の方向性に係る定期的な協議を外務省と実施し、

WP等の事業計画を各国や各地域の戦略的な事業展開に向けた議論・検討に活用した。 

 

○ 技術協力については、クラスター事業戦略単位の事業マネジメント、評価・モニタリン

グの手法について、従来の個々の案件単位で実施する場合の手法と比較検討を行った。 

 

○ 有償資金協力については、開発ニーズを踏まえ、自由で開かれたインド太平洋（FOIP：

Free and Open Indo-Pacific ）/インフラシステム輸出戦略の政府方針に掲げられた施策の

実現や複合危機対応に資する事業の形成・実施を戦略的に進め、補正予算を含め事業規

模約1.9兆円となる案件を推進している。その他特筆すべき事項として、海外投融資にお

いて新手法「転換条項付き永久劣後融資」を導入し、第一号案件（パレスチナ銀行）を

承諾した。 

 

○ 無償資金協力については、国・地域別及び課題別の方針・戦略等を踏まえた戦略的・計

画的な案件形成を促進し、開発途上地域の開発ニーズのみならず、日本の政策的観点か

らの重要課題にも対応する事業実施を推進した。特に、中期的な案件形成においては、

JICAグローバル・アジェンダを活用し、技術協力等他の機構スキームや外部機関との連
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規模での派

遣及び当該

資格の再認

証 に 備 え

て、各部門

の運用の検

討・検証と

マニュアル

整備、研修・

訓 練 の 実

施、資機材

の拡充等を

行う。また、

医療チーム

の体制・能

力の強化を

図り、最新

の国際基準

に沿った派

遣準備体制

を 整 備 す

る。感染症

対策チーム

は、ポスト

コロナにお

ける活動を

見据えた体

制整備を進

めるととも

に、日本政

府が定める

「国際的に

脅威となる

感染症対策

の強化に関

する基本計

画」の改定

動向等を踏

まえて、こ

れらに整合

したチーム

の体制整備

携を推進した。また、ウクライナ支援に向けて過去に類を見ない規模の補正予算を確保

し、調査方法や手続きなどを工夫して迅速なデリバリーを目指して案件形成を進めてい

る。また、制度改善として、経済社会開発に取り組む現地スタートアップのためのファ

ンドの組成を支援するための新制度「民間資金動員型無償」を導入した。また、紛争や

自然災害発生後の緊急支援に続く復旧支援等を念頭においた、案件形成の迅速化に向け

た制度改善についても外務省と協議している。 

 

○ UNDP特別報告書「New Threats to Human Security in the Anthropocene」及び機構緒方貞子

平和研究所のフラッグシップ・レポート「今日の人間の安全保障」（Human Security Today）

発刊を踏まえ、①オンラインセミナーシリーズ「世界の脅威に立ち向かう、新時代の『人

間の安全保障』」（2022年4月に2回連続開催、UNDPとの共催）、②UNDP・JICA特別フ

ォーラム「人間の安全保障とアフリカの挑戦―TICAD8に向けて」 （2022年7月、UNDP

と共催）、③UNDP人間開発報告書室（Human Development Report Office）及び緒方研究

所からの登壇者を招いた機構内勉強会（2022年7月）、④「今日の人間の安全保障」の英

語版「Human Security Today」（創刊号）発刊を記念したセミナー「複合危機と人間の安

全保障－JICA緒方研究所レポート『今日の人間の安全保障』からの示唆」を開催（2023

年3月、UNDPとの共催）した。これらの事業における実践に関する意見交換を通じ、機

構内外の関係者の理解を促進した。 

 

○ 書籍『SDGsで世界をつなぐ－ODAを活用したビジネス展開の可能性』出版記念セミナー

を通じた発信：2021年度に出版した書籍『SDGsで世界をつなぐ－ODAを活用したビジネ

ス展開の可能性』について、日刊建設工業新聞社、ECFA主催の出版記念セミナー（2022

年5月、2022年6月の計2回）が開催され、機構副理事長が講演を行った。同セミナーを通

じて、機構が開発途上地域で進める持続可能な社会を創出するための取組や「中小企業・

SDGsビジネス支援事業」を活用して海外進出を成し遂げた企業の事例をはじめ、SDGs

達成の推進に向けた国内外の連携・協働の強化につながる優良事例や各種取組から得ら

れた教訓について、共有・発信を行った。 

 

○ ナレッジマネジメントネットワーク活動については、JICAグローバル・アジェンダに基

づく取組との整理について検討した。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

2023年度には政府による開発協力大綱の改定が予定されており、改定された大綱の下、機

構の役割を適切かつ十分に果たせるよう、制度改善を含めた必要な対応を進める。 

JICAグローバル・アジェンダに関しては、引き続き、年次モニタリングによる進捗管理と

ともに、クラスター事業戦略の実装に向けた事業マネジメントの改善や外部リソースとの連

携を踏まえた効果的な事業の形成と実施を推進する。 

 

No.9-7 国際的な議論への積極的貢献及び国際機関・他ドナー等との連携推進 

国際的な援助潮流の形成に参画するため、国際会議等に参加し、日本政府の考え方を踏ま

えて機構の取組や知見及び経験等を発信した。特に、複数の機会にわたってUNDPと連携し、

新時代における人間の安全保障の重要性を発信したほか、G20バリ・サミットにおいて機構
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に 取 り 組

む。 

 

カ 事業の

戦略性強化

や制度改善 

・JICA国別

分析ペーパ

ーの策定又

は改定対象

国 に お い

て、ポスト

コロナも見

据えて国・

地域の課題

を把握・分

析し、協力

の方向性を

取りまとめ

る と と も

に、外務省

及び相手国

関係機関と

の協議・調

整を含め、

各国の協力

プログラム

及び事業計

画の策定や

それらの実

施・モニタ

リングに活

用する。 

・ PDCA サ

イクルの一

層の推進を

意 識 し つ

つ、開発課

題や地域の

課題の現状

や解決策に

ついて検討

の経験を紹介しながら三角協力の重要性を発信する等、国際的な議論に積極的に貢献した。 

 

（1）業務実績 

◎ 人間の安全保障の発信【②③】：UNDP特別報告書「New Threats to Human Security in the 

Anthropocene」及び機構緒方貞子平和研究所のフラッグシップ・レポート「今日の人間の

安全保障」発刊を踏まえ、オンラインセミナーシリーズ「世界の脅威に立ち向かう、新

時代の『人間の安全保障」」（2022年4月に2回）をUNDPと共催した。機構及びUNDPで

特別フォーラム「人間の安全保障とアフリカの挑戦―TICAD8に向けて」を共催し、UNDP

総裁、武見参議院議員、林外務大臣、機構理事長等が登壇した（2022年7月）。また、緒

方研究所のフラッグシップ・レポート「今日の人間の安全保障」の英語版である 「Human 

Security Today」（創刊号）の発刊を記念したセミナー「複合危機と人間の安全保障－JICA

緒方研究所レポート『今日の人間の安全保障』からの示唆」をUNDPと共催し、国連人間

の安全保障ユニット長、UNDP 駐日代表、機構理事長等が登壇した（2023年3月）。 

 

◎ 世界銀行グループとの連携拡大【②】：機構と世界銀行グループが2014年から毎年実施

している年次協議（ディープ・ダイブ（Deep Dive〕）の第9回会合を開催し、機構理事長

と世界銀行グループ総裁の面談を実施した（2023年2月）。民間セクターファイナンス、

Human Capital（教育・保健等）、質の高いインフラ等で多数の連携の成果を確認し、食

料安全保障、気候変動・エネルギー移行、債務問題、トルコ・シリア震災等の喫緊の課

題への対応や、2023年の主要な外交イベント（G7広島サミット、SDGサミット、第2回グ

ローバル難民フォーラム等）に向けて両機関で一層緊密に連携していくことを確認した。

なお、年次協議等を通じて築いた世界銀行との密接な連携を活かし、ウクライナ危機へ

の対応として、機構は600百万ドルの緊急財政借款を迅速に締結の上、貸付実行した。ま

た、2022年9月には国際金融公社（International Finance Corporation：IFC）と、開発途上国

の民間セクターに対して両機関で協調して投融資を促進するための協力覚書（MOC：

Memorandum of Cooperation）を更新し、5年間で総額15億ドルの協調投融資を目標とした。 

 

◎ G20バリ・サミット【④】：インドネシア政府国家開発企画庁（BAPPENAS）及びイスラ

ム開発銀行の共催サイドイベント「南南三角協力を通じた包摂的な開発の実現」に機構

インドネシア事務所長がパネリストとして登壇した。各国機関とのネットワークなどが

コロナ禍の下での迅速かつ広域的な支援に寄与したこと、ジャカルタ都市高速鉄道

（MRT）によるホーチミンMRTへの研修が、ホーチミンMRT から高い評価を得たこと

など南南三角協力の重要性を発信した。 

 

○ 機構理事長が、IMF/世銀春季会合のサイドイベントで実施された閣僚級のHuman Capital 

Conclaveにおいて、複合的危機における機構の人的資本への貢献について発信した（2022

年4月）。また、ダボス会議（2022年5月）や、OECDが主催したタイドウォーター会議

（2022年6月）にも出席し、ロシアによるウクライナへの侵略や複合的危機により世界

情勢が変化するなか、人道と開発、開発資金、気候変動、権威主義の台頭などに関する

開発の在り方についての議論を重ねた。 

 

○ アフリカ域内のシンクタンクと連携し、アフリカの開発に関する発信を多数実施した。
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し、事業の

質と戦略性

を 強 化 す

る。事業形

成や実施に

おいて「新

時代の人間

の 安 全 保

障」の効果

的な反映を

進 め る べ

く、同理念

の理解を促

進し、更な

る情報発信

を進め、国

際社会でよ

り多くの賛

同を得るた

めの取組を

継続実施す

る。 

・SDGs達成

の推進に向

けた国内外

の連携・協

働の強化に

つながる優

良事例や各

種取組から

得られた教

訓の収集及

びそれらの

機構内外で

の共有・発

信に取り組

む。 

・JICAグロ

ーバル・ア

ジェンダに

基づき、多

様なアクタ

具体的には、アフリカ経済構造転換センター（African Center for Economic Transformation：

ACET）とのオンラインセミナー「ポストコロナ時代のアフリカ：経済構造転換のため

の優先的政策課題の再設定」（2022年6月）、TICAD8のサイドイベントとして、同セン

ター及びAUDA-NEPADとのオンラインセミナー「ポストコロナにおけるアフリカ経済

の強靭化と構造転換のための新政策アジェンダ」（2022年8月）、UNDPとアフリカの研

究ネットワークAfrobarometerとのオンラインセミナー「ポストコロナ時代のアフリカと

人間の安全保障」を共催（2022年8月）した。 

 

○ 天皇・皇后両陛下、岸田総理、11 か国の首脳・大臣、オンライン視聴者含め約3,000名が

参加した「第4回アジア・太平洋水サミット」のハイレベルステートメントセッションに

おいて、機構理事長がSDGs達成のための気候変動や防災、上下水道、灌漑、統合水資源

管理などの水に関わる諸課題の機構の取組方針をビデオメッセージで発信した。また、

機構理事及び防災分野特別顧問が分科会等で水に関わる課題に対して議論を行った

（2022年4月）。 

 

○ UNFCCC COP27では、ジャパン・パビリオン等での 機構主催分含む計 14 件のサイドイ

ベントに機構職員や専門家、関連プロジェクトのカウンターパートが参加し、気候変動

対策分野のJICAグローバル・アジェンダや機構の協力事例を紹介するとともに、国連機

関、フランス開発庁（AFD：Agence Française de Développement）やエジプト政府等のパ

ートナーとともに、長期戦略策定、気候資金、エネルギー、森林等の多分野にわたる気

候変動対策の議論を行った（2022年11月）。 

 

○ OECD-DAC統計作業部会（Working Party on Development Finance Statistics：WP-STAT）に

機構上級審議役が副議長として参加し、プライベートセクターツール（Private Sector 

Instruments：PSI）のODA計上方式の新設、気候変動対策に関する計上手法（リオマーカ

ー）の見直し、エネルギー移行に対するODA計上の在り方、難民関連支援のODAの計上

方法の変更等、各種交渉の調整に貢献した。 

 

○ 機構は債務支払猶予イニシアティブ（Debt Service Suspension Initiative：DSSI）に基づく

債務支払猶予に全面的に協力し、対象円借款債権の債務支払猶予を行った。 

 

○ 上記に加え、UNDPとの定期協議（2023年1月）での人間の安全保障等多くのテーマでの

意見交換、国連高等難民弁務官と機構理事長との面談での2023年12月予定の第2回グロー

バル難民フォーラムへ向けた更なる緊密な連携の合意（2022年11月）、駐日欧州連合特

命全権大使と機構理事長との面談での連携強化についての意見交換（2022年11月）、駐

日EU代表部が主催した「日EU連結性セミナー：政策から行動へ」での連結性インフラに

おけるEUとの連携可能性についての機構関係部署との協議（2022年12月）、アメリカ合

衆国国際開発庁（USAID：United States Agency for International Development）長官と機構

理事長との面談での複合的危機下の緊急支援と中長期の開発支援のための日米連携に係

る協議（2022年9月）等を行った。USAIDとは、グアテマラにおける連携を推進するため

のMOCを締結した（2023年2月）。また、ウクライナ及び周辺国支援に関する連携に向

け、世界銀行、IMF、UNDP、EU、米USAID等と定期的に情報交換を実施した。 
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ーと目的・

目標を共有

するプラッ

トフォーム

の構築、イ

ンパクトの

最大化に向

けた取組を

推進する。 

・技術協力

に つ い て

は、JICAグ

ローバル・

アジェンダ

の下に設定

されたクラ

スター事業

戦略の実装

に向けた事

業マネジメ

ント方法の

策定や改善

に取り組む

とともに、

資金協力や

外部リソー

スとの連携

を踏まえた

効果的な事

業の形成を

推進する。 

・有償資金

協力につい

ては、ポス

トコロナを

見据えた開

発ニーズに

引き続き対

応するとと

もに、「イン

フラシステ

ム海外展開

 

○ 第三回開発銀行サミット（Finance in Commonサミット）：グリーンで質の高いインフラ

投資について議論するハイレベルイベント（Building Green and Quality Infrastructure for 

Sustainable Impact）に機構上級審議役が登壇し、インフラ投資や民間資金の触媒・動員の

在り方を発信した。また、機構はアジア開発銀行（ADB：Asian Development Bank）、ア

フリカ開発銀行（AfDB：African Development Bank）、韓国輸出入銀行、タイの周辺諸国

経済開発協力機構（NEDA：Neighboring Countries Economic Development Cooperation 

Agency）と共催で、メコン地域における貿易・物流の連結性強化の取組を紹介するサイ

ドイベント「Sustainable and Resilient Connectivity across Borders」を開催し、機構上級審議

役が登壇した。 

 

○ 南南・三角協力関連国際会議を通じた新興ドナーとの連携推進：タイ・バンコクで開催

された世界南南協力エキスポ2022に出席した。同イベント期間中に開催された第13回南

南協力局長級フォーラムでは機構企画部長が開会挨拶をしたほか、同部国際援助協調企

画室副室長が同フォーラム中のセッションのモデレーターを務め、アジア地域の三角協

力をテーマとしたサイドイベントに登壇した。その他、学校給食と南南三角協力のイベ

ントに機構専門員が登壇した。 

 

○ その他、NEDA第四回年次協議のほか、新興ドナーへの支援の一環として、マレーシア

外務省向けの国別研修の実施やサウジアラビア開発基金（SFD）へ機構の援助手法や援

助協調等について知見を共有した。また、カザフスタン国際開発庁（KazAID）とのMOC

を締結し、援助機関としての組織体制強化を目的に同庁理事長及び職員を招へいして、

外務省、財務省、経済産業省との意見交換や、機構における研修等の技術協力事業、国

別・課題別アプローチ、援助協調、広報等についての講義を実施した。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

2022年度はコロナ禍が落ち着き、対面による会議や協議が多数再開されるようになった。

コロナ禍による社会経済への被害に加え、気候変動、債務問題、ロシアによるウクライナへ

の侵略に端を発するエネルギー・食料危機などの複合的リスクが顕在化する中、SDGsやパ

リ協定の目標を達成するには伝統的ドナー、新興ドナー、国際機関等とのこれまで以上の連

携・共創が必要である。加えて、地球規模課題や債務問題などの課題へは、伝統的ドナー諸

国のみでなく、新興途上国の知見やリソースも最大限に引き出しての協力が必要であり、南

南三角協力への貢献や新興ドナーとのネットワーク構築が今後一層重要になる。機構全体で

国際的なパートナーシップの促進を基幹業務の一つとしてより一層取り組み、連携を促進す

る。 

OECD-DACにおいてはPSIのODA計上議論やリオマーカー見直しの議論が進展している。

日本のODAが正当に評価され、また、増大・複雑化する地球規模課題への対応やSDGs達成

のための民間資金の一層の効果的な動員や業務の柔軟性を維持するために交渉を進める必

要がある。 

 

 

No.9-8 環境社会配慮 
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戦略2025」

等の政府方

針に掲げら

れた施策を

実施する。 

・無償資金

協力につい

ては、国・地

域別及び課

題 別 の 方

針・戦略等

を踏まえた

戦略的・計

画的な事業

形成を促進

し、開発途

上地域の開

発ニーズの

みならず、

日本の政策

的観点から

の重要課題

にも対応す

る事業実施

を 推 進 す

る。特に、中

期的な案件

形成におい

て、JICAグ

ローバル・

アジェンダ

を 活 用 す

る。 

・ナレッジ

マネジメン

トについて

は、ナレッ

ジマネジメ

ントネット

ワ ー ク

（ KMN: 

Knowledge 

2022年度は、2022年1月4日に改正した環境社会配慮ガイドラインの円滑な運用に向けて、

機構内での執務参考資料や環境社会配慮ポータルの整備等を行い、また、同ガイドラインの

理解促進に向けて機構内外への研修・セミナー等を実施した。 

 

（1）業務実績 

○ カテゴリ分類結果に応じた審査・監理：相手国等に対し適切な環境社会配慮の実施を促

すとともに、機構が行う環境社会配慮支援・確認の適切な実施を確保するため、ガイド

ラインに則り、全291件に対し、環境社会面に与えると予想される影響の大きさ等に応

じてカテゴリ分類（A：9件、B：51件、C：215件、FI：16件）を行い、案件検討から審

査、実施の各段階で相手国等による適切な環境社会配慮の確保の支援と確認を行った。  

 

○ 環境社会配慮助言委員会：主にカテゴリA案件について、全体会合を12回、個別案件に

ついて助言を行うワーキンググループ会合を14回開催し、計13案件に対して環境社会配

慮の支援・確認に関する助言を得た。いずれの助言も適切な環境社会配慮の実施等に反

映されており、全ての会合議題の公開、全体会合の逐語議事録の機構ウェブサイト上で

の公表等、透明性の高い運営を継続した。  

 

○ 事業実施段階での監理強化：定期的に海外拠点を通じて、相手国政府の環境社会配慮の

実施状 況を継続的に確認した。また、アフリカ諸国を対象とした案件監理調査を通じ

て、相手国の実施機関が行う実施段階での環境社会配慮状況を確認し、実施機関に対し

てモニタリング結果に基づく改善対応を求めるなどの環境社会配慮監理を強化した。  

 

○ 研修機会の拡充 ：機構内外の関係者計878人に対して環境社会配慮に関する説明・研修

を行い、環境社会配慮に対する理解を促進した。内訳は以下のとおり。 

· コアスキル研修等による機構内部向け説明：225人（2021年度499人） 

· 課題別研修等による協力相手国実施機関等向け説明：72人（同143人） 

· コンサルタント向け研修：276人（同98人） 

· 大学等教育機関向け研修：235人（同51人）  

· その他研修：70名（同220名）  

 

○ 環境社会配慮ガイドライン改正に伴う諸課題への対応：2022年1月の環境社会配慮ガイ

ドライン改正を踏まえ、機構ウェブサイトにおける情報公開、機構内向けの環境社会配

慮に係る執務参考資料や環境社会配慮ポータルの整備等を通じた業務効率化の取組を

継続して行った。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

ガイドラインの運用やニーズに応じて、マニュアルや執務参考資料等を作成・改訂し

つつ、環境社会配慮及びガイドラインに関する理解促進に向けた機構内外の関係者への

説明・研修及びそれらのための資料の充実に今後とも取り組む必要がある。引き続き、

ガイドラインを適切に運用し、環境社会配慮助言委員会の関与も得て、環境社会配慮面

の審査とモニタリング結果の確認を確実に行う必要がある。  

ガイドラインの不断の運用改善のため、世界銀行等の国際金融機関による環境社会配
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Management 

Network、以

下「KMN」

という。）活

動による機

構内のナレ

ッ ジ の 蓄

積・共有・発

信を推進す

る と と も

に、職員の

専門性育成

の推進を図

る。また、

KMN 活 動

での他ドナ

ー・国際機

関・外部有

識者等と関

係者とのナ

レッジの共

創 を 促 進

し、相互学

習を推進す

る。 

 

キ 国際的

な議論への

積極的貢献

及び国際機

関・他ドナ

ー等との連

携推進 

・国際的な

援助潮流の

形 成 に 参

画・貢献す

るため、国

際会議等に

積極的に参

加し、日本

の知見及び

慮ポリシーの運用状況、環境社会配慮に関する各種課題及び対応状況に関する情報を収

集する。 

 

No.9-9 不正腐敗防止 

（1）業務実績 

○ 不正腐敗情報相談窓口や外部通報受付窓口等を通じて不正腐敗に関する情報を受け付

け、弁護士等外部有識者の参加を得て、適切に調査・対応を実施した。 

 

○ 中小企業海外展開支援事業の業務委託契約受注者が業務遂行上不正行為を行った事実

が確認されたため、事案の内容等を踏まえて措置規程に基づき契約競争参加等に関する

資格停止措置を行った。 

 

○ 研修、専門家派遣、技術協力プロジェクトを活用して相手国のガバナンス強化を支援し

た。例えば、課題別研修「汚職対策（刑事司法）」やタイ、マレーシアへの専門家派遣

等を通じて、刑事司法関係者による汚職対策や競争法の実効的な執行を支援した。 

 

○ 在外赴任前研修で不正腐敗防止に係る研修を計12回実施し、機構職員の不正腐敗リスク

に係る意識及び取組を強化した。また、イラク事務所やペルー事務所においても、当該

国の政府関係機関職員等を対象に、不正腐敗防止や汚職対策に係るセミナーを実施し

た。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

今後とも、不正腐敗の防止に向け不断に取り組んでいく。 
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経験等を発

信する。特

に、人間の

安全保障、

SDGs 達 成

のための取

組、TICAD8

等の主要国

際会議にお

ける議論に

貢献する。  

・G20・パリ

クラブで合

意した「債

務支払い猶

予イニシア

テ ィ ブ

（DSSI）」及

び共通枠組

み（Common 

Framework）

に適切に対

応する。 

・重要課題

（新型コロ

ナウイルス

対策、気候

変動対策、

人間の安全

保 障 、

Human 

Capital 、

UHC、質の

高いインフ

ラ 投 資 、

FOIP等）に

係る事業で

の協力等の

戦略的実施

や理念の普

及を促進す

るため、国
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際機関及び

他ドナー等

との本部レ

ベルでの協

議等を推進

する。  

・国際的な

開発協力の

枠組をより

包括的なも

のとするた

め、新興ド

ナーとの協

議や連携を

進めるとと

もに、新し

いパートナ

ーを含めた

枠組・規範

作りを議論

する各種機

会に積極的

に参加・貢

献する。ま

た、南南協

力及び三角

協力に係る

国際的な議

論 に 参 画

し、機構の

経験、教訓

及び知見の

共有を推進

する。 

 

ク 環境社

会配慮 

・開発協力

事業が環境

や社会に与

える負の影

響を回避・
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最小化・軽

減・緩和・代

償 す る た

め、環境社

会配慮ガイ

ドラインを

適切に運用

し、環境社

会配慮助言

委員会の関

与も得て、

環境社会配

慮面の審査

とモニタリ

ング結果の

確認を確実

に行う。環

境社会配慮

ガイドライ

ンの一層の

運用改善の

ため、世界

銀行の環境

社会ポリシ

ーの運用状

況、環境社

会配慮に関

する各種課

題及び他機

関の対応状

況に関する

情報を収集

する。また、

開発協力事

業の実施に

当たり、国

際人権規約

を始めとす

る国際的に

確立された

人権基準を

尊重する。 
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・改正ガイ

ドラインの

普及とその

適切な運用

のため、マ

ニュアルや

参考資料等

を 作 成 す

る。環境社

会配慮及び

改正ガイド

ラインに関

する理解促

進に向けた

機構内外の

関係者への

説明・研修

及びそれら

のための資

料の充実に

取り組む。 

 

ケ 不正腐

敗防止 

・不正腐敗

情報相談窓

口の適切な

運用等を通

じて、不正

行為に関す

る情報を収

集し、得ら

れた情報に

対して適切

に調査・対

応する。不

正行為等が

認められた

場合は厳正

に 対 処 す

る。また、

不正腐敗防
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止に係る、

関係者や職

員向け研修

や啓発活動

を 実 施 す

る。 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.10 組織体制・基盤の強化、DX の推進を通じた業務改善・効率化 

当該項目の重要度、困難

度 

【重要度：高】DX の推進及び業務改善を含めた組織体制の強化は、「業務・組織全般

の見直し」でも一部言及があり、今期の取組における重点事項の一つとして整理され

ているため。 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和 5 年度政策評価、行政事業レビューシート番号は未定 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（目標値） 

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

【指標 10-1】IT リテラシー向上研修・セ

ミナー等の実施 
60 回 12 回 17 回 回 回 回 回 

 

    

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 4．（1）組織

体制・基盤

の強化、DX

の 推 進 を

通 じ た 業

務改善・効

率化 

多様化、

複雑化、広

範 化 す る

開 発 課 題

に 戦 略 的

に 対 応 す

るため、本

部、国内拠

点、海外拠

点 の そ れ

ぞ れ に お

いて、各部

門 の 役 割

と 責 任 範

囲 を 明 確

化し、より

柔 軟 か つ

機 動 的 な

3．（1）組織

体制・基盤

の強化、DX

の推進を通

じた業務改

善・効率化 

多様化、

複雑化、広

範化する開

発課題に柔

軟かつ機動

的 に 対 応

し、付加価

値の高い業

務を遂行す

るため、外

部の知見を

積極的に活

用して、組

織及び事務

の効率化・

合理化、本

部・国内拠

点・海外拠

点における

（1）組織体

制・基盤の

強化、DXの

推進を通じ

た 業 務 改

善・効率化 

・戦略的に

事業を運営

する基盤を

強化するた

め、組織体

制の見直し

を引き続き

行うととも

に、運営の

状況をレビ

ューする。 

・各部門の

役割及び責

任範囲を明

確化するた

め、規程類

を継続的に

見直す。 

・DX推進の

＜主な定量的指

標＞ 

（定量的指標及

び実績は 1.①参

照） 

 

＜その他の指標

＞ 

1.①に掲げたも

ののほか、特にな

し 

 

＜評価の視点＞ 

＜主要な業務実績＞ 

No.10-1組織体制・基盤の強化 

（1）業務実績 

①組織体制の強化 

○ ウクライナ及び周辺国の支援を迅速かつ円滑に進めるため、機構の理事長を本部長とする

「ウクライナ及び周辺国支援に係る対策本部」を設置し、方針策定及び連絡調整等を行った。

また、ウクライナ危機に係る業務を集中的に担い、業務の効率化及び効果的な実施を実現す

るため、中東・欧州部の部内室としてウクライナ支援室を設置した。 

○ 機構の最大の強みの一つである海外拠点の組織体制及びナショナルスタッフ（NS）の人的資

源をさらに強化するため、海外拠点強化・NS能力強化タスクフォースを設置した。 

○ 事業・組織両面におけるサステナビリティ推進のために必要な事項を審議するため、理事長

を委員長とするサステナビリティ委員会を設置した。また、それに先立ち、サステナビリテ

ィ方針、推進体制の検討及び同推進体制の立ち上げ準備等のため、サステナビリティ推進タ

スクフォースを設置した。 

○ 調達業務改革の一層の促進等のため、調達推進担当特命審議役を設置の上、同審議役を室長

とする調達推進室を設置した。 

○ 上記に加え、以下の組織体制の見直しを行い、事業運営基盤を強化するとともに、内部規程

等を改正し、各部署の役割及び責任範囲の明確化に取り組んだ。 

 本部：インフラ技術業務部の所掌事務の変更、国内事業部研修管理課及び同部研修経理

課の所掌事務の変更 

 国内拠点：横浜センター研修業務課及び市民参加協力課の所掌事務の変更、関西センタ

ー業務第一課及び業務第二課の廃止と当該2課に代わる研修業務課及び開発大学院連携

課の設置 

 海外拠点：赤道ギニア及びサントメ・プリンシペを兼轄する事務所をカメルーン事務所

からアンゴラ事務所に変更 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

根拠：評価指標の目標水準を大幅

に上回る成果を上げていること

に加え、以下 4．業務実績のとお

り、質的な成果、成果の最大化に

向けた取組において、目標水準を

上回ると判断されることから、当

該事業年度における中期計画の

所期の目標を上回る成果が得ら

れていると認められる。 

 

＜課題と対応＞ 

（1）前年度評価時指摘事項 

新たに整備された体制・基盤が

実際に効果的・効率的なものとな

るよう、運用の維持・改善に取り

組むことを期待する。特に、DX推

進・ICT基盤の強化に関して実効

的な運用・体制が取られるよう、

また、業務のリモート化に伴う情

報セキュリティ上のリスクの増

大にも十分留意すること。 

 

（2）対応 

評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

（定量的実績） 

【指標 10-1】IT リテラシー向上研

修・セミナー等の実施について達成

度が目標値の 120%以上となってお

り、着実に目標を達成している。 

 

（定性的実績） 

年度計画の取組を着実に実施した

ことに加え、以下の特筆すべき実績

が認められた。 

・機構の強みの一つである海外拠点

の組織体制及びナショナルスタッフ

（NS）の人的資源をさらに強化する

ため、海外拠点強化・NS能力強化タ

スクフォースを設置した。  

・事業・組織両面におけるサステナ

ビリティ推進のため、理事長を委員

長とするサステナビリティ委員会を

設置した。また、それに先立ち、サ

ステナビリティ方針、推進体制の検

討及び同推進体制の立ち上げ準備等

のため、サステナビリティ推進タス

クフォースを設置した。  
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意 思 決 定

を 行 う た

め の 実 施

体 制 の 構

築・運営に

取り組む。

また、組織

内 の デ ジ

タ ル ト ラ

ン ス フ ォ

ー メ ー シ

ョン（DX）

を推進し、

主 要 業 務

の 業 務 改

善 を 継 続

的に行い、

効 率 的 な

事 業 運 営

に 取 り 組

む 。 そ の

際、「情報

シ ス テ ム

の 整 備 及

び 管 理 の

基 本 的 な

方針（令和

3 年 12 月

24 日デジ

タ ル 大 臣

決定）」に

準 拠 し つ

つ、情報シ

ス テ ム の

適 切 な 整

備 及 び 管

理を行う。 

加えて、

技 術 協 力

プ ロ ジ ェ

ク ト も 含

め た 業 務

役割・責任

範囲の明確

化と経営資

源の最適配

分に取り組

む。また、主

要業務の業

務プロセス

の見直しを

図 り な が

ら、DXを推

進する。特

に、業務・手

続きの見直

しやデジタ

ル化を通じ

て、事業の

迅速化・効

率化を推進

する。その

際、「情報シ

ステムの整

備及び管理

の基本的な

方針（令和

3 年 12 月

24 日デジ

タル大臣決

定）」に準拠

しつつ、情

報システム

の適切な整

備及び管理

を行う。ま

た、DXの推

進に必要な

情報システ

ム基盤の強

化、役職員

等の IT リ

テラシーの

向 上 を 図

ため、次期

情報システ

ム基盤の要

件定義作業

を進めると

ともに、機

構内システ

ムの横断的

管理強化の

ためプロジ

ェクト・マ

ネ ジ メ ン

ト・オフィ

ス（PMO）を

本格稼働さ

せる。 

・業務・手続

きのデジタ

ル化を通じ

た事業の迅

速化・効率

化を推進す

るため、ク

ラウド化を

通じて導入

したツール

や RPA

（ Robotic 

Process 

Automation: 

PC上のソフ

トウェア型

ロボットを

利用した定

型業務の自

動化）の利

用促進を図

る。また、役

職員等のIT

リテラシー

向上のため

組織内研修

 

②国内拠点の利用・活用状況 

2022年度は、2020年度・2021年度と同様に新型コロナの影響により、各拠点でのセミナー・

イベント等の開催、外部からの来場者受入れが制限の影響を受けたが、コロナ禍においても

地域住民とのつながりを引き続き維持しており、徐々に施設を活用したイベントを開催し

た。国内拠点を活用した主な取組は以下のとおり。 

○ 北海道センター（帯広）を活用し、国際交流イベント「世界のともだち」、「国際協力

フェスタ」を開催した。途上国の料理や、ものづくりワークショップ、民芸品の販売、

JICA海外協力隊経験者や開発途上国からの研修員によるトークイベント等により、周辺

地域の国際理解を促進した。新型コロナウイルスの影響により入場管理を実施したもの

の、800人以上が来場した。 

○ JICA海外協力隊経験者が、「JICA海外協力隊」「国際協力」「開発」などをテーマにし

て、世界各国での活動内容や帰国後の活動を紹介するイベントを、関西センター及び

JICA地球ひろばを活用して開催した。企業など23団体がブース出展し、413名が参加し

た。 

○ 中部センターを活用し、教員への情報提供、先進的な取組に係るアイデアの共有、担当

者間の関係構築を目的とした「海外にルーツを持つ児童・生徒の教育を考えるフォーラ

ム2022」を実施した。参加者は178名であり、機構に関係が深い衆議院議員もオンライン

にて参加した。 

○ 筑波センターにおいて、つくば市と連携した科学技術週間イベントを2件、「ちびっ子博

士2022」としてコメ、スイカ、SDGsを子どもたちが学ぶイベントを3件開催するなど、

コロナ禍で停止していた対面型イベントを2年ぶりに再開し、多くの市民が参加した。

研修員と市民の交流が新聞、TV、ラジオで報道された。 

○ 中国センターを活用し、「中国地方協力隊フェスティバル2022」を開催した。5つの体験

談メインステージ、12の団体ブース、派遣中隊員の写真展などを開催し、300名が来場し

た。 

○ 横浜センターに併設している海外移住資料館の開館20周年にあたり、展示手法の改善と

展示内容の充実化を目的とし、2022年4月にリニューアルオープンした。リニューアル

オープンに当たり、各種教育ツールの拡充や教育プログラムの改善を行ったほか、沖縄

返還50周年に合わせて沖縄移民に関する企画展示（“雄飛ふたたび”）を開催した。 

○ 沖縄センターにて、「世界のウチナーンチュ大会・おきなわ国際協力・交流フェスティ

バル」を開催した。全国でも有数の移民送出県である沖縄県は、県の貴重な人的財産で

ある世界各地の県系人との、ウチナー（県系人）ネットワークを拡大・発展させ、次世

代に継承していくことを目的に5年に1度、世界のウチナーンチュ大会を実施している。

3年ぶりに来場者を迎えて実施した本イベントには1,488名が来場し、大会に関連したメ

ディア取材・報道も多く、計34件の報道がなされた。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

外部環境の変化に対応するため、国内外の拠点及び各部署の役割を明確にするなど、組織

体制の改善に機動的に取り組む。 

また、新型コロナウイルスの影響により、対面のイベントや研修員の来日などが制限され

てきたが、今後は新型コロナウイルスの流行以前の状況に戻すべく、更なる施設の利活用を

組織体制に関しては、2021年度

に設置したDX推進を統括する最

高デジタル責任者及びプロジェ

クトチームの下で、機構の事業及

び業務におけるDXの推進を進め

た。 

情報システム関連では、PMOの

具体的な活動として、IT化やシス

テム開発に係る各部署からの相

談対応、進捗に応じたコンサルテ

ーション、システム開発関連文書

の標準化・周知、システム開発に

おける知見・教訓の集約・共有、

プロジェクト情報管理システム

によるシステムの進捗把握等を

行い、運用の維持・改善に取り組

んだ。また、デジタル庁の「独立

行政法人における情報システム

の棚卸調査」依頼への対応を通

じ、従来の情報システム台帳の情

報に加え、機構内の各情報システ

ムをより詳細に把握した。また、

2024年度以降に更改予定の次期

情報システム基盤・ネットワーク

の要件定義において、ゼロトラス

ト・セキュリティの考えに基づく

セキュリティ対策を検討し、情報

漏洩、不正アクセスやサイバー攻

撃等への対策強化を進めた。 

加えて、本部部署・拠点（海外拠

点及び国内拠点）にて実施したリ

スクの自己点検から、コロナ禍の

態勢下におけるリスク認識が高

まっているリスク項目及び傾向

を洗い出し、機構全体が抱えるリ

スクの分析を行った。同分析結果

を踏まえ、情報セキュリティ関連

リスクの傾向に即した「情報セキ

ュリティ・個人情報保護研修」や

標的型攻撃メール訓練を実施し、

職員の情報セキュリティ意識の

向上及び啓発に取り組んだ。 

・2021 年度に設置した DX 推進を統

括する最高デジタル責任者及びプロ

ジェクトチームの下で、機構の事業

及び業務における DX の推進を進め

た。 

 

（結論） 

 以上により、定量指標が 120%を超

える結果を得たこと、年度計画にお

いて予定されていた取組を着実に実

施しているほか、所期の目標を上回

る成果が多数見られることから、

「Ａ」評価とする。 

 

 ＜指摘事項、業務運営上の課題及び

改善方策＞ 

外部環境の変化に柔軟に対応する

ため、組織体制の改善に機動的に取

り組むことを期待する。また、業務・

手続きのデジタル化を通じた事業の

迅速化・効率化を更に推進すること

とともに、組織内研修や活用事例の

共有等を行い、クラウド化を通じて

導入したツールの更なる活用に継続

して取り組むことを期待する。 

 

 ＜その他事項＞ （有識者からの意

見聴取等） 

・組織体制・基盤の強化（１０－１） 

国内拠点の利用・活用状況 

コロナ禍においても日本国内で、地

域住民とのつながりを維持すべく、

各種地域交流イベント（国際交流、

海外協力隊経験者活動紹介、教員へ

の情報提供、先進的な取組に係るア

イデアの共有、科学技術関連等）を

開催したことを評価したい。一方

で、新しい開発協力大綱の「社会的

基盤（情報公開、海外広報及び開発

教育）」の中で「開発協力の実施に

は、国民の理解と支持が不可欠であ

る。JICA の国内拠点も活用し、地
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全 般 に つ

いて、開発

効 果 を 確

保しつつ、

ポ ス ト コ

ロ ナ 下 で

の 業 務 実

施 体 制 の

確 保 及 び

業 務 の 効

率 化 を 図

る 観 点 か

ら、従来の

対 面 前 提

の 業 務 を

中心に、デ

ジ タ ル 技

術 の 活 用

を 積 極 的

に検討し、

導 入 を 進

める。 

国 内 拠

点 に つ い

ては、地域

に お け る

開 発 協 力

の 結 節 点

として、施

設 の 利 用

促 進 を 図

る。 

 

る。 

加えて、

技術協力プ

ロジェクト

も含めた業

務全般につ

いて、開発

効果を確保

しつつ、ポ

ストコロナ

下での業務

実施体制の

確保及び業

務の効率化

を図る観点

から、従来

の対面前提

の業務を中

心に、デジ

タル技術の

活用を積極

的 に 検 討

し、導入を

進める。 

国内拠点

に つ い て

は、地域に

おける開発

協力の結節

点として、

施設の利用

促 進 を 図

る。 

 

等の施策を

実施する。 

・国内拠点

を地域にお

ける開発協

力の結節点

として活用

して多様な

担い手との

連携を強化

するととも

に、施設の

利用促進を

図る。 

 

 

促進していく。 

 

No.10-2 DXの推進を通じた業務改善・効率化 

（1）業務実績 

○ 2021年度に設置したデジタル・トランスフォーメーション（DX：Digital Transformation）

推進を統括する最高デジタル責任者及びプロジェクトチームの下で、機構の事業及び業

務におけるDXの推進を進めた。 

○ 2024年度以降に更改予定の次期情報システム基盤・ネットワークの要件定義作業を完了

した。 

○ 次期共通サーバ基盤及び共通データベースの更改準備を進め、クラウド環境への移行を

含む各基幹システムのリソース・機能の共通化方針及びスケジュール案を策定した。 

○ 海外拠点において、コロナ禍での在宅勤務環境整備のため、執務用パソコンの持ち出し

設定を完了した。また、海外拠点のメイン通信回線（専用線）は安全管理上の理由等で

残さざるを得ない拠点（14拠点）を除き廃止し、現地契約回線の導入を進めた。 

○ 有償資金協力業務に係るシステム整備として、有償資金協力システム環境の更改、借款

業務に係るLIBOR（London Interbank Offered Rate）公表停止対応（うち円LIBOR分は対

応終了）や外貨建て借款対応を進めた。また海外投融資（融資）システムについては2022

年4月に開発基本契約を締結し、開発プロジェクトを開始した。 

○ 公用スマートフォン（2022年6月）及び新標準PCの導入（2022年7月）により、執務環境

を向上させた。同時に、ソフトウェアをMicrosoft365に更新し、クラウドサービスを中心

とした新機能（MS翻訳、Dictation機能、同時通訳等）をリリース、業務での活用を推進

した。 

○ クラウド化を通じて導入したツールやRPA（Robotic Process Automation: PC上のソフトウ

ェア型ロボットを利用した定型業務の自動化）を活用し、定型業務の自動化や、データ

の可視化・分析等を推進した。Power BIを活用し、予算執行管理、無償資金協力、有償

資金協力等でダッシュボードを導入した。 

○ 2022年4月、機構内システムの横断的管理強化のために設置したポートフォリオ・マネ

ジメント・オフィス（PMO： Portfolio Magagement Office）24を本格稼働させた。（PMO

は、他の独立行政法人に先駆けて、2021年10月、情報システム部に設置済。） 

○ 2022年5月に「IT戦略（2022～2026年度）」を策定し、情報システム整備・管理の基本方

針や重点施策に基づき、PMOによる情報システム統制を開始した。 

○ PMOの具体的な活動として、IT化やシステム開発に係る各部署からの相談対応、進捗に

応じたコンサルテーション、システム開発関連文書の標準化・周知、システム開発にお

ける知見・教訓の集約・共有、PMIS（プロジェクト情報管理システム：Project Management 

Information System）によるシステムの進捗把握等に取り組んだ。 

○ 役職員等のITリテラシー向上のため、システムやツールの操作方法等実務的な内容を中

心に、組織内研修を17回開催した。データサイエンス人材育成プログラムを開始し、公

募により職員の自主学習機会を提供した。デジタル関連資格取得支援を拡大し、全職員

を対象に「ITパスポート」受験補助制度を制定した。 

○ DXの推進を目的に、2022年8月、日本マイクロソフト株式会社と包括連携協定を締結し

 方自治体は JICA 海外協力隊関係

者等とも協力しつつ、開発協力の意

義と成果、国際社会からの評価等に

ついて、分かりやすく丁寧に国民に

説明する。」とある。この点も踏ま

えた、今後の JICA の国内拠点の利

用・活用についても、今年度以降、

具体的な取組について説明してい

かれるといいと思う。 

 
24 2022年度計画ではプロジェクト・マネジメント・オフィスという名称を用いているが、ポートフォリオ・マネジメント・オフィスという名称とした。 
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た。連携協定に基づく取組の一つとして、既存業務の自動化、見える化に関するPoC

（Proof of Concept：概念実証）を実施し、事業ニーズや業務課題に対するデジタル技術

の活用促進や、職員等のデジタルスキル・リテラシー向上に取り組んだ。 

○ ユーザビリティの高いIT・デジタル環境を実現するための取組として、2023年1月にシス

テム開発・デジタル化に係る職員向け総合相談窓口として「IT 総合サポートデス ク」

を、また2023年2月にはDX 推進に係る職員意見の積極的な取り込みのため「DX アイデ

ィアボックス」を設置した。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

情報共有基盤についてはクラウド化を了したが、業務システムのクラウド化は一部のみ終

えている 状況であり、今後、各システムの特性を考慮しつつ更なるクラウド化を進める。ま

た、業務・手続きのデジタル化を通じた事業の迅速化・効率化を更に推進するため、組織内

研修や活用事例の共有等を行い、クラウド化を通じて導入したツールの更なる活用やRPAの

利用促進に継続して取り組む。 

 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.11 業務運営の効率化、適正化 

当該項目の重要度、困難

度 

- 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和 5 年度政策評価、行政事業レビューシート番号は未定 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（目標値） 

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

【指標11-1】一般管理費及び業務経費（特別業務費及び人

件費を除く。）の効率化 
1.4%以上 1.4% 1.4％ ％ ％ ％ ％  

【指標11-2】有識者による外部審査を行った対象契約件数 350 件 70 件 70 件 件 件 件 件  

 【指標11-3】契約監視委員会で審議する案件数 150 件 30 件 48 件 件 件 件 件  

    

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 4．（2）業務運

営の効率化、

適正化 

ア 経費 

中期目標期

間中、運営費

交付金を充当

して行う業務

については、

業務の質の確

保に留意しつ

つ、一般管理

費及び業務経

費（特別業務

費及び人件費

を除く。）の合

計について、

毎 事 業 年 度

1.4％以上の効

率化を達成す

る。この他、各

年度以降で新

たに必要とな

り運営費交付

3．（2）業務運

営の効率化、

適正化 

ア 経費 

中期目標期

間中、運営費

交付金を充当

して行う業務

については、

業務の質の確

保に留意しつ

つ、一般管理

費及び業務経

費（特別業務

費及び人件費

を除く。）の合

計について、

毎 事 業 年 度

1.4％以上の効

率化を達成す

る。この他、各

年度以降で新

たに必要とな

り運営費交付

（2）業務運営の効

率化、適正化 

ア 経費 

・中期目標期間中、

運営費交付金を充

当して行う業務に

ついては、業務の質

の確保に留意しつ

つ、一般管理費及び

業務経費（特別業務

費及び人件費を除

く。）の合計につい

て、毎事業年度1.4％

以上の効率化を達

成する。 

・この他、各年度以

降で新たに必要と

なり運営費交付金

を充当して行う事

業についても、翌年

度から年1.4％以上

の効率化経費に加

えるともに、事業実

施に当たり間接的

＜主な定量的指標＞ 

（定量的指標及び実

績は上記２．参照） 

 

＜その他の指標＞ 

上記２．に掲げたもの

のほか、特になし 

 

＜評価の視点＞ 

＜主要な業務実績＞ 

No.11-1 経費 

調達・契約方法の変更による効率化等により、運営費交付金を充当

する物件費の前年度比率1.4％の効率化を達成した。 

 

No.11-2 人件費 

（1）業務実績 

人員配置に関し、デジタル・トランスフォーメーション（DX：Digital 

Transformation）、アフガニスタン・ウクライナ対応、外国人材受入支

援、民間連携といった重点分野への取組促進のために柔軟かつ機動的

に配置を行ったほか、人数が増加傾向にあるシニア層の活躍促進施策

として配置の幅を拡充するとともに、シニア向け組織内公募を大幅に

拡充した。給与水準の適正化と総人件費管理について、人事院勧告を

参考にしつつ国家公務員との比較において妥当な給与水準を維持す

るとともに、人件費予算増も踏まえた採用・配置を行い人件費予算の

範囲内で適切に執行した。 

 

○ 人事制度の見直し（人員配置、処遇等） 

 DX、アフガニスタン・ウクライナ対応、外国人材受入支援、民間

連携といった重点分野への取組促進のための柔軟な人的資源配

分を行った。また、公募ポストを拡充し、人的資源配分の最適化

を達成するべく制度検討・運用準備を行った。 

 シニア層の活躍に向けた人事施策として、培った業務経験の活用

促進のため、海外拠点を含め配置の幅を拡充するとともに、シニ

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

根拠：評価指標の目標水準を着実に達成

したことに加え、年度計画に対して所定

の成果を上げていることから、中期計画

における所期の目標を達成していると

認められる。 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

（1）前年度評価時指摘事項 

引き続き調達制度の更なる改善等

を進めることを期待する。 

 

（2）対応 

調達推進室を設置し、調達・派遣業務

部と調達推進室の協働で、外部委託調

査を活用しつつ、また、DX 推進によ

り事業ニーズに応じた制度改革、合理

化/迅速化を推進した。 

 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

 

（定量的実績） 

【指標 11-1】一般管理費及び業務

経費（特別業務費及び人件費を除

く。）の効率化（毎事業年度 1.4％

以上）、【指標 11-2】有識者による

外部審査を行った対象契約件数につ

いては目標値を達成。【指標 11-3】

契約監視委員会で審議する案件数に

ついては達成度が目標値の 120%以

上となっており、着実に目標を達成

している。 

 

（定性的実績） 

 経費、人件費、保有資産、調達な

どについて、年度計画の取組を着実

に実施した。 

 

（結論） 

自己評価書の「B」との評価結果が

妥当であると確認できた。 
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金を充当して

行う事業につ

いても、翌年

度 か ら 年

1.4％以上の効

率化経費に加

え る と と も

に、事業実施

に当たり間接

的に発生する

経費について

は、毎年度の

増減要因を分

析し、必要な

効率化を図る

など、適切に

管理する。 

 

イ 人件費 

各種の国際

社会の開発目

標の達成に貢

献し、政府や

社会から期待

される役割を

果 た す た め

に、必要に応

じて人員配置

を見直す。ま

た、給与水準

については、

国家公務員の

給与水準も十

分に考慮し、

手当を含めた

役職員給与の

在り方につい

て厳格に検証

を 行 っ た 上

で、引き続き

給与水準の適

正化を図る。

金を充当して

行う事業につ

いても翌年度

から年 1.4％

以上の効率化

経費に加える

とともに、事

業実施に当た

り間接的に発

生する経費に

ついては、毎

年度の増減要

因を分析し必

要な効率化を

図るなど、適

切 に 管 理 す

る。 

 

イ 人件費 

各種の国際

社会の開発目

標の達成に貢

献し、政府や

社会から期待

される役割を

果 た す た め

に、必要に応

じて人員配置

を見直す。ま

た、給与水準

については、

国家公務員の

給与水準も十

分に考慮し、

手当を含めた

役職員給与の

在り方につい

て厳格に検証

を 行 っ た 上

で、引き続き

給与水準の適

正化を図る。

に発生する経費に

ついては、増減要因

を分析し、必要な効

率化を図るなど、適

切に管理する。 

 

イ 人件費 

・各種の国際社会の

開発目標の達成に

貢献し、政府や社会

から期待される役

割を果たすために、

必要に応じて人員

配置を見直す。ま

た、給与水準につい

ては、国家公務員の

給与水準も十分に

考慮し、手当を含め

た役職員給与の在

り方について厳格

に検証を行った上

で、引き続き給与水

準の適正化を図る。

その上で、各事業年

度の給与水準及び

その合理性・妥当性

を公表する。加え

て、機構を取り巻く

環境変化等を勘案

し、適正な人員計画

や人件費構造の在

り方等についても、

必要な検討を進め

る。  

 

ウ 保有資産 

・保有資産の内容を

見直し、保有資産の

必要性の有無を検

討する。また、詳細

な保有資産情報の

公表を引き続き行

ア層向けの組織内公募を2020年度2件から2021年度24件まで大幅

に拡充した。 

 

○ 給与水準の適性化と総人件費管理 

 2022年度の人事院勧告を参考にしつつ国家公務員に準じて初任

給及び若年層を中心とした基本給の引き上げを実施、賞与月数の

年間0.10か月増を実施するとともに、役職定年制度、職務限定制

度、勤務地限定制度を継続して適用した。なお、2021年度の賞与

月数引き下げに相当する額については、政府方針に基づき2022年

度6月期賞与から減額することで調整を行った。国家公務員との

比較において妥当な給与水準を維持し、給与水準及びその合理

性・妥当性について機構ウェブサイトで公表した。 

 気候変動対策への対応力強化や海外投融資事業の更なる事業規

模拡大で当局に認められた13人分の人件費予算増も踏まえた採

用や人員配置等を行い、人件費予算の範囲内で適切に執行した。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

経営課題への即応性のある人的資源の配置という課題に対し、職員

個々人の能力開発と成果への強いコミットを引き出すための人事制

度（組織内公募の拡大）を運用開始した。 

 

No.11-3 保有資産 

○ 決算公告にて毎年資産情報の公開を行っている。 

○ 2020年度に策定し、2021年度に改訂した中期整備計画に基づき、

施設整備工事を実施した。今後の施設の在り方について議論を継

続するとともに、更なる検討を進めるための追加情報を収集し

た。 

 

No.11-4 調達 

コロナ禍を新常態と捉えた調達・派遣業務を着実に遂行するととも

に、特に、ロシアによる侵略を受けているウクライナへの支援におい

て調達業務を迅速、機動的かつ適切に推進した。2021年度後半から開

始した調達・派遣改革に関しては、調達推進室を設置するとともに、

外部委託調査を活用し、事業ニーズに応じた制度の創出による開発イ

ンパクトの最大化、及び調達・派遣事務の合理化/迅速化による価値創

造時間の創出を目的とした調達・派遣制度の抜本的合理化を推進し

た。 

また、部内業務のDX推進により電子入札、契約の電子化、精算手

続きの電子化・合理化を検討、推進した。 

 

（1）調達・派遣改革の推進 

 ＜指摘事項、業務運営上の課題及び

改善方策＞ 

公共調達の原則を確保しつつ、柔軟

性、機動性をより強化した調達・派

遣業務が制度、運用面で求められて

おり、調達・派遣業務の更なる合理

化、簡素化、迅速化の推進を期待す

る。今後も円滑な執行が確保される

よう対応を徹底されたい。 

 

 ＜その他事項＞ （有識者からの意

見聴取等） 

・新開発協力大綱の中でも JICA 含

めた開発協力に関わる人員体制を

引き続き強化することが述べられ

ている。機構職員の「妥当な給与水

準」については、「人事院勧告を参

考にしつつ国家公務員に準ずる」と

ある点は重々承知している。しかし

ながら、果たしてこの延長線上で、

今後とも専門性をもった JICA の

国際人材の育成促進と内外での活

躍が担保されるのか、正直不安なし

としない。政府の新たな骨太の方針

「新しい資本主義の加速に向けて」

の中でも、デフレ下でコストと認識

されてきた賃金を未来への投資と

して再認識し、構造的な賃上げによ

る「成長と分配の好循環」をつくり

だしていくとの基本方針も打ち出

されている。JICA のグローバルな

ベンチマーク先の関連指標も参考

にしながら、真に「妥当な賃金水準」

はいかにあるべきかについての一

層の議論を深められてはどうかと

思う。 
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その上で、各

事業年度の給

与水準及びそ

の合理性・妥

当性を公表す

る。加えて、機

構を取り巻く

環境変化等を

勘案し、適正

な人員計画や

人件費構造の

在り方等につ

いても、必要

な検討を進め

る。 

 

ウ 保有資産 

機構の保有

する資産につ

いては、詳細

な資産情報の

公表を引き続

き行うととも

に、資産の利

用度のほか、

本来業務に支

障のない範囲

での有効利用

可 能 性 の 多

寡、効果的な

処分、経済合

理性といった

観 点 に 沿 っ

て、その保有

の必要性につ

いて不断に見

直しを行うも

のとする。そ

の上で、機構

の資産の実態

把 握 に 基 づ

き、機構が保

その上で、各

事業年度の給

与水準及びそ

の合理性・妥

当性を公表す

る。加えて、機

構を取り巻く

環境変化等を

勘案し、適正

な人員計画や

人件費構造の

在り方等につ

いても、必要

な検討を進め

る。 

 

ウ 保有資産 

機構の保有

する資産につ

いては、詳細

な資産情報の

公表を引き続

き行うととも

に、資産の利

用度のほか、

本来業務に支

障のない範囲

での有効利用

可 能 性 の 多

寡、効果的な

処分、経済合

理性といった

観 点 に 沿 っ

て、その保有

の必要性につ

いて不断に見

直しを行うも

のとする。そ

の上で、機構

の資産の実態

把 握 に 基 づ

き、機構が保

う。 

 

エ 調達 

・DX促進のため、調

達・派遣業務手続の

抜本的簡素化及び

合理化のための制

度改革や事務処理

の自動化等を実施

する。 

・契約監視委員会を

通じて外部有識者

の意見を積極的に

取り入れ、質の高い

調達を可能とする

調達制度の改善（競

争性の向上、新規参

入の拡大等）を実施

する。 

・国内外拠点の調達

支援体制を一層強

化し、遠隔研修や直

接支援等の継続的

な実施及び現地職

員の調達事務能力

の向上に取り組む。 

・機構の事務・事業

の特性を踏まえた

調達等合理化計画

を策定し、契約監視

委員会による点検

を踏まえ、競争性の

ない随意契約の適

正な運用に取り組

む。 

・外部審査制度の活

用やセミナー開催

等を通じ、適切な契

約管理、透明性の向

上、不正事案防止や

その他関連リスク

回避への取組を行

○ 調達・派遣業務の抜本的合理化・効率化のための推進体制として、

調達推進室を設置し、同室及び調達・派遣業務部が協働して開発

インパクト向上のための業務の質の向上に資する以下の施策を

導入した。 

①契約の迅速化：コンサルタント等契約、民間連携事業、草の根

技術協力事業業務委託契約における調達期間短縮、機材のスタン

ドバイ調達 

②事業部門のニーズに即応するための制度改正等：国際機関との

契約マニュアル作成、企画調査員の個別公募制度の復活 

③契約事務の効率化：企画競争への上限額導入（質の高い提案の

促進と契約事務の簡素化）、コンサルタント等を活用する国内契

約と海外契約の運用一本化、ランプサム案件の拡大による精算簡

素化、文書の電子化による業務の効率化 

④時代の状況を踏まえた制度改正：生活保障金の廃止。この過程

では外部委託調査を活用し、調達業務、及び専門家等の派遣業務

について、細かく複雑である現行制度、運用を抜本的に合理化す

る制度改革、業務改善の施策と定量的な効果測定方法を検討 

○ DX促進の観点で、イントラマニュアルの見直し、オンラインマニ

ュアルの整備、チャットボットを導入した。電子入札システム運

用拡大（機材調達、コンサルタント等契約で価格競争含む選定方

式の案件、及び一般契約のほぼすべての案件を対象）を実施、電

子契約をコンサルタント等契約、民間連携事業、草の根協力事業

の業務委託契約、一般契約等に試行導入、精算事務のオンライン

化を行った。この過程では、一般社団法人海外コンサルタンツ協

会（ECFA：Engineering and Consulting Firms Association）との合同

タスクフォースを継続し、制度改革、業務改善を進めた。また、

Robotic Process Automation（RPA）の活用により事務合理化を促進

した。 

○ 民間連携事業業務委託契約の抜本的改善を行った。民間連携事業

業務委託契約については、民間企業のビジネス化への支援強化及

び契約事務負担軽減を目的として、コンサルタント等契約によ

り、コンサルタントが複数民間企業を包括的に支援するとともに

契約手続きを担う契約制度を試行導入した（一部の民間連携事業

契約を除く）。 

 

（2）ウクライナ復興支援案件への対応 

○ 2022年2月に勃発したロシアによるウクライナ侵略以降、現地及

び周辺国での緊急ニーズに応えるべく、緊急性を理由とした見積

合わせ等による調達を20件（コンサルタント等契約6件、一般契

約2件、機材調達・輸送業務12件）実施。ウクライナ避難民への支

援のために、越冬支援対策としての発電機の供与・輸送、地雷探

知機及びクレーン付きトラックの供与・輸送、緊急の情報収集・
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有し続ける必

要があるかを

厳 し く 検 証

し、支障のな

い限り、国へ

の返納等を行

う も の と す

る。 

 

エ 調達 

独立行政法人

における調達

等合理化の取

組の推進につ

いて（平成 27

年 5月 25日総

務大臣決定）

に基づき、機

構の事務・事

業の特性を踏

まえた調達等

合理化計画を

策定・公表し、

これに基づく

取組を確実に

実施する。ま

た、外部有識

者からなる契

約監視委員会

による点検を

踏まえつつ、

内部規程等に

基づき競争性

のない随意契

約を締結する

場合は、その

適正な実施を

徹底する。加

えて、仕様書

の質の向上や

技術協力プロ

ジェクトに係

有し続ける必

要があるかを

厳 し く 検 証

し、支障のな

い限り、国へ

の返納等を行

う も の と す

る。 

 

エ 調達 

独立行政法人

における調達

等合理化の取

組の推進につ

いて（平成 27

年 5月 25日総

務大臣決定）

に基づき、機

構の事務・事

業の特性を踏

まえた調達等

合理化計画を

策定し、これ

に基づく取組

を確実に実施

する。また、外

部有識者から

なる契約監視

委員会や外部

審査による点

検を踏まえつ

つ、透明性の

向上に加え、

内部規程等に

基づき競争性

のない随意契

約を締結する

場合は、事業

の目的に応じ

た適切な実施

を行う。加え

て、国内及び

う。 

・仕様書の質の向

上や技術協力プロ

ジェクトに係るコ

ンサルタント等契

約 へ の QCBS

（ Quality and Cost 

Based Selection：技

術（質）と価格によ

る選定）の適用によ

り、質の高い提案を

適切な価格で調達

するための制度の

導入を進める。 

確認調査の契約やモルドバ向け医療機器供与などに取り組んだ。 

○ ウクライナへの機材輸送のため、輸送スタンドバイ契約を数社と

締結。輸送業者選定期間の最短化を図った。 

 

（3）調達等合理化計画に基づく取組の実施状況 

○ 機構の事務・事業の特性を踏まえた調達等合理化計画を策定し、

契約監視委員会による点検を踏まえ、競争性のない随意契約の適

正な運用に取り組んだ。契約監視委員会においては、競争性のな

い随意契約の審議を行い、適切に運用されていることが確認され

た。 

○ 契約監視委員会において、契約実績や調達制度の改善の取組を報

告し、競争性の向上や新規参入の拡大等に対して適切に取り組ん

でいることが確認された。 

○ コンサルタント等契約に関し、外部有識者が公示予定の企画競争

説明書について審査及び機構の選定委員が評価した内容につい

て審査を行う「選定過程審査」、事後に企画競争説明書記載や機

構の選定委員の評価結果やコメント等について審査する「選定後

審査」の二種類の審査を行い、外部有識者の視点を受けて業務の

改善に取り組んだ。2022年度は、外部審査委員との意見交換会（2

回）を開催し、上述の個別案件の審査も踏まえた、制度や運用の

改善に関する助言を得た。 

○ 技術協力プロジェクトに係るコンサルタント契約へのQCBSの試

行導入を開始した。 

○ 一者応札・応募の削減に向けた取組としては、コンサルタント等

契約の企画競争説明書及び入札説明書のウェブ掲載、プレ公示段

階での質問回答を継続した。契約監視委員会では、2回連続で一

者応札・応募となった契約の点検を行った。 

 

（4）適正な調達を継続的に行うための実施基盤の確保 

○ 海外拠点向けに、全拠点向けセミナー（4回）、地域別セミナー（6

回）、オンライン個別支援（13か国）、出張支援（16か国）を実

施した。また、国内拠点向けに、国内拠点向けセミナー（3回）、

調達業務個別支援（4拠点）を実施し、国内外拠点の調達体制の強

化を推進した。 

○ 調達・派遣業務に係るセミナーを機構外向けに33回、機構内向け

に123回、延べ5,400人余りに対して実施した。 

○ 不正事案に対する取組として、第三者抽出検査を5か国対象に計

画した（2023年度実施予定）。経費実地検査を4件対象に実施し

た。 

 

（5）事業上の課題及び対応方針 

2019年度末からの新型コロナウイルスの世界的な感染拡大により
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るコンサルタ

ント等契約へ

の QCBS

（ Quality 

and Cost 

Based 

Selection：技

術（質）と価格

による選定）

の適用により

質の高い提案

を適切な価格

で調達するた

めの制度の導

入を進め、引

き続き調達の

合理化及び改

善に努める。 

在外拠点への

支援やセミナ

ーによる能力

強化や DX 促

進を行うとと

もに、仕様書

の質の向上や

技術協力プロ

ジェクトに係

るコンサルタ

ント等契約へ

の QCBS

（ Quality 

and Cost 

Based 

Selection：技

術（質）と価格

による選定）

の適用により

質の高い提案

を適切な価格

で調達するた

めの制度の導

入を進めるこ

とで、新規参

入の拡大や競

争性の向上、

調達の合理化

及び改善を目

指す。 

事業の実施に制約を受けたが、2022年度は専門家や調査団派遣の再開

が軌道に乗り、当該局面で適切かつ柔軟な方法論を駆使した調達業務

により、コロナ禍を新常態と捉えての事業推進に貢献した。また、ウ

クライナへの支援において調達業務を機動的かつ適切に推進した。 

公共調達の原則を確保しつつ、柔軟性、機動性をより強化した調達・

派遣業務が制度、運用面で求められることから、調達・派遣業務の更

なる合理化、簡素化、迅速化の推進が必要となる。2023 年度は、引き

続きの制度改革と運用改善を進め、その試行と本格導入を行う。 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.12 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、困難

度 

- 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和 5 年度政策評価、行政事業レビューシート番号は未定 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（目標値） 

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

         

         

    

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指

標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ５．財務内

容 の 改 善

に 関 す る

事項 

運 営 費 交

付 金 を 充

当 し て 行

う 業 務 に

ついては、

「４．業務

運 営 の 効

率 化 に 関

する事項」

で 定 め た

事 項 に 配

慮 し た 中

期 計 画 の

予算、収支

計 画 及 び

資 金 計 画

を作成し、

当 該 予 算

等 に 基 づ

き 事 業 の

質 の 確 保

に留意し、

4．財務内容の

改善に関する

事項 

運営費交付金

を充当して行

う業務につい

ては、「3．業務

運営の効率化

に関する目標

を達成するた

めとるべき措

置」で定めた

事項に配慮し

た中期計画の

予算、収支計

画及び資金計

画を作成し、

当該予算等に

基づき事業の

質の確保に留

意し、適正な

予算執行管理

を行う。毎年

の運営費交付

金額の算定に

ついては、各

3. 財務内容の改

善に関する事項 

・運営費交付金を

充当して行う業務

について、以下6.

に示す予算、収支

計画及び資金計画

に基づき、事業の

質の確保に留意し

て適正な予算執行

を行う。 

・機構全体の予算

執行管理の着実な

実施のため、報告・

統制及び制度を含

めたガバナンスの

強化を継続する。

また、月次の予算

執行状況報告や年

2回の予算モニタ

リングの機会だけ

でなく、各部署で

個別事業の予算執

行状況を確認し予

算執行管理を徹底

する。 

なし ＜主要な業務実績＞ 

（1）運営費交付金を充当して行う業務に関する予算執行管理の状況 

○ 「予算執行管理強化に関する諮問委員会」の最終報告書（2018 年12月）の提

言を踏まえて、2019年度までに導入した予算執行管理や報告・統制及び制度

を含めたカバナンス強化策に基づき、2022 年度及び後年度の予算執行の見

通しの常時把握、分析、調整に関する取組を継続した。また、デジタル・ト

ランスフォーメーション（DX：Digital Transformation）の推進に向けた取組

として、各事業部門の予算執行状況を分かりやすく表示できる各種ツールを

導入し、予算執行管理の即応性を一層向上させた。 

○ 予算執行管理に関する案件担当者や予算管理担当者等の実務者向け研修、階

層別研修、初級者研修、海外拠点への赴任前研修等の実施や英文動画の配信

等を通じて、予算執行管理に係る職員の能力向上に取り組んだ。 

○ 事業の質の確保に留意しつつ、年度計画予算の範囲内で適正な予算執行管理

を推進した。 

○ 外的要因等により前中期目標期間中に実施完了に至らなかった事業につい

ては、事象の起きた案件に紐づけて必要な財源を確保し、複数年度予算管

理を踏まえた適切な予算配分により対応した。 

○ 2022年度予算の未使用額のうち、外的要因により支出年度を2023年度に後

ろ倒しせざるを得ないものについては、必要な財源を確保し、2023年度に

繰越して執行予定。 

○ 2022年度末時点の運営費交付金債務残高は、636.6億円となっており、その

内訳は以下のとおりである。 

➢ 運営交付金の残 529.0億円 

➢ 前渡金 107.3億円 

➢ 前払費用、長期前払費用等 0.3億円 

（注）いずれも暫定値。四捨五入の関係上、合計が一致しないことがある。 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

根拠：年度計画に対して質的な成果や

成果の最大化に向けた取組で所定の

成果を上げていることから、当該事業

年度における中期計画の所期の目標

を達成していると認められる。 

 

 

＜課題と対応＞ 

（1）前年度評価時指摘事項 

2017年度に発生した予算執行管理

問題を過去のものとせず、改めて深刻

な問題として十分に受け止めた上で、

引き続き予算執行に関する不断の見

直し・改善に取り組むことを期待す

る。また、新型コロナによる運営費交

付金の執行管理への影響に鑑み、改め

て機構内の予算執行管理体制及び運

用の強化に留意されたい。 

 

（2）対応 

2017 年度の予算執行問題を受け、

2018 年度に実施した「予算執行管理

強化に関する諮問委員会」の提言も踏

まえ、引き続き予算の事前統制メカニ

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

 

（定量的実績） 

 設定なし 

 

（定性的実績） 

年度計画の取組を着実に実施した

ことに加え、以下の実績が認められ

た。 

・「予算執行管理強化に関する諮

問委員会」の最終報告書を踏まえ

て、2022 年度及び後年度の予算執

行の見通しの常時把握、分析、調整

に関する取組を継続した。 

・また、DXの推進に向けた取組と

して、各種ツールを導入し、予算執

行管理の即応性を一層向上させた。 

・国際協力機構債券の発行につい

て、2022年度は計800億円の国内財

投機関債（ソーシャルボンド）及び

5月に9億米ドルの政府保証外債を発

行し、国内外の民間資金を動員し

た。 加えて、国内発行体として初

めて「ピースビルディングボンド」

を発行し、国内外でのメディア等で
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適 正 な 予

算 執 行 管

理を行う。

毎 年 の 運

営 費 交 付

金 額 の 算

定 に つ い

ては、各年

度 期 末 の

運 営 費 交

付 金 債 務

残 高 の 発

生 要 因 等

を 分 析 し

た上で、運

営 費 交 付

金 債 務 残

高 を 適 切

な 水 準 と

すべく、厳

格 に 行 う

も の と す

る。また、

引 き 続 き

自 己 収 入

の 確 保 と

そ の 適 正

な管理・運

用 に 努 め

る。 

年度期末の運

営費交付金債

務残高の発生

要因等を分析

した上で、運

営費交付金債

務残高を適切

な水準とすべ

く、厳格に行

う も の と す

る。また、引き

続き自己収入

の確保とその

適正な管理・

運 用 に 努 め

る。 

・事業担当者や予

算管理担当者等の

実務者向け研修や

階層別研修等の継

続実施を通じて、

職員の予算執行管

理能力の向上を図

る。 

・外的要因等によ

り前中期目標期間

中に実施完了に至

らなかった事業に

ついては、前中期

目標期間からの繰

越予算も活用して

必要な予算を確保

し、事業実施に努

める。 

・前年度期末の運

営費交付金債務残

高の発生要因等を

分析し、2022年度

予算を適切に執行

管理するととも

に、外的要因によ

り支出年度が2023

年度に遅れざるを

得ない事業を早期

に把握し、その事

由や金額規模の検

証も踏まえて適切

な予算配分を行

う。 

・自己収入の確保

とその適正な管

理・運用に努め

る。 

○ 2022年度末時点の運営費交付金債務の未収益化の発生理由は、相手国側機

関の事由や新型コロナウイルス感染症の影響等により、事業の遅延が生じ

たため。 

 

(2) 自己収入の確保に向けた取組と管理・運用の状況 

○ 自己収入のうち消費税の還付等を除く事業収入は5.3億円（2022年度計画額

2.9億円）となった。計画額からの主な増要因は物品売却収入等の雑収入の

増による。 

○ 民間資金の動員促進：寄附金収入は1.2 億円（2022年度計画額1.4億円）とな

った。一般寄附金事業として「世界の人びとのためのJICA基金」では個人

や企業からの寄附を受け入れている。これらの寄附金を活用し、「世界の人

びとのためのJICA基金活用事業」として開発途上国・地域の人びとの貧困

削減や生活改善・向上に貢献するNGO等の活動を通じた支援を行う事業

（2022年度新規案件10件採択）を実施した。また、特定寄附金事業として

「ラオスにおけるニコン・JICA 奨学金制度」、「ベトナム日越大学山本奨学

金・研究奨励金制度」及び「ブラジル・フジタ・ニノミヤチェアへの長岡文

庫設置プロジェクト」等を継続した。 

 

（3）その他財務内容の改善や開発資金の動員等に資する取組 

①国際協力機構債券の発行を通じた開発資金の動員 

○ 国際協力機構債券の発行（全体）：国際協力機構債券の発行は日本政府の

SDGs 実施指針改定版（2019年12月決定）において、SDGs達成に向けた民間

資金動員の施策に位置付けられている。2022年度は、7月、9月、12月、2月、

3月に計800億円の国内財投機関債（ソーシャルボンド）及び5月に9億米ドル

の政府保証外債を発行し、国内外の民間資金を動員した。 

・ ピースビルディングボンドの発行：国内発行体として初めて、平和構築に向

けた事業に調達資金を充当する「ピースビルディングボンド」を発行。テー

マ性に共感する幅広い投資家からの注目・需要を集め、国内外でのメディア

等でも掲載。 

・ 機構債への投資表明の着実な増加：機関投資家が社会貢献性に着目し、国際

協力機構債券への投資を行った旨を対外的に公表（投資表明）した件数は顕

著に増加。2022年度は新たに36件の投資表明を獲得し、累計件数は313件に

達した。 

・ 機構債に関して、厳しい発行環境の中でもソーシャルボンドを計800億円発

行するとともに政府保証外債は過去最高の9億ドルを発行し、国内外の民間

資金を開発途上地域支援に動員した。このうち、50億円はリテール債で発行

し、機構の取組に共感する個人投資家からの資金動員も実現した。また、政

府保証外債で調達した資金は、実際の出融資まで効率的に運用を行った。 

 

②受託事業を通じた開発資金の動員 

○ 受託事業については、継続中の既存案件（中部アフリカ森林イニシアティブ

（CAFI：Central Africa Forest Initiative）基金との受託契約（約400万ドル）に

ズムを担保・改善した。また、各年度

の支出予算計画を踏まえ、事業の質確

保に留意しつつ、適正な予算執行管理

を推進する。新型コロナに伴う運営費

交付金の執行管理への影響に対して

は、外的要因によりやむを得ず支出年

度が後ろ倒しとなった予算を、事象の

起きた案件に紐づけて、前中期目標期

間からの繰越予算も活用して、複数年

度予算管理を踏まえて適切に執行し

ている。 

 

も掲載された。 

・受託事業について、継続中の既存

案件として、（コンゴ民主共和国の

森林モニタリングシステム事業、チ

リにおける日本企業（三井物産）が

有するCSR基金を活用したSATREPS）

事業及びトヨタ・デ・アンゴラ社と

の受託契約による「自動車整備人材

育成プロジェクト」を実施した。ま

た、機構にとって初の緑の気候基金

（GCF）からの受託事業となる、東

ティモールの事業を開始した。 

 

（結論） 

自己評価書の「B」との評価結果が

妥当であると確認できた。 

 

 ＜指摘事項、業務運営上の課題及び

改善方策＞ 

2017 年度に発生した予算執行管

理問題を過去のものとせず、改めて

深刻な問題として十分に受け止めた

上で、引き続き予算執行に関する不

断の見直し・改善に取り組むことを

期待する。特に、ポストコロナにお

ける運営費交付金の執行管理が難易

度を重要であり、改めて機構内の予

算執行管理体制及び運用の強化に留

意されたい。 

また、債券発行や自己収入の確保に

ついては、引き続き積極的な取組を

期待する。 

 

 ＜その他事項＞ （有識者からの意

見聴取等） 

・業務に関する予算執行管理におい

ては、２０２２年度は急激な為替変

動（円安局面）、金利高、物価上昇等

が常態化する中、難易度の高い機構

の運営を強いられたものと考える。

本項目の自己評定は B としている

が、behind the scenes でかなりの工
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よるコンゴ民主共和国「国家森林モニタリングシステム運用・REDD+パイロ

ットプロジェクト」、日本企業（三井物産）が有するCSR基金を活用した地

球規模課題対応国際科学技術協力（SATREPS：Science and Technology 

Research Partnership for Sustainable Development）事業「チリにおける持続可能

な沿岸漁業及び養殖の確立に資する赤潮早期予測システムの構築と運用」及

びトヨタ・デ・アンゴラ社との受託契約による「自動車整備人材育成プロジ

ェクト」）を実施した。また、機構にとって初の緑の気候基金（GCF：Green 

Climate Fund）からの受託事業となる、東ティモール「重点流域における森林

減少抑制及び気候変動強靭化のためのランドスケープ管理能力向上(GCF)」

の事業を開始した。 

 

【参考情報】「独立行政法人における経営努力の促進とマネジメント強化につい

て」（平成 30 年 3 月 30 日付、総管査第 10 号）に基づく「目的積立金等の状況」

について 

（単位：百万円、％） 

  
令和 4 年度末 

（初年度） 
令和 5 年度末 令和 6 年度末 

前期中期目標期間繰越積立金 16,387   

目的積立金 －   

積立金 －   

  うち経営努力認定相当額 －   

その他の積立金等 0   

運営費交付金債務 63,662   

当期の運営費交付金交付額（a） 171,335   

  うち年度末残高（b） 54,083   

当期運営費交付金残存率（b ÷ 

a） 
31.6   

 

夫を積み上げられていたのではない

か。このような工夫は、他独法の参

考にもなり、best practice の共有化

のためにも明記いただくのが良いと

考える。 

また、新しい開発協力大綱の実施原

則の中で「当該国の債務の持続可能

性に十分配慮し、これを強化すべ

く、開発協力を行う」とある。債務

状況が悪化していたり、債務危機に

陥っている国々に対して、他国とは

異なる日本独自・機構独自の債務の

持続可能性を考慮した具体的事例

についても、今後は評価の指標にな

り得るのではないか。 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.13 安全対策・工事安全に関する事項 

当該項目の重要度、困難

度 

【重要度：高】安全管理は国際協力事業を推進するために必須であり、安全の確保は

事業を安定的に実施するための大前提となるため。 

【困難度：高】いつどこで不測の事態が起きるか分からず、目標の達成が機構による

努力のみでは管理できないため、本項目は困難度を高とするのが妥当と考える。 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和 5 年度政策評価、行政事業レビューシート番号は未定 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（目標値） 

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

【指標13-1】国際協力事業

関係者の安全対策研修の受

講者数 

1.6 万人 3,200 人 3,609 人     

 

【指標13-2】工事安全に係

る調査・セミナー等の実施

件数 

560 件  112 件  170 回      

 

    

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指

標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ６．安全対

策・工事安

全 に 関 す

る事項 

国 際 協

力 事 業 関

係 者 の 安

全 を 確 保

するため、

平成 28 年

8 月 30 日

に 発 表 さ

れ た 国 際

協 力 事 業

安 全 対 策

会 議 の 最

終 報 告 を

踏まえ、着

実 か つ 迅

速 な 安 全

5. 安全対策・

工事安全に関

する事項 

国際協力事業

関係者の安全

を確保するた

め、平成 28 年

8 月 30 日に発

表された、国

際協力事業安

全対策会議の

最終報告を踏

まえ、着実か

つ迅速な安全

対策を実施す

る。具体的に

は、脅威の未

然の回避、ハ

ード・ソフト

両面の防護能

4．安全対策・工事

安全に関する事項 

・国際協力事業関

係者の安全を確保

するため、平成28

年8月30日に発表

された国際協力事

業安全対策会議の

最終報告を踏ま

え、着実かつ迅速

な安全対策を実施

する。 

・具体的には、脅

威の未然の回避、

ハード・ソフト両

面の防護能力の強

化、危機発生時の

迅速かつ適切な対

応に取り組む。特

に、安全を巡る関

＜主な定量的

指標＞ 

（定量的指標

及び実績は上

記２．参照） 

 

＜その他の指

標＞ 

上記２．に掲げ

たもののほか、

特になし 

 

＜評価の視点

＞ 

＜主要な業務実績＞ 

No.13-1 安全対策 

（1）業務実績 

① 脅威情報の収集・分析・発信態勢の強化、情報共有の徹底 

○ 機構関係者の126か国への渡航再開の実現：新型コロナウイルスへの対応方

針を国ごとまとめ、事業関係者の再渡航を126か国（総計）で実現させた（2022

年度は新たに5か国）。 

○ 安全確認調査及び安全巡回指導調査については2022 年度実績は22か国とな

った。 

○ 治安情勢の悪化が顕著である状況下、犯罪事案の増加・凶悪化の傾向を考慮

した安全対策に取り組んだ。具体的には、総合的な情報収集・分析に基づく

安全対策の適時適切な見直しと運用、オンラインによるセミナー、一般犯罪・

テロ等に対する注意喚起、機構内外への安全対策研修、24時間待機体制の維

持・強化等を実施した。 

○ 2022年度の主な取組としては、コンサルタント・大学等の事業関係者向け健

康管理・安全対策セミナー2回（調達・派遣業務部等との共催）、犯罪事案が

増加傾向にあったサブサハラ・アフリカ地域向けに事務所向け講習会2回及

びJICA海外協力隊員向け安全セミナー2回、全世界横断的な注意喚起9回等を

実施した。 

○ 新しい「安全対策宣言」（理事長名）を策定し、機構内外に発信した（2022

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

根拠：評価指標の目標水準を上回る成

果を上げていることに加え、困難度が

高いと設定されている中、以下 4．業

務実績のとおり、質的な成果、成果の

最大化に向けた取組において、目標水

準を上回ると判断されることから、当

該事業年度における中期計画の所期

の目標を上回る成果が得られている

と認められる。 

 

 

＜課題と対応＞ 

（1）前年度評価時指摘事項 

上記評価を踏まえ、引き続き世界に

おける新型コロナの状況を注視しつ

つ、関係者の安全を第一に、派遣・避

難等のオペレーションを迅速・確実に

実施されたい。また、感染症流行下に

評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

 

（定量的実績） 

【指標 13-1】国際協力事業関係者

の安全対策研修の受講者数について

は達成度が目標値の 100%以上、

【指標 13-2】工事安全に係る調

査・セミナー等の実施件数について

は目標値の 120%以上となってお

り、着実に目標を達成している。 

（定性的実績） 

１． 安全対策 

 年度計画の取組を着実に実施した

ことに加え、以下の実績が認められ

た。 

 ・新型コロナウイルスへの対応方

針を国ごとにまとめ、事業関係者の

再渡航を126か国（総計）で実現さ

せた（2022年度は新たに5か国）。  
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対 策 を 講

じ る と と

もに、安全

を 巡 る 関

係 者 の 危

機 意 識 が

低 下 す る

こ と の な

いよう、適

切 な リ ス

ク 認 識 と

安 全 対 策

へ の 意 識

向 上 に 取

り組む。ま

た、新型コ

ロ ナ ウ イ

ル ス 感 染

症 の 世 界

的 な 流 行

の 影 響 を

注視し、引

き 続 き 必

要 な 安 全

対 策 を 講

じる。 

施 設 建 設

等 の 工 事

に つ い て

は、事故・

災 害 の 防

止・低減に

向け、適切

な 安 全 対

策 を 講 じ

る。 

力の強化、危

機発生時の迅

速かつ適切な

対応（新型コ

ロナウイルス

感染症の世界

的な流行の影

響に対する安

全 対 策 を 含

む。）に取り組

む。また、実技

を含めた安全

対策研修の実

施を通じ関係

者の意識向上

に取り組む。

また、工事安

全 に 係 る 調

査、セミナー

を実施し、施

設建設等の工

事における事

故・災害の防

止・低減に向

けた取組を推

進するととも

に、適切な安

全対策を講じ

る。 

係者の危機意識が

低下することのな

いよう、研修の改

善・実施や教材の

開発・普及等を通

じ、安全管理の意

識向上を図る。ま

た、新型コロナウ

イルス感染症の世

界的な流行を踏ま

え、感染予防・感染

拡大防止に向けた

取組を継続すると

ともに、同感染症

の流行による犯罪

の増加・凶悪化の

傾向を考慮した安

全対策に取り組

む。 

・工事安全対策に

関する指針文書の

適切な運用と見直

し、現場での安全

対策の支援を通

じ、施設建設等事

業の工事安全対策

に取り組む。特に、

事故の件数の多い

国や事業規模の大

きい国での安全対

策を重点的に実施

する。 

 

年10月6日付）。宣言は簡明で力強く関係者に伝わりやすいものとすべく、

「人命最優先」、「最適の安全対策」、「当事者意識」の3本柱を定めた。 

○ 海外拠点にて緊急連絡網訓練を定期的に実施した。また、事業継続計画

（BCP）に基づき、緊急事態における業務内容及び実施体制について確認作

業を実施した。 

○ 2022年3月にリリースした「JICA海外安全対策ハンドブック」の電子ブック

版の利用を機構内外において積極的に推奨し、延べ9,755回ダウンロードされ

た。一度ダウンロードすればオフラインでもスマートフォン等からの閲覧が

可能となり、汎用性が高くなり、安全管理意識をより身近に感じることが可

能となった。 

 

② 新型コロナウイルス感染症に関連する事務の合理化による事業推進 

○ 海外の新型コロナウイルスの感染状況の変化を踏まえ、同ウイルス感染拡大

状況を理由とした第三国への一般渡航制限の原則撤廃（2022年12月）、短期

渡航者の承認手続きの合理化（コロナ理由の承認手続きの廃止）等、事務合

理化に努め、事業推進につなげた。 

 

③ 海外拠点等での防護措置の強化 

○ 海外拠点等での防護措置強化の一環として11か国21件に「安全対策ガイダン

ス」を適用した。また、新型コロナの世界的な流行の長期化による一般犯罪

の増加・凶悪化の傾向を踏まえ、「犯罪事案プロファイル」等を通じた注意

喚起を継続的に行った。 

○ 海外で活動する事業関係者向けに、全ての海外拠点で安全対策連絡協議会を

実施し、コロナ禍で の治安上の安全対策強化（一時帰国中の留守宅警備強

化等）について注意喚起を行った（合計30か国、956人）。 

 

④ 機構内の安全管理人材の育成・強化の取組  

○ SRM（Security Risk Management）研修の運営を国連高等難民弁務官事務所

（UNHCR：United Nations High Commissioner for Refugees）から受託している

安全対策コンサルタントと個別に契約し、機構独自のSRM研修を実施し、国

際機関と同水準の安全対策に係る知見の強化を図った。 

 

⑤ 危機発生時の対応及び対応能力の強化 

○ 海外拠点では、有事の発生を想定し、緊急連絡網訓練を定期的に実施した

（31か国で実施、延べ45回、2,228人）。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

治安情勢の悪化、一般犯罪の凶悪化の傾向が全世界的に顕著に見られたことか

ら、注意喚起、情報提供、研修等の適時適切な安全対策を継続していく。 

 

No.13-2 工事安全 

おいても、犯罪やテロといった通常の

安全管理上のリスクは引き続き存在

しているところ、感染症対策と併せて

必要な対応が取られるよう改めて留

意されたい。 

 

（2）対応 

新型コロナの流行下における一般犯

罪の増加及び凶悪化傾向や物価高騰

などに起因する治安情勢悪化が顕著

に見られたことを踏まえ、犯罪の増

加・凶悪化の傾向を考慮した安全対策

に取り組んだ。また、海外の感染状況

の変化を踏まえ、第三国への一般渡航

に関する制限の原則撤廃や短期渡航

者の主管部長承認を廃止するなど、新

型コロナウイルスを理由とした承認

手続きの廃止を行い、段階的な緩和を

実施した。 

 

 ・海外拠点等での防護措置強化の

一環として11か国21件に「安全対策

ガイダンス」を適用した。また、新

型コロナの世界的な流行の長期化に

よる一般犯罪の増加・凶悪化の傾向

を踏まえ、「犯罪事案プロファイ

ル」等を通じた注意喚起を継続的に

行った。海外で活動する事業関係者

向けに、全ての海外拠点で安全対策

連絡協議会を実施し、コロナ禍での

治安上の安全対策強化について注意

喚起を行った（合計30か国、956

人）。 

 

２．工事安全 

 年度計画の取組を着実に実施した

ことに加え、以下の実績が認められ

た。 

 ・「施設建設等を伴う ODA 事業の

工事安全方針」「JICA 安全標準仕様

書」について、セミナー開催等を通

じ機構内外に周知した。工事安全重

点国に新たに指定したフィリピンに

アドバイザーを配置予定のほか、コ

ロナ禍で不在だったミャンマー、セ

ネガル、ケニアにアドバイザーを再

配置した。 

・コロナ禍の厳しい行動制限を順

守した上で実施状況調査、 現場パト

ロールを推進した。資金協力事業の

コンサルタント、コントラクターを

対象とした ODA 工事安全セミナー

を開催し、工事事故に対する情報共

有・注意喚起と事故予防の徹底を申

入れ、関係者との意見交換を実施し

た（200 名以上が参加）。 

 

（結論） 

以上により、年度計画において予

定されていた取組を着実に実施して

いるほか、特筆すべき定性的な成果

が多数見られること、それら成果を
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（1）業務実績 

「施設建設等を伴うODA事業の工事安全方針」「JICA安全標準仕様書」につい

て、セミナー開催等を通じ機構内外に周知した。事業規模の推移等を踏まえ、工

事安全重点国に新たに指定したフィリピンに工事安全アドバイザーを新規に配

置する予定であるほか、コロナ禍で不在だったミャンマー、セネガル、ケニアに

工事安全アドバイザーを再配置した。コロナ禍の厳しい行動制限を順守した上で

実施状況調査、 現場パトロールを推進した。資金協力事業のコンサルタント、

コントラクターを対象としたODA工事安全セミナーを開催し、工事事故事例を共

有するとともに、工事事故に対する注意喚起と事故予防の徹底を申入れ、関係者

との意見交換を実施した（200名以上が参加）。 

 

① 指針文書の適切な運用 

○ 「施設建設等を伴うODA事業の工事安全方針」を適切に運用・周知した。

具体的には相手国政府及び事業関係者等に対して、研修・セミナー等の機

会を通じた周知を行い、関係者の知見と意識の向上を図った。 

○ 円借款事業の工事契約に適用できる包括的な労働安全衛生仕様書（JICA 

Standard Safety Specification：JSSS）の内容について、円滑な導入を図るた

めに機構内外へ周知した。 

 

② 施工現場の安全対策の強化 

○ 事故の件数の多い国や事業規模の大きい国での安全対策 

2022 年度第 15 回「施設建設等事業の安全対策委員会」において、工事安全ア

ドバイザーを既に配置しているインドネシア、バングラデシュ、インドに加え、

工事安全重点国に新たに指定したフィリピンに工事安全アドバイザーを採用し

たほか、3 名をミャンマー、セネガル、ケニアに再配置した。 

大型インフラ事業を多数実施中のインドにおいて、資金協力事業の現地コント

ラクターが主要幹部を一堂に集めた工事安全大会を開催し、機構インド事務所が

安全施工の知見、ノウハウを共有することで、安全管理意識の向上に努めた。 

 

○ 事故の防止に向けた取組 

ア. 在外事務所による安全対策強化キャンペーンとして現場パトロール（工事の

安全対策状況の確認）を38件実施した。同キャンペーンに当たっては、現場

視察における着目点等について「現場の見方」の講義をオンライン会議で行

うなど、海外拠点に対して本部による支援を提供した。 

イ. 海外拠点、企画調査員（資金協力）及び本部専門員による安全セミナーを58

件実施した。 

ウ. 日常的に、工事事故発生の都度、事故の分析と結果の工事関係者へのフィー

ドバックを行い、同種の事故の防止に向けた注意喚起・事故予防に努めた。 

エ. 資金協力事業のコンサルタント、コントラクターを対象としたODA工事安全

セミナーを開催した。200名以上が参加し、工事事故事例を共有するととも

に、工事事故に対する注意喚起と事故予防の徹底を申し入れ、関係者との意

見交換を実施した。 

目標において困難度「高」とされた

項目において達成していることか

ら、中期目標における所期の目標を

上回る成果が得られていると認め、

「Ａ」評価とする。 

 

 ＜指摘事項、業務運営上の課題及び

改善方策＞ 

「国際協力事業安全対策会議最終報

告」に基づく各種強化策の着実な実

施を評価する一方で、バングラデシ

ュ・ダッカ襲撃テロ事件及び同最終

報告から 5 年が経過したことを踏ま

え、関係者の安全対策に係る意識が

希薄化することのないよう、改めて

各種対策や関係者の意識向上に留意

されたい。 

また、全世界的に顕著に治安情勢

の悪化が見られることから、注意喚

起、情報提供、研修等の適時適切な

安全対策を継続していくことを期待

する。 

 

 ＜その他事項＞ （有識者からの意

見聴取等） 

・コロナ禍で各国が多様な水際対策

をとり、ウクライナ侵攻、自然災害

等が重なる中、事故の未然防止に向

けた安全への取組を高く評価し、A

評定に違和感はない。一方で、安全

対策は、機構による努力のみでは管

理不能とも整理されており、今後は、

内外の機関、民間と、安全に関して

の具体的な連携についても明示され

れば、S 評定に値すると考える。 

・民間のグローバルな事業展開に際

しては、現地での安全確保は大前提

であり、自分の行動をコントロール

することである程度防げる範囲を

超えたところの機構の現地現物で

の頑張りの「視える化」をやってい

ただきたいと思う。 
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オ. 無償資金協力における「施工会社（店社）による海外建設現場安全パトロー

ル」の実施を制度化し、実施要領を制定した。 

カ. 無償資金協力案件のProject Management Report（PMR）における報告事項に、

度数率（労働災害の発生頻度）、強度率（労働災害の重さの程度）、公衆災害

件数を追加し、2023年3月末時点で取りまとめ5月に最終化予定。 

  

○ 建設工事の安全対策・事故防止を主管する省庁等に対する協力（技術協力

及び研修等）：技術協力プロジェクトを通じた相手国政府の安全対策や事故

防止を促進する取組として、モンゴル「建設分野における労働安全管理能

力強化プロジェクト」において、建設分野の労働安全管理能力を強化し、

建設分野の労働安全環境の改善を図る体制を整備した（2022年7月終了）。 

  

③ 戦略的な取組及び成果 

○ 労働安全衛生法制が十分に整備されていない開発途上国/地域において、工

事の労働安全衛生に関する一定の基準を満たすべく、2020年に完成した

「JICA安全標準仕様書（JSSS）」について、円借款事業への適用を進めてい

る。相手国政府、実施機関、コントラクターなど関係者へのJSSSの理解を

深め、安全施工を推進するため、視聴覚教材（英語、インドネシア語、ヒ

ンディー語、ベンガル語）を作成・外部公開した。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

工事安全の追求に当たっては、専門的な知識と経験を持つ企画調査員（資金協

力）による現場の踏査や事業関係者との対話を中心とした「実施状況調査」の実

施と、同調査結果に基づく改善に向けた助言が有用である。2022 年度は、工事

安全重点国を中心に、サイト内及び周辺地域のコロナウイルス感染拡大状況を考

慮しつつ、本格的な活動を再開し、コロナ前の水準まで実施件数を回復させた。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.14 内部統制 

当該項目の重要度、困難

度 

- 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和 5 年度政策評価、行政事業レビューシート番号は未定 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（目標値） 

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

【指標 14-1】内部統

制モニタリング実施

回数 

10 回 2 回 2 回 回 回 回 回 

 

【指標 14-2】リスク

管理に係る委員会の

開催回数 

30 回 6 回 8 回 回 回 回 回 

 

    

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指

標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 7.(1) 内

部 統 制 を

機 能 さ せ

る た め の

態 勢 を 強

化し、規程

を 着 実 に

運 用 す る

とともに、

有 償 資 金

協 力 の 業

務 運 営 を

含 む 機 構

の 業 務 運

営 上 の リ

ス ク の 識

別、分析及

び対応、内

部・外部通

6.(1) 内 部

統制を機能さ

せるための態

勢を強化し、

規程を着実に

運用する。 

機構の業務

運営上のリス

クに適切に対

応するための

リ ス ク の 識

別、分析、評価

を行い、当該

リスクへの適

切な対応を行

う。また、有償

資金協力の適

正な業務運営

を確保するた

5. (1)内部統制 

ア 内部統制の整

備及び運用 

・業務方法書等に

基づき、機構の内

部統制を機能させ

るために必要な規

程等を整備すると

ともに、引き続き

研修等の実施を通

じて、内部統制に

係る職員の更なる

意識向上を図る。 

・機構の内部統制

が着実に実施され

るよう、定期的に

内部統制の実施状

況をモニタリング

し、結果を役員に

＜主な定量的

指標＞ 

（定量的指標

及び実績は上

記２．参照） 

 

＜その他の指

標＞ 

上記２．に掲げ

たもののほか、

特になし 

 

 

＜評価の視点

＞ 

＜主要な業務実績＞ 

No.14-1 内部統制の整備及び運用 

（1）業務実績 

○ 有償資金協力勘定統合的リスク管理規程の改正、サイバーセキュリティ対策

に関する規程の改正等を行い、機構の内部統制の推進に関連する各種規程等

の整備を進めた。 

○ 事業継続管理規程に基づき、対策本部訓練、緊急事態時優先業務の実施訓練、

市ヶ谷ビル・国内拠点の災害対応態勢に係る点検を実施した。訓練結果を踏

まえ、全部門共通及び各部門のBCPマニュアル等を見直すことで、実効性の

向上に努めるとともに、機構内で対策の好事例や今後の課題等を共有し、機

構内の緊急対応能力強化を図った。 

○ 機構内で勤務する全職員等向けに内部統制をテーマとしたオンライン研修

を実施した。また、内部統制を構成する個々の事項（情報セキュリティ・個

人情報保護、障害者差別解消推進等）に係る研修の実施や組織内ポータルの

整備及び周知を行い、組織内への浸透を図った。内部統制の重要事項（第4

期中期目標期間及び2021年度業務実績評価、第5期中期目標・中期計画、年度

計画、調達関連の各種制度等）については、セミナー・説明会を実施し、組

織内の理解促進を図った。 

○ 機構の第5期中期計画及び2022年度計画に基づき、業務実績等評価を実施し

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

根拠：評価指標の目標水準を着実に達

成したことに加え、年度計画に対して

所定の成果を上げていることから、中

期計画における所期の目標を達成し

ていると認められる。 

 

＜課題と対応＞ 

（1）前年度評価時指摘事項 

2017年度に発生した予算執行管理

問題を過去のものとせず、引き続き機

構内のリスク管理強化に取り組まれ

たい。また、業務におけるICT活用の

進展を踏まえ、改めて機構内での情報

リスク管理体制の強化や個々人のリ

テラシー向上に留意されたい。加え

て、引き続き会計検査指摘事項への対

応については適切に取り組まれたい。 

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

 

（定量的実績） 

【指標 14-1】内部統制モニタリング

実施回数は達成度が目標値の 100%

以上、【指標 14-2】リスク管理に係る

委員会の開催回数は目標値の 120%

以上となっており、着実に目標を達

成している。 

  

内部統制の整備及び運用、組織運

営に関係するリスクの評価と対応、

内部監査の実施、機構内及び外部か

らの情報伝達体制の確保など、年度

計画の取組を着実に実施した。 

 

 

（結論） 
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報 へ の 対

応等、内部

統 制 を 確

実 に 実 施

し、その強

化を図る。 

情 報 セ

キ ュ リ テ

ィ に 関 し

ては、「政

府 機 関 等

の サ イ バ

ー セ キ ュ

リ テ ィ 対

策 の た め

の 統 一 基

準群（令和

3 年 7 月改

定）」等を

踏まえ、情

報 セ キ ュ

リ テ ィ 管

理 規 程 等

の 改 定 を

行い、情報

セ キ ュ リ

テ ィ 対 策

推 進 計 画

を策定・実

施し、組織

的 対 応 能

力 の 強 化

に 取 り 組

む。PDCA

サ イ ク ル

に 基 づ き

情 報 セ キ

ュ リ テ ィ

対 策 推 進

計 画 を 毎

年 度 レ ビ

ュ ー し て

めに、有償資

金協力勘定に

関わる様々な

リ ス ク の 識

別、測定、モニ

タリングを通

じた管理を行

う。 

違法行為等

の早期発見及

び是正、JICA

の業務運営の

公正性の確保

のため、内部

通報及び外部

通報制度を適

切 に 運 用 す

る。 

また、業務

の適正性を確

保するため、

内部監査に関

する国際的指

針に則して内

部監査を実施

す る と と も

に、監査結果

のフォローア

ップを着実に

実施する。 

情報セキュ

リティに関し

ては、情報シ

ス テ ム 委 員

会・情報セキ

ュリティ委員

会等の枠組み

を活用し、「政

府機関等のサ

イバーセキュ

リティ対策の

ための統一基

報告するととも

に、機構内で周知

徹底を図る。 

・業務の有効性及

び効率性を向上さ

せるため、機構の

中期計画及び年度

計画に基づく業務

実績等評価を行

う。 

 

イ 組織運営に関

係するリスクの評

価と対応 

・機構の業務運営

上のリスクに適切

に対応するための

リスクの識別、分

析、評価を行い、リ

スク管理委員会等

の場での報告及び

審議を通じ、当該

リスクへの適切な

対応を行う。 

・有償資金協力業

務の適正な業務運

営を確保するため

に、有償資金協力

勘定に関わる様々

なリスクの識別・

測定・モニタリン

グを通じた管理を

行う。 

 

ウ 内部監査の実

施 

・内部監査に関す

る国際的指針に則

して内部監査を実

施するとともに、

監査結果のフォロ

ーアップを着実に

た。また、本部部署・拠点（国内拠点・海外拠点）を対象とするセミナー開

催を通じ、2021年度業務実績に係る主務大臣による評価結果及び指摘事項等

を機構内に広く共有し、同指摘事項を踏まえた適切かつ確実な対応の促進を

図った。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

機構の内部統制を継続的に機能させるべく、引き続き、必要に応じて関連規程

の見直しを行うとともに、組織内の意識向上を図るため、内部統制に関連する各

種セミナー・研修の実施に継続的に取り組む。 

 

No.14-2 組織運営に関係するリスクの評価と対応 

（1）業務実績 

○ 機構内の全部署・拠点（国内拠点・海外拠点）において、自部署の業務に関

わるリスクを特定し、業務への影響を評価するとともに、当該評価の結果に

応じてリスク低減に向けた適切な対策を検討した（リスクの自己点検）。 

○ 総務省が示す内部統制の方針を踏まえ、リスクの自己点検のプロセスの有効

性を一層高めるために各種改善（組織にとって重要なリスクの洗い出し及び

検討、課長主導による全員参加の議論の導入等）を行った。 

○ リスク管理委員会において、自己点検結果を報告し、リスク評価及び対応等

を確認した。また、内部統制上の重要事項を取りまとめ、理事会において報

告を行った。 

○ 有償資金協力勘定リスク委員会等にて、定期リスク管理報告（ポートフォリ

オ管理に関する定期リスク管理報告を半期ごとに実施）及び有償資金協力勘

定の資産・負債管理（将来の収支分析や収支改善策に係る議論を半期ごとに

実施）の議論を実施の上、金利リスク及び為替リスクのヘッジ方針を策定し

た。また、国際的な金融環境や政治・経済状況の変化等が有償資金協力勘定

のリスク管理に及ぼす影響を分析し、有償資金協力勘定リスク管理委員会に

て報告を行った。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

コンプライアンス違反や事故を未然に防ぐため、リスク事案に対するマニュア

ル類の点検、定期的な注意喚起、各種セミナー・研修を引き続き継続して実施す

る。 

 

No.14-3 内部監査の実施 

（1）業務実績 

○ 2022年度内部監査基本計画に基づき、内部監査に関する国際的指針に則し

て、定例監査及び特定テーマ監査をリモートやハイブリッドによる手法を取

り入れつつ以下のとおり実施するとともに、監査結果に基づく改善実施状況

等のフォローアップを実施した。 

 定例監査：有償資金協力勘定信用リスク監査、情報システム・情報セキュリ

ティ監査、個人情報管理監査、法人文書管理監査、国内拠点監査及び海外拠

 

（2）対応 

リスクの自己点検のプロセスを改

善し、組織にとって重要なリスクが、

2021年度以前よりも適切に洗い出さ

れるようになった。この結果を踏まえ

て、組織にとって重要なリスクへの対

応を検討することにより、リスク管理

強化を図った。 

また、情報セキュリティに関して

は、本部部署・拠点（海外拠点及び国

内拠点）にて実施したリスクの自己点

検から、コロナ禍において高まってい

るリスク項目及び傾向を洗い出し、機

構全体が抱えるリスクの分析を行っ

た。同分析結果等を踏まえ、情報セキ

ュリティ関連リスクの傾向に即した

「情報セキュリティ・個人情報保護研

修」や標的型攻撃メール訓練を実施

し、役職員の情報セキュリティ意識の

向上及び啓発に取り組んだ。 

加えて、2024年度以降に更改予定の

次期情報システム基盤・ネットワーク

の要件定義において、ゼロトラスト・

セキュリティの考えに基づくセキュ

リティ対策を検討し、情報漏洩、不正

アクセスやサイバー攻撃等への対策

強化を進めた。 

なお、会計検査院による 2020 年度

決算検査報告においては機構に関係

する指摘はなかったが、今後、会計検

査で指摘された事項については適切

に対応していく。 

 

定量指標を達成し、年度計画にお

いて予定されていた取組を着実に実

施していることから、年度計画にお

ける所期の目標の達成が得られてい

ると認め、「Ｂ」評価とする。 

 

 ＜指摘事項、業務運営上の課題及び

改善方策＞  

2017 年度に発生した予算執行管

理問題を過去のものとせず、引き続

き機構内のリスク管理強化に取り組

まれたい。情報セキュリティ対策強

化の必要性や、サイバー攻撃への対

処を踏まえ、次期情報システム基盤

の強化を含め、情報セキュリティに

係る技術的対策の充実を図ることを

期待する。 

 

 ＜その他事項＞ （有識者からの意

見聴取等） 

・相談ルート（外部通報・内部通報）

に関して、海外拠点含めた機構職員

による活用の現状の概要について、

より一層風とおしの良い組織を目

指すために、言及していくことを検

討されてはどうだろうか。 

・通報者が信頼し、安心して意見を

言えるスピーク・アップ制度の構

築、周知徹底と活用促進は内部統制

の最後の砦として重要であると理

解する。内部通報制度の運用状況、

運用実績が低い場合（ゼロ件で良か

ったということにはならない）の対

応、相談内容そのものへの対応含め

て、簡潔で分かりやすいメッシュを

設定し、「業務実績等報告書」の中

でシェアいただくことを検討され

てみてはどうかと思う。 
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情 報 セ キ

ュ リ テ ィ

対 策 の 改

善 を 図 る

とともに、

組 織 内 の

デ ジ タ ル

ト ラ ン ス

フ ォ ー メ

ー シ ョ ン

（DX）推進

を 実 現 す

る た め ク

ラ ウ ド サ

ー ビ ス 等

も 含 め た

情 報 セ キ

ュ リ テ ィ

対 策 の 拡

充を図る。 

 

準群」等を踏

まえて情報セ

キュリティ管

理規程等の改

定を行うとと

もに、情報セ

キュリティ対

策推進計画を

策定・実施し、

情報セキュリ

ティに係る組

織的対応能力

の強化に取り

組む。PDCA

サイクルに基

づき情報セキ

ュリティ対策

推進計画を毎

年度レビュー

して情報セキ

ュリティ対策

の改善を図る

とともに、組

織内のデジタ

ルトランスフ

ォーメーショ

ン（DX）の推

進を実現する

ためクラウド

サービス等も

含めた情報セ

キュリティ対

策の拡充を図

る。 

 

実施する。 

 

エ 機構内及び外

部からの情報伝達

体制の確保 

・内部及び外部通

報制度を適切に運

用し、通報に対し

て迅速・適切に対

処する。 

 

オ 情報セキュリ

ティへの対応 

・情報セキュリテ

ィに関しては、「政

府機関等のサイバ

ーセキュリティ対

策のための統一基

準群」（令和3年度

版）を踏まえて改

正した情報セキュ

リティ管理規程等

に基づき、情報セ

キュリティ対策推

進計画を見直すと

ともに、情報セキ

ュリティに係る組

織的対応能力の強

化に取り組む。組

織内のDXを推進

するため、次期情

報システム基盤・

ネットワークの要

件定義作業におい

てサイバー攻撃等

の情報セキュリテ

ィリスクに対する

技術的対策の充実

について検討を進

める。 

 

 

点監査（インドネシア事務所、タイ事務所、ベトナム事務所、パキスタン事

務所、ケニア事務所）を実施した。 

 特定テーマ監査：市場リスク管理（有償資金協力勘定）、国内拠点事業推進

態勢をテーマとした監査を実施した。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

組織内外の事業環境の変化によるリスクを踏まえて監査を実施する。 

 

No.14-4 機構内及び外部からの情報伝達体制の確保 

（1）業務実績 

○ 外部通報：外部通報窓口及び不正情報に係る相談窓口を通じた通報につい

て、公益通報者保護法の趣旨に基づき通報者の保護を図りつつ、関係規程に

基づき通報内容に応じて適切に対処した。 

○ 内部通報：内部通報受付管理者を置き、内部通報専用メールアドレス、専用

ポスト、郵送等を通じて内部通報を受け付ける制度を設けている。内部通報

の制度案内（日本語及び英語）を備え、機構内ポータルサイトへの掲載、機

構内の研修や赴任前研修、各種配布物への掲載、機構の契約先への配布等を

通じて、機構関係者及び機構の契約先に内部通報制度を周知した。また、通

報があった場合には、公益通報者保護法の趣旨に基づき通報者の保護を図り

つつ、関係規程に基づき通報内容に応じて適切に対処した。 

○ 性的搾取・虐待及びセクシャルハラスメント（SEAH）に関する取組の強化： 

SEAHについて、機構の事業を実施する中で被害を受けた者又は被害を見聞

きした者が、情報を機構に伝達する窓口を運用するとともに、得られた情報

に基づき、適切に対応した。主として機構との法人契約受注者等を対象とし

た団体の会合において、ハラスメントの撲滅について発表を行い、SEAH防

止への協力を呼び掛けるなどして、上記の窓口の周知に努めた。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

引き続き、違法行為等の早期発見及び是正、機構の業務運営の公正性の確保の

ため内部通報及び外部通報制度の適切な運用を図り、通報に対して迅速・適切に

対処する。 

 

No.14-5 情報セキュリティへの対応 

（1）業務実績 

○ 本部部署・拠点（海外拠点及び国内拠点）で実施したリスクの自己点検から、

コロナ禍において高まっているリスク項目及び傾向を洗い出し、機構全体が

抱えるリスクの分析を行った。 

○ 上記分析結果を踏まえ、情報セキュリティ関連リスクの傾向に即した「情報

セキュリティ・個人情報保護研修」や標的型攻撃メール訓練を実施し、コロ

ナ禍における執務環境の変化等を踏まえた事故の防止に向けて、職員の情報

セキュリティ意識の向上及び啓発に取り組んだ。 

○ 2024年度以降に更改予定の次期情報システム基盤・ネットワークの要件定義
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において、ゼロトラスト・セキュリティの考えに基づくセキュリティ対策を

検討し、情報漏洩、不正アクセスやサイバー攻撃等への対策強化を進めた。 

○ 「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準群」の令和3年

度版定着に向けた執務参考資料の作成を実施した。  

○ 外部委託における情報セキュリティ対策が政府統一基準に準拠して行われ

るよう、関連する契約書に付加する特約条項を策定した。 

○ EU「一般データ保護規則」（GDPR）に基づき、EU域内拠点と本部を含む域

外拠点の間でのデータ移転に必要となる標準契約条項（SCC）について、2021

年に欧州委員会が決定した新たなSCC雛形に合わせ更新した。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

ウィズコロナ、ポストコロナでの執務環境における情報セキュリティ対策強化

の必要性や、サイバー攻撃による被害発生リスクの高まりを踏まえ、次期情報シ

ステム基盤やネットワークの設計・構築を通じ、情報セキュリティに係る技術的

対策の充実を図る。 

 

 

４．その他参考情報 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.15 組織力強化に向けた人事 

当該項目の重要度、困難

度 

【困難度：高】法人の部長相当職及び課長相当職については、各役職に占める女性の

割合を令和 7年度末までに 18％とする成果目標を掲げている。JICAの目標値は 27％

と同計画の目標値と比して 1.5 倍であり、第 4 期よりさらに差を大きく設定している

ことから、本項目は困難度を高とするのが妥当と考える。 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和 5 年度政策評価、行政事業レビューシート番号は未定 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（目標値） 

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

【指標15-1】女性管理職比率

* 

27% 

（2026 年度末） 
 -  -  -  -   -  - 

 

    

*本指標は年度ごとの目標値の設定及びそれに基づく評価は行わず、第 5 期中期目標期間全体を通した目標値の達成状況を測ることとしている。 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指

標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 7．（2）組織

力 強 化 に

向 け た 人

事 

機 構 で 働

く 一 人 ひ

と り が 開

発 協 力 の

プ ロ フ ェ

ッ シ ョ ナ

ルとして、

各 々 の 能

力 を 最 大

限 に 発 揮

す る こ と

で 組 織 目

標 を 達 成

するため、

全 体 最 適

を 目 指 し

た 適 材 適

所 な 人 事

を行う。ま

12．（2）組織力

強化に向けた

人事 

機構で働く

一人ひとりが

開発協力のプ

ロフェッショ

ナルとして潜

在的な力を主

体的かつ最大

限に発揮し、

生産性向上等

を通じて業務

の質の向上を

図るための人

事施策を推進

する。具体的

には、全体最

適を目指した

適材適所な人

事配置、女性

職員がより一

層指導的な役

11. （2）組織力強

化に向けた人事 

・機構で働く一人

ひとりが各々の能

力を最大限に発揮

することで組織目

標を達成するた

め、全体最適を目

指した適材適所な

人事を行う。また、

女性職員がより一

層指導的な役割を

担い活躍できる環

境の整備を含めた

各種の人事施策を

実施する。さらに、

業務内容の高度

化・多様化に対応

する力を高めるべ

く、人材確保に取

り組むとともに、

職員が自身の関

心・適性に応じて

＜主な定量的

指標＞ 

（定量的指標

及び実績は 1.

①参照） 

 

＜その他の指

標＞ 

1.①に掲げた

もののほか、特

になし 

 

＜評価の視点

＞ 

＜主要な業務実績＞ 

（1） 業務実績 

◎ 女性職員の活躍促進【①③】 

 女性管理職割合の目標達成：2020 年度末時点 20.5％に続き、

2021 年度末時点で 22.2％、2022 年度末時点で 23.2％を達成し

た。 

 育児介護セミナーやワークライフバランスメンターとの座談

会などを実施。また、ファミリーデー（職場訪問）を実施促進

しながら、職場環境の向上に取り組んだ。 

 

◎ 職員の自律的な能力開発・キャリア開発【②③】 

 社内研修コンテンツのオンデマンド化・英語化を推進し、職

員がいつでも学べる環境を整備中。相互の学び合いの文化醸

成のため、業務にとって有益な知識・スキルを有している職

員が個人の発意で行う研修を導入した。 

 若手・中堅職員の能力開発の機会の提供のため、博士号・修士

号の取得を目的とした国内・海外研修を継続した（2022 年度

は 15 人派遣）。ナレッジマネジメントの推進のため、修士課

程修了者による報告会開催、出向経験者による経験共有セミ

ナーを開催した（計 17 回）。 

 職員の主体的なキャリア開発を支援すべく、社内公募ポスト

を拡充した（2022 年度は 50 件以上を実施）。また、所属部署

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

根拠：困難度が高いと設定されている中、

以下 4．業務実績のとおり、年度計画に対

して質的な成果や成果の最大化に向けた

取組で所定の成果を上げていることから、

当該事業年度における中期計画の所期の

目標を上回る成果が得られていると認め

られる。 

 

 

＜課題と対応＞ 

（1）前年度評価時指摘事項 

上記評価を踏まえ、職員の働きがいにつ

いて引き続き高い水準を保つため、働き方

改革や職員のキャリア形成支援を更に推進

することを期待する。 

また、第5次男女共同参画基本計画におい

ては、独立行政法人、特殊法人及び認可法人

における役職員の各役職段階に占める女性

の割合について、令和７（2025）年度末まで

に、部長相当職及び課長相当職を18%、役員

を20％とする成果目標を掲げているとこ

評定 A 

＜評定に至った理由＞ 

 

（定量的実績） 

【指標 15-1】女性管理職比率（27%（2026 年度

末時点））。年度毎の目標値の設定及びそれに基

づく評価は行わず、第 5 期中期目標期間全体を

通した目標値の達成状況を測ることとしてい

る。 

 

（定性的実績） 

年度計画の取組を着実に実施したことに加

え、以下の特筆すべき実績が認められた。 

・女性管理職割合の目標達成として、2020 年度

末時点 20.5％に続き、2021 年度末時点で 22.2％、

2022 年度末時点で 23.2％を達成し、女性職員の

活躍を促進した。 

・職員の自律的な能力開発・キャリア開発とし

て、社内研修コンテンツのオンデマンド化・英

語化や、相互の学び合いの文化醸成の取組を推

進した。若手・中堅職員の能力開発の機会の提

供のため、博士号・修士号の取得を目的とした

国内・海外研修を継続した（2022 年度は 15 人
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た、女性職

員 が よ り

一 層 指 導

的 な 役 割

を 担 い 活

躍 で き る

環 境 の 整

備 を 含 め

た 各 種 の

人 事 施 策

を 実 施 す

る。更に、

業 務 内 容

の高度化・

多 様 化 に

対 応 す る

力 を 高 め

るべく、人

材 確 保 に

取 り 組 む

とともに、

職 員 が 自

身の関心・

適 性 に 応

じ て 自 律

的 に 能 力

強 化 を 行

え る 環 境

を整備し、

キ ャ リ ア

開 発 の 機

会 を 拡 大

する。 

割を担い活躍

できる環境の

整備や、現地

職員・有期雇

用職制・高年

齢者も含めた

多様な人材の

活用に引き続

き取り組むと

ともに、外部

人材との協働

促進、健康管

理の強化、新

たな働き方の

促進・定着支

援、コミュニ

ケーションの

活性化や人材

育成の強化等

に向けた制度

設計と運用の

徹底、執務環

境の整備等を

行う。 

また、業務内

容の高度化・

多様化に対応

するために、

他機関への出

向や社内公募

等による自律

的なキャリア

開発機会の拡

大や、研修体

系の整備・拡

充による能力

強化機会の拡

大を通じ、職

員の専門性の

強化及び中核

的人材の育成

を行う。 

自律的に能力強化

を行える環境を整

備し、キャリア開

発の機会を拡大す

る。 

・特に、人事制度

の見直しの中で

新たに設定する

人材像及びそれ

に基づく評価制

度について、着実

な運用を行い定

着を図るほか、自

律的なキャリア

開発のための公

募ポスト拡充に

取り組む。また、

有期雇用職制に

ついて、優秀な人

材の確保、早期戦

力化、適切な雇

用・労務管理の徹

底に取り組むほ

か、コロナ禍の経

験を踏まえ、職員

等の自律的な健

康管理能力向上

のための支援に

も取り組む。 

以外の業務に従事できる機会の拡充に努め、機構内インター

ン制度を継続して実施した（2022 年度は 14 件 22 人実施）。 

 職員のキャリア形成と他機関等との連携促進のため、国際機

関、省庁、大学、自治体等への職員派遣を継続した。その中

で、地方創生や日本国内での SDGs 推進に資する日本民間公

益活動連携機構への出向や、課題専門性強化のための大学へ

の新規出向等、経営課題に即した出向ポストを開拓した。 

 職員提案型の実務経験型専門研修を新規で 2 件実施し、国際

機関や海外・国内の民間企業等外部組織での研鑽機会を提供

した。 

 

◎ 組織の働きがい強化【③】 

 上記のような取組の結果、機構が毎年実施している職員等意

識定点調査における機構が働きがいのある組織かを問う設問

において、評価点 5 点中 3.96 となった。2021 年度（3.88）か

ら向上しており、ベンチマーク（3.10）との比較においても高

い数値を維持した。 

 

○ 適材適所な人員配置 

 人事部から全部門に対するヒアリングを実施し、各部門のニ

ーズと実態を把握した。また、例年全職員が人事部に対し、

人事異動等に関する意向調書を提出しており、かかる情報を

踏まえ、全体最適を目指した人員配置を検討した。 

 

○ 有期雇用職制の制度整備 

 有期雇用者の就業規則と給与関連規程の改正を実施し、労務

管理事務及び給与・社会保険事務の効率化と事務リスクの低

減を図った。また、左記に合わせ、有期雇用者の募集選考業務

を人事部へ集約し、社内の事務負担軽減と効率化を図った。 

 新規入構者の早期定着・戦力化支援のオンボーディング支援

を強化している。具体的には、入構前学習コンテンツの提供、

入構時オリエンテーションの拡充、有期職制向けメンター制

度の試行等を実施した。 

 優秀な人材確保のための採用を強化した結果、新卒・社採・内

部登用により 3 年連続（2020～2022 年度）で 100 名超の採用

を実現した。  

 

○ ワークライフバランス及び職員等の健康管理 

 在宅勤務制度の試行的運用、組織内の意見交換を踏まえて、

在宅勤務制度を見直し、関連通知を改正した。  

 長時間時間外労働者・休日労働者について、労働安全衛生法、

労働安全衛生規則等に則り、過重労働による健康障害防止を

ろ、また機構の第5期中期目標では2026年度

末までに27％とする目標を掲げており、こ

れらを踏まえ更なる取組を期待する。 

 

（2）対応 

上記4.（1）業務実績に記載のとおり、様々

な施策を実施した結果、職員等意識定点調

査において、機構が働きがいのある組織か

どうかを問う設問に対する回答で高い数値

を得られた。 

また、女性管理職比率は 2022 年度末で

23.2％となり、中期目標における定量指標

の目標値の達成に向け進捗している。特

に、役員の女性比率は 30.8%となり、役員

のみに絞ると中期目標の目標値を達成済

み。 

 

派遣）。職員の主体的なキャリア開発のため、社

内公募ポストを拡充し（2022 年度は 50 件以上

を実施）、加えて、所属部署以外の業務に従事で

きる機会の拡充に努めた（2022 年度は 14 件 22

人実施）。職員提案型の実務経験型専門研修を新

規で 2 件実施し、国際機関や海外・国内の民間

企業等外部組織での研鑽機会を提供したなど、

職員の自律的な能力開発・キャリア開発を推進

した。 

・機構が毎年実施している職員等意識定点調査

における機構が働きがいのある組織かを問う設

問において、評価点 5 点中 3.96 となった。2021

年度（3.88）から向上しており、ベンチマーク

（3.10）との比較においても高い数値を維持し、

組織の働きがい強化に努めた。 

 

（結論） 

以上により、年度計画において予定されてい

た取組を着実に実施しているほか特筆すべき定

性的な成果が多数見られること、それら成果を

目標において困難度「高」とされた項目におい

て達成していることから、中期目標における所

期の目標を上回る成果が見込まれていると認

め、「Ａ」評価とする。 

具体的には、政府が進める女性管理職割合の

目標達成に向け、昨年度を上回る成果を達成し、

女性職員の活躍を促進した。職員の自律的なキ

ャリア開発として職員提案型の実務経験型専門

研修の実施など具体的な取組を推進した。また、

職員の主体的なキャリア開発に向けた取組を展

開するとともに、国際機関や地方自治体を含め、

多層的な人事交流を行った。 

 

 ＜その他事項＞ （有識者からの意見聴取等） 

・女性職員の活躍推進、職員の自律的な能力開

発・キャリア開発、エンゲージメント・サーベ

イ（3.1 のベンチマーク数値に比し、前年度 3.88

から 3.96 とした）の結果からも、組織力強化に

向けた打ち手をひとつひとつ打たれているもの

と了解した。 

一方、NS（National Staff）に関しては、組織

体制・基盤強化のところで、NS 能力強化タスク
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目的として、人事部健康管理室から本人に連絡し、必要に応

じて産業医による面談を行っている。これに加え、長時間の

残業が発生している職員等の上司宛てに、人事部から直接就

業環境の改善を求めるほか、役員・部門長にリストを共有し、

長時間労働削減に向けた部門内の意見交換を促進した。 

 就業規則を改正し、パワーハラスメントや妊娠・出産・育児休業・

介護休業等に関するハラスメントに関する規定を見直した。加え

て、各種社内研修でハラスメント防止に関する講義を継続してい

るほか、部門ごとへのハラスメント防止セミナーを実施した。引き

続き男性の育児参画を積極的に推奨し、男性の育児休業取得

者数は、2010 年度以降累計 82 名となった。 

 

（2）事業上の課題及び対応方針 

高度化・複雑化する諸課題に適切に対応するために、人材の確

保・育成・能力開発と、主体的なキャリア開発につながる施策を

継続実施するとともに、職員を含む国際協力人材の能力強化・確

保の施策を引き続き実施する。併せて、ワークライフバランス向

上やハラスメント撲滅等の観点から、職場環境の維持・向上に引

き続き取り組む。 

フォース設置とある。NS 人材のさらなる育成・

登用・retain、活躍の場をいかにもうけていくの

か、機構職員 1,955 人との一体感ある共創をい

かに実現させていくのか、この点の記述は組織

力強化に向けては今後ますます必要になってく

るのではないだろうか。 

 

・女性職員の活躍促進は、ここ数年、目標を上回

り、大きな成果をあげており、評価できる。さらに目

標を高くし、「女性職員の活動促進」という項目自

体がなくなるような取り組みを期待したい。また同時

に女性職員のメンタルヘルス、健康課題へのケア、

サポートも、不十分な点があれば、一層強化すべき

である。 

・全体に言えることだが、組織は人である。コロンボ

プランに参加して 70 年あまり、変化する国際協力

のあり方に合わせた、総合的な JICA の組織力強

化、その基となる人材の育成にもっと力を入れるべ

きではないか。 

・今、日本の国際協力の求められているのは、

NGO も含めて、必要とされる、世界に通じる「専門

力」の強化である。JICA 職員が管理業務に時間と

エネルギーを割かれ、本来必要とする、専門力を

身に着けられるキャリア形成になっていない。JICA

だけで人材を完結する必用はないが、日本全体と

して「専門力」を担保できる状態が重要であり、その

中心に JICA 内部でも「専門人材」の育成と共に、

日本の「専門力」をマネージできる人材が重要であ

る。 

 

 

４．その他参考情報 

特になし。 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.16 短期借入金の限度額 

当該項目の重要度、困難

度 

- 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和 5 年度政策評価、行政事業レビューシート番号は未定 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（目標値） 

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

         

         

         

    

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指

標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 なし 8. 一般勘定 630 億円、

有償資金協力勘定2,900億

円 

理由：一般勘定について

は、国からの運営費交付金

の受入等が 3 か月程度遅

延した場合における職員

への人件費の遅配及び事

業費の支払遅延を回避す

るため。有償資金協力勘定

については、借入金償還と

貸付金回収の短期資金ギ

ャップ、国際協力機構債券

発行時のつなぎ、貸付実行

額の急激な変動等に機動

的・効率的に対処するた

め。 

7. 短期借入金の限度額 

一般勘定630億円、有償資金協

力勘定4,700億円 

【理由】 

一般勘定については、国から

の運営費交付金の受入等が 3

か月程度遅延した場合におけ

る職員への人件費の遅配及び

事業費の支払遅延を回避する

ため。有償資金協力勘定につ

いては、借入金償還と貸付金

回収の短期資金ギャップ、国

際協力機構債券発行時のつな

ぎ、貸付実行額の急激な変動

等に機動的・効率的に対処す

るため。 

- ＜主要な業務実績＞ 

 

 一般勘定については、短期借入

金の実績はない。 

 有償資金協力勘定については、

2022年度内は限度額の範囲内

において短期資金のギャップ

に対応するため2022年4月に

596億円、8月に643億円、10月

に926億円、12月に2.32億ドル

（321億円相当）の借入を行い、

いずれも年度内に返済した。 

 

- 評定 - 

- 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 

特になし。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.17 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に関する計画 

当該項目の重要度、困難

度 

- 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和 5 年度政策評価、行政事業レビューシート番号は未定 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（目標値） 

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

         

         

         

    

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 なし 9. 該当なし。 該当なし - - - 

 

 

評定 - 

- 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 

特になし。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.18 前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和 5 年度政策評価、行政事業レビューシート番号は未定 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（目標値） 

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

         

         

         

    

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 なし 10. 該当なし － － 

 

－ 

 

 

評定 － 

－ 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 

特になし。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.19 剰余金の使途（有償資金協力勘定を除く。） 

当該項目の重要度、困難

度 

（必要に応じて重要度及び困難度について記載） 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和 5 年度政策評価、行政事業レビューシート番号は未定 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（目標値） 

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

         

         

         

    

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指

標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 なし 11. 年度計画 

10．剰余金の使途（有償資金協力勘定

を除く。） 

剰余金が発生した際は、中期計画の

達成状況を見つつ、事業の改善・質

の向上に資する業務及び施設・設備

の整備に必要な経費に充てる。な

お、運営費交付金で賄う経費の削減

により生じた利益に係る目的積立

金の使途については、上記のうち運

営費交付金で賄う経費に限る（別途

措置される補助金等で賄う経費を

除く。）ものとする。 

－ ＜主要な業務実績＞ 

「独立行政法人通則

法」第44条第3項により

中期計画で定める使途

に充てることができる

剰余金 （目的積立金）は

ない。 

 

－ 

 

 

評定 － 

－ 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 

特になし。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.20 施設及び設備に関する計画 

当該項目の重要度、困難

度 

- 

 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和 5 年度政策評価、行政事業レビューシート番号は未定 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（目標値） 

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

         

         

         

    

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 なし 12. (1) 年度計画 

11.（1）施設及び設備に関する計画 

横浜センターでの大規模改修工

事のほか複数の国内拠点におい

て整備工事を実施する。また、国

内の施設整備実施体制を強化す

るため、施設整備関連の調達・契

約制度の改善、施設整備情報基

盤の整備、実施体制等の見直し

を実施する。 

－ ＜主要な業務実績＞ 

国内施設の老朽化対策として、JICA市

ヶ谷ビル及び東京センターの外壁・屋上

等改修工事、北海道センター（帯広）及

び中部センターの外壁・屋上等改修工事

に係る設計業務を施設整備費補助金に

より実施した。 

また、国内施設整備実施体制を強化す

るため、設計・監理業務用の総合評価落

札方式の導入等、調達・契約制度の整備

を実施したほか、横浜センター及び沖縄

センターの施設整備業務の一部を本部

に移管し、実施体制の強化を進めた。 

 

 

－ 

 

 

評定 － 

－ 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 

特になし。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.21 
積立金の処分及び債権等の回収により取得した資産の取扱いに関する事項 

（機構法第 31 条第 1 項及び法附則第 4 条第 1 項） 

当該項目の重要度、困難

度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

令和 5 年度政策評価、行政事業レビューシート番号は未定 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（目標値） 

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

         

         

         

    

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 なし 12.（3） 年度計画 

11.（3）積立金の処分及び債権等の回収により取得し

た資産の取扱いに関する事項（独立行政法人国際協力

機構法（平成14年法律第136号。以下「機構法」とい

う。）第 31 条第 1 項及び附則第 4 条第 1 項） 

前中期目標期間の最終事業年度において、通則法第

44条の整理を行ってなお積立金があるときは、主務大

臣の承認を受けた金額について、直前の中期計画にお

いてやむを得ない事由により中期目標期間を超える

債務負担としている契約及び前中期目標期間中に発

生した経過勘定等の損益影響額に係る会計処理等に

充てる（有償資金協力業務を除く）。前中期目標期間

中に回収した債権又は資金については、機構法に基づ

き、適切に国庫に納付する。 

 

－ ＜主要な業務実績＞ 

・ 第 4 期中期目標期間の最終事業年度の積立金（847 億

円）のうち656億円について、前中期目標期間繰越積立

金として、やむを得ない事由により第4期中期目標期間

中に完了しなかった業務の財源に充当することが2022

年6月に主務大臣に承認された。2022年度は2021年度予

算で契約した業務の経過勘定等の損益影響額や2022年

度支出分等に492.2億円を充当し、前中期目標期間繰越

積立金の残高は163.9億円となった。なお、第4期の前中

期目標期間繰越積立金の残高（190.9億円）は同年7月に

国庫納付を完了した。 

・ 第4 期中期目標期間中に回収した債権又は資金（2.5億

円）は、全額を2022年7月に国庫納付した。 

 

 

－ 

 

 

評定 － 

－ 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 

特になし。 

 




